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公的年金財政状況報告 一平成18年度－  （要旨）  

図表1 財政収支状況 平成18年度  
Ll財政収頭  

○公的年金制度全体の財政収支状況   

一給付費は43．8兆円一  

公的年金制度全体でみると、18隼度の収入は   

保険料収入27．2兆r1J、同庫・公経済負担7．2兆  

「1］等、支と土1は年金給付費43．8兆円等となってい   

る。 18年度末の積立金は、簿価ベースで191．5   

兆円、時価ベースで204．7兆ItJであった（図表1、   

本文図表2－1－1）〔 

○保険料収入   

一被用者年金で増加、国民年金で減少一  

保険料収人は、厚生年金21．0兆円、国共済1．0   

兆円、地共済3．0兆円、私学共済0．3兆「丁］、国   

民年金1．9兆Hであった（本文図長2卜4）。18   

年度は、すべての被川音隼金で増加した一方、   

国民年金で減少した。   

○給付費   

一国共済以外の被用者年金、基礎年金で増加－  

lメニ 分   
公的年金  
制度全体   

億l【J  

収入総縫  簿価ベース  162，102   
帖価べ」－ス   ト178，505］   

イ尉材料収人   272，4：i5   

国庫・公経済真打   72，39′1   

追加費≠   15，914   

連川収入  簿価ベース   17，289   
川り邑 イト余積、」／二1ナ勘二L11運川   

独、【。′二子j収iノ三人納付金）   
（19，611）  

‖与仙ベース   ［6：う，472］   

積、l／二金相「■欄享納イ寸金   2，567   

職域等費用納付金   2，762   

解散り牛隼金基金等徴収金   6，80〔）   

楕立金し上り受人   36，995   

そゾ）他   ※ 4，918   

支出総客員   441，5：う9   

給付費   437，809   

そゾ）他   3，7：〕0   

収支残  簿価ベーース  

時価ベース  

20，563  

［36，966］  

年度末積立金 簿価ベース  

時価ベース  

1，911，928  

［2，046，554］  

汗州′」隼合溝町炉仝伸上Lてし′冊1射叉友状況をレJ）えるた浮）、州′パト余   

仙聖内てのでりとLトごあるj．引腋牛守雄勘＝余、J封荏イド1モ′去イ、」余、冊政   

調整拠＝令、隼余保陳肴拠＝令（囚J巨済組合連合会雪：拠州側文人）   
に／ノいて、収人・友‖＝両市九り■Jr玲いていろ£た、車牛」庄〔／潮政収   
封ノこ況をとJJえろたが）、収人し′）そ机他（※）に＝∴ 大輔酎l金勘定肌   

「l廿牛皮剰余余七人11，112億ト】」を除いた袖を．汗上しごし、ろ   

なユ∴収人〃）その他に＝、卑′仁イト令・日比隼金（H艮隼合制定1爪   
「1廿牛金一紆余運川肘掛ノ）解散に什い隼剰i七融蝕＝伸上企T′ろ1イト企特   

別余計に′梢l来された二Hこ⊥ろ収人」が1Eれている   

給付費汗は、厚生年金22．3兆l－j、国共済1．7兆円、地共済4．3兆円、私学共済0．2  

兆円、国民年金の国民年金勘定1．8兆H、基礎年金勘定13．5兆「1であった（本文図表  

2【112）。し軋共済以外の被用者年金で増加が続いている。匡1民年金では、基礎年金勘定  

で人幅な増加が続く一方で、国民午金勘定では一貫して減少傾向が続いている。   

往．そH軋度甘欄封寸費は、基礎咋御l】＼1摘釦廿貫（lと】法隼金の齢刊費のうち展礎隼金柑、lうとされる分）を含む。   

Ik眠年二金勘定の給付費は巨としノて附法l机糾二令の給付費、展礎年金勘定〝）給付費は展礎年金給付費である 

○積立金   

積立金汗は、厚生年金130．1兆＝［139．8兆円］、国共済8．8兆円［9．2兆円］、地共  

済39．7兆円［42．0兆円］、私学共済3．4兆円［3．6兆「リ］、国民年金勘定8．8兆円［9・4  

兆円］、基礎年金勘定0．7兆円であった。（本文図表2－1【15）。なお、厚生年金の積立金   

には、厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。   

注 数値は簿イ111iベース、［］い＝封持イrtHベースであるし，時価評価のん優については本文惇］表2117参照。   



○単年度収支状況   

単年度収支状況は、年金数理部会が公的年  

金制度の財政状況を年金財政の観点から制  

度横断的に比較・分析したもので、厚生年  

金・国民年金（国民年金勘定）の「積立金よ   

り受入」及び基礎年金勘定の「前年度剰余金  

受入」を除いて算出した単年度の収支状況を  

示している。公的年金制度全体の単年度の収  

入総額は、簿価ベースで42．5兆円、時価ベ  

ースで44．2兆円、単年度の支出総額は44．2  

兆円となっている（図表2、本文図表2一卜3）。   

単年度収支残托は、簿価ベースで1．6兆円  

の赤字、時価ベースで28億円の赤字となっ  

ている。 平成16年改正により積立金を活用  

する有限均衡方式による財政運営に変わっ  

ており、財政再計算においてあらかじめ見込  

まれていた状況と比較して評価する必要が   

ある。  

図表2 単年度収支状況 一平成18年度－  
【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

区 分  
公的年金  
制度全体  

億円  
総額  簿価ベース  425，107  

時価ベース   ［441，511］  

保険料収入   272，435  
国庫・公経済負担   72，394   

収単  追加費用   
年  

15，914  

入鹿   運用収入  簿価ベース   47，289  
（再掲 年金積立金管理運用   

独立行政法人納付金）  
（19，611）  

時価ベース   ［63，472］  

積立金相当額納付金   2，567  

職域等費用納付金   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  

その他   4，948   

支妄  441，539  

年   437，809   
出畢  その他   3，730   

単年度収支残 簿価ベース  

時価ベース  

△16，432   

［△28］  

年度末積立金 簿価ベース  

時価ベース  

1，914，928  

［2，046，554］  

注 公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金  
制度内でのやりとりである基礎年金拠出金、基礎年金交付金、財政  
調整拠出金、年金保険者拠出金（国共済組合連合会等拠出金収入）  
について、収入・支出両面から除いている。  

注 公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）   
の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、   

当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、単年度収支残（図表2）は、事業運営の結果を示す  
決算の収支残（図表1）とは異なるものである。  

2 被保険者  

○被保険者数 一厚生年金、私学共済で増加一   

被保険者数は、被用者年金が、厚生年金3，379   

万人、国共済108万人、地共済304万人、私学共  

済46万人の計3，836万人、国民年金第1号被保  

険者が2，123万人、第3号被保険者が1，079万人   

で、公的年金制度全体では7，038万人であった  

（図表3、本文図表2－2－1）。18年度は、厚生年金   

と私学共済で増加し、被用者年金制度計で2．0％  

増加した。一方、国民年金第1号被保険者は3．1％  

減少し、公的年金制度全体では0．1％減少した。  

5，000   

4，000   

3，000   

2，000   

1，000   

0  

平成 7 8 9101112131415161718 年度   
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01人当たり標準報酬額 一男女間の差が小さい国共済と地共済－   

1人当たり標準報酬月額（賞与は含まない）は、厚生年金31．3万円、国共済41・0   

万円、地共済45．1万円、私学共済36．9万円であった（本文図表2－2－9）。【■・方、賞与   

も含めた1人当たり標準報酬額（総報酬ベース・月額）は、厚生年金37・4万円、国共   

済54．5万円、地共済60．0万円、私学共済48．7万円であった（本文図表2－2－10）。国   

共済と地共済は、厚生年金や私学共済に比べて男女間の差が小さい。   

注 平成15隼度から総報酬制が導入された  

r入   国表4 受給権者数の推移  千・人  
3 受給権者  

○受給権者数 一各制度とも増加が続く一   

受給権者数は、厚生年金2，616万人、国   

共済101万人、地共済235ノノ人、私学共済   

29万人、国民年金（新法基礎年金と旧法国   

民年金）2，542万人であった（図表4、本文   

図表23－1）。何らかの公的年金の受給権を   

有する者は3，366ガ人である。各制度とも   

増加を続けている。  3，000  

2，00（）  

l，000  

0  

○老齢・退年相当の年金の平均年金月額  

老齢・退年相当注1の年金の平均年金月額  
Iく成 7 8 910111213】41516 ユ718 叶度  

け2（老齢基礎年金分を含む）は、厚生年金  

（厚生年金基金代行分も含む）16．3方円、国共済20．8万円、地共済22・1万円、私学共  

済20．6力◆円、国民年金（新法老齢基礎年金及び旧法国民年金の老齢年金）5・3万円であ  

った（本文図表23－16）。すべての被用者年金で減少したが、厚生年金は18年度に女  

性の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げられた汀1ことなどから、他制度に比べ  

減少幅が大きくなっている。 一ノノ、国民年金は増加を続けている（本文図表2－318）。  

往l老齢・退隼柚1とは、被保険者期間か老齢其礎隼金の資格期間を満たしている（経過措置（現在は20年以1二）  
及び中高齢の特例措置（15年以l二）も含む）新法の老齢厚生年金及び退職共済年金、並びに旧法の老齢隼金  
及び退職年金のことをいう 

往2 比較に際しては、共済年動こは職域部分が含まれることの他、男女比や平均加入期間に制度間で差があるこ  
とに留意が必要である 

托3 共済年金の女他については、既に乳性と 一緒に定額部分の支給開始年齢が引きLげられており、厚生年金の  
女性のみ、引【二げスケジュールが5隼遅れとなっている。  

111一   
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4 財政指標  

○年金扶養比率 一高い私学共済、低い国共済、地共済。各制度とも低下一   

年金扶養比率注は、厚生年金2．82、国共済1．68、地共済1．89、私学共済4．88、国民   

年金2．77であり、各制度とも一貫して低下してきている（本文図表2－4－2、2－4－3）。   

年金扶養比率の高い私学共済は、成熟が厚生年金などに比べて進んでいない制度、逆   

に年金扶養比率の低い国共済、地共済は成熟が進んでいる制度といえる。  

注 被保険者数の受給権者数（老齢・退年相、一1の受給権者数）に対する比。  

○総合費用率   

総合費用率拝は、厚生年金17．8％、国共済17．6％、地共済16．8％、私学共済12．0％   

であった（本文図表2－4－8、24－9）。18年度は国共済、地共済、私学共済で上昇し、厚   

生年金で横ばいとなっている。  

注 実質的な支出のうち自前で財源を賄わなければならない部分の標準報酬総額に対する比率。  

厚生年金は決算ベースであり、厚牛年金基金による代行分を含まない。  
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5 平成16年財政再計算における将来見通しとの比較  

○被保険者数  

被保険者数は、厚生年金、私学共済、国民年金（基礎年金）は実績往1が将来見通し   

注2を上回ったが、国共済＋地共済往：∋は下回った（本文図表3－2－1）。上回った割合は、   

厚生年金3．6％、私学共済3．5％、国民年金（基礎年金）0．8％であった。一方、下回   

った割合は、国共済＋地共済0．1％であった。  

柱1厚生年金については、「実績推計」（本文98自参照）で比較している。以卜においても同様である。   

注2 将火見通しは、平成16年財政再計算の将来見通しにおける基礎隼金拠山金に係る国庫・公経済負担について、  

平成16年改正後の引上げを反映した加工値（本文99頁参照）である。以下においても同様である。   

注3「玉l共済と地典済の財政単位の一元化に伴い、財政再計算では両者の財政を 体として扱った将来見通しが示  

されている。ここでは、国共済と地共済の合算分を「国共済＋地共済」と表記している。  
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○受給者数  

受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済は実績が将来見通しを下回った   

が、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む））は上回った（本文図表3－2－3）。   

下回った割合は、厚生年金3．0％、国共済＋地共済3．7％、私学共済0．5％であった。   

一方、上回った割合は、国民年金（基礎年金）1．3％であった。  

1V‾  



○保険料収入   

保険料収入は、厚′巨年金は実絹が将来見通しを上回ったが、国共済＋地共済、私学   

共済、国民年金は卜回った（本文図表3－24）。上回った割合は、厚生年金1．3％であ   

った。一ノ∴下回った割合は、国共済＋地共済5．0％、私学共済0．3％、国民年金15．4％   

であった。   

○実質的な支出額   

実質的な支出額往は、厚生年金、私学共済は実績が将来見通しを上回ったが、国共済   

＋地共済、し当民年金はFk］った（本文図表3－2－7）。上回った割合は、厚生年金1．0％、   

私学共済1・4％であった〔つ 一方、卜回った割合は、国共済＋地共済1．6％、国民年金   

5．8％であった。  

ほ 支州のうち、保険料収入、積、▲√二金、運用収入及び国庫卜公経済負担で賄うことになる部分 

図表5 年金扶養比率  
○年金扶養比率  

年金扶養比率は、厚生年金、［り共   

済＋地共済、私学共済は実績が将来   

見通しを上回ったが、国民年金はF   

回った（図表5、本文図表33－1）。   

上回った幅は、厚生年金0．09ポイン  

ト、国共済＋地共済0．01ポイント、   

私学共済0．24ポイントであった。一   

方、下回った幅は、国民年金0．01ポ   

イントであった（本文図表3－3－3）。  
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＝丁目余  

L軋拉済1．7：う  
rt】丹前1勅往一行   

将来見通し  

尖績   

15  16  17  川  19  20  21隼腰  

l太線け英紙、細線卜川．汁算叫けt「ごあろ  

図表6 総合費用率   

数すはゃ成1日隼摩山′ぷ乳  

■′〃‾ハ、 

／‾品‘【J■、、」、  

糖誓‘一〝㌦㌦一〆一〆                                                           L   

○総合費用率  

総合費用率は、厚生年金は実績が 2n   

将来見通しを下回ったが、国共済十  

／ 

地共済、私学共済は上巨吏1った（図表6、  

本文図表33－4）。F回った幅は、厚  

生年金0．1ポイントであった。一一力‘、  

上回った幅は、国共済十地共済0．6  

ポイント、私学共済0．3ポイントで  

あった（本文図表3－3－6）。  
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 A【∴ノ斤▼州川1  

Ilノソ1二隼金的【′夫織推汁」は、将来虻適Lヒ   
比較するた机、厚ノト年金基金叫〔千丁宗㍍寸う）を  

加えろんど、将来見通Lベーくに換算二しノたヰJ  
ノ）てある 

汗2 太線け夫続く′夫紙柵．盲†）、細線ii再．計算鉛  
某に、l／成雄牛改ーヒ楼佑中継巨・公約招H吊里  
き＝デを反映し′たノ川【．佃であろ   

将来見通し  
実績  

to 」  

15  

Ⅴ′   

l（i  17  1日  19  2（〕  21隼捜   



6 実績と平成16年財政再計算の将来見通しとの車離分析  

○積立金の実績と将来見通しとの市離分析   

被用者年金全制度において、積立金は実績が将来見通しを上回っており、名目運用   

利回りが将来見通しを上回ったことが大きく寄与している（本文図表3－4－3）。一方、   

さらに細かくみると、名目賃金上昇率が将来見通しを下回っており、これは積立金の   

実績を将来見通しより減らす方向に作用している（本文図表3－4－6）。時価ベースでみ   

た場合、各共済の積立金は簿価ベースより大きくなり、将来見通しとの帝離は一層大   

きくなっている。   

（「実質」でみた財政状況）   

公的年金では、保険料や給付費など収支両面とも長期的には概ね名目賃金上昇率に   

応じて増減することから、前述のように積立金に名目賃金上昇率の違いによる乗離が   

生じても、実質賃金上昇率等が変わらなければ、全体の財政規模が相似的に拡大、縮   

小するだけであり、長期的には財政的にあまり影響がないと考えられる。   

名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値注を実績の積立金と比較すると、各制度   

とも、実質的な運用利回りが将来見通しを上回ったことによって、大きくプラスとな   

っている（図表7、本文図表3－4－7）。これは、年金財政の観点から見れば、実績の方   

が将来見通しよりも良い方向に推移していることを意味している。   

注 平成16年財政再計算における将来見通しについて、名目賃金上昇率を、財政再計算の前提の数値から実績の数  

値に置き換えて算出した推計値。  

図表7 積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況  

【将来見通しの平成18年度を基準（＝100）にして表示】  

国共済  国共済＋地共済  
110  

105  

100  

95  

90  

‖0  

105  

100  

95  

90   
16年度  17年度  18年産  16年度  17年度  18年度  

地共済  ニ：将来見通し  

：実績（時価ベース）  

こ二名日干金上昇串の違いを  
除いた場合の推計値   

（参考）図表の見方  

「実績」（緑線）と「孝．目賃金上昇率の  

違いを除いた場合の推計値」（赤線）の  

差が、前述の「実績の方が将来見通し  

よりも良い方向に推移していること」  

を表している。  16年鹿 17年度  18年度  

‾Vl‾  

16年度  17年度  18年度  

「牒   



○収支比率注の実績と将来見通しとの帝離分析  

被用者年金全制度において、収支比率は実績が将来見通しを下回った（本文図表   

3－5－1）。その蔀離の大部分は、各制度とも、18年度の運用収入が将来見通しを上回っ   

たことにより発生したものである（本文図表3－5－2）。  

注 「実質的な文相」耳庫・公経済負担」（ハ「保険料収入＋運用収入」に対する百分比 

○積立比率注の実績と将来見通しとの奉離分析  

被用者年金全制度において、積立比率（時価ベース）は実績が将来見通しを上回っ   

た（本文図表3【5－5）。その蔀離の大部分は、各制度とも、18年度の「前年度末積立金」   

（17年度末積立金）の帝離によるものであり、さらに、その釆離の主な要因は、17年   

度の名目運用利回りが将来見通しを上回ったことによるものである（本文図表3－5－7）。  

注 前年度末積、二〔金〝〕、当該咋度の「′美質的な支出「国庫・公経済負担」に対する比。  

‾▼Vll   
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FinancialReportonthePublicPensionSystem  

FisealYear2006（Summary）  

Figurel FinaneialStatus（FY2006）  ,enditure 1．FiscalReYenueand Ex   

Pし1bllCPCn泳Ⅶ  

PlaIISこ1SaⅥ′h（－1c  
〔1】assIIicatlOn  

□ The FinancialStatus of Public Pension   

Plans as a whole－43．8trillion yenin   

Bene甫ts  

ThellnancialstatusofpublicpenSionplans   

as a whole fbr FY2006 reveals that コ7．2   

trillion yen of revenue wasincome什om   

COntributionsand7．2tri11ionyenwas什om   

Subsidies by state etc．，While43．8tri11ion   

yen of the expenditure was fbrpenSion   

benents．The reserve at the end ofFY2006   

was191・5trillion yen at book value and   

204．7trjllionyenatrnarketvalue（Figurel，   

Figure2－1－1inthereport）・  

□Contributions－InereasedforEmployee  

Pension PlansanddecreasedforNP  

Contributions of Employees’Pension   

Insurance（EPI）were21．Otrillionyen、those   

of National Public Service Personnel   

MutualAid Association（NPSP）werel．O   

trillionyen，LocalPublicServicePersonnel   

MutualAid Association（LPSP）werc3．O   

trillion yen，MutualAid Corporation fbr   

Private SchooIPersonnel（PSP）were O．3  

（b（）Okvalue）  

（1Ⅵarkctヽralu（：）  

T（〕1こ1】rcv℃nuじ  

（1（）ntnbul10IIS  

SubsldleSbvstヱ1tCetC．   

Sし1bsldlCS†研一－bc封∫）Wals‖payl11CntSOrPr】川’Pじnいd  

lnヽrChlmenltn（二（）111C  （b（10kvaluc）  

（RemlttanCeS什omthe（；し1VernnlentI）enslOnlnvestmcnlFund）  

（l11arkctvuluc）  

l）乙iymCtltOrthecostft－rCOnSOlidatjonol、わnTterM∧＾s  

l－aylllentOfthecostlbrtheoL：Cupatiol－alportlOneXCeeLIEPI  

l｝LIymentOrthecosltt）rCOntraCtlngbackmtt－tiPIorLr’Fs  

Tranゝfヒr什olllthし・rじSeIヽ′C   

Olhcr㍉  

Totとl】cxpcnditt】rC   

Bcnし・lうtゝ  

OttlCt・S  

BalanceorrevenucsandexpendltureS  （bookvalue）  

（nlarkctvalし1e）  

2〔）．5（）3  

15b、り6叫  

（bookvalue）  

（mこIrketヽ′alue）  

1．引4．928  

［2，04（）、554l  

ReservcLltthecndofftscalyear  

N”te．ToealculalerevenueandexpendttureinconsoLidatedbase、thef｛州owlngCOntnbullOn”nd  

conAeSPOndlngreVenueal・eeXCluded斤州一bolhre、enueandexpend．turesumlTlatlOnbecuuscth（一Se  

coTltnhutlOnSandhlCOTT忙arCPald什ornonepub］1Cr，enSlt－nPlantootherpubllCr）CnStOnr）］乙ul 

eolltrlbし1t】OntOBこulCPensIOn．COntributlOntOtheequlValenttobenetitsofBasICPens．on（01dlaw  

（PenSll）nlLIWenヒctlVetXわreFY19ボ6））．contnbし1tionrepresentlng‖1ter－PlanflSCal叫ustmcnh  

betweenNPSPandLPSPandcontnbu11OntOSur）POr［JTMAAJRMA＾andNTTMAAthal  
consoltdatedtoEPI，Addltl（）nallytheamounloI’tmnsfbr丘omthesurplus（）rr）reVIOuSyear  

（E、4E4．2billionyen）1nBasICPenslOnAccounllSeXCluded什om”Others”（＊）1nreVCn  

”OthcrhlllnreVenuelnCludcsEPT／NP（NatlOnalPcnsionAccount）revenue什ornthetransfer10  

1heSpec】a］PeI一”TnAccountsofpensionhouslng）oanrepay一一IentSfo1lowlngthedlSSOLul】川一（汀  

theJt）mlerGovemmcnlPensionlnvestmentトund   

tri11ionyenandNationalPension（NP）were  

l．9trillion yen（Figure2－l－4in thel－epOrt）．7n FY2006，COntributions ofallemployee pension plans  

increased，WhilecontributionsofNPdecreased．   

□lPensionBenetits－IncreasedR）rEmployeePensionPlans（exceptNPSP）andBasicPension   

Benef3tslofEPIwere22・3tri11ionyen，thoseofNPSPwerel・7tri11ionyen，LPSPwere4・3trillionyen，PSP   

wereo・2trillionyen，NP、sNationalPensionAccountwerel・8trillionyen，andNP，sBasicPensionAccount   

were13．5trillion yen（Figure2－1－12in the report）．Pensions benents areincreasing fbrallemployee   

penSion plans except NPSP・With regard to NP，While Basic Pension Account continued toincrease   

Slgnincantly，NationalPensionAccounthastendedtodecrease・  

Note］：BenentsfbreachpenSionplanincludetheequivalenttobene吊tsofBasicPension（thepartialamountofbenefits  
undertheoldlawregardedequi＼alenttoBasicPension）．ThebenefitspaidbytheNationalPensionAccountare  

mainlythoseundertheoldNati（一nalPensionLaw・ThebenefltspaidbytheBasicPensionAccountarethoseof  
Basic Pension．   



ロトReserYe   

ReservelofEPIwas130・1trillionyen（139・8trillionyen），thatofNPSPwas8・8tri11ionyen（9．2trillion   

yen），LPSPwas39・7trillionyen（42・Otrillionyen），PSPwas3．4trillionyen（3．6tri11ionyen），NP’sNational   

PensionAccountwas8・8trillionyen（9・4trillionyen）andNP’sBasicPensionAccountwasO．7trillionyen．  

（Figure2－1－15inthereport）・NotethatthereserveOfEPIdoesnotincludethatofthesubstitutionalpartof   

theEmployees’PensionFund．  

Note］：Thevaluesareatbookvalues．Thevaluesinparenthesesareatmarketvalues．Themethodfbrmarketvalue  

assessmentisaspresentedinFigure2－ト17inthereport．   

口AdjustedFinancialStatustoobservetheeventsrelatedtothepresentyear  

AqjustedFinancialStatustoobserve  

theeventsrelatedtothepresentyear  
iscomparedandanalyzedinacross－  

SeCtionalwayfromtheviewpolntOf  
PenSion finances by Actuarial  

Subcommittee. It is calculated by 

excluding“transfbrfiomthereserve”  

in EPIand NP（NationalPension  

Account）andtheamountoftransftr  

丘omthesurplusofpreviousyearin  

Basic Pension Account．The total  

amount of revenue on the adjusted 
nnancialstatus base fbr public  

PenSion plans as a whole was42．5  
trillion yen at book value，44．2  

trillionyen atmarketvalue andthe  
totalamount ofexpenditure on the  
adjusted financial status base was 
44・2trillionyen（Figure2，Figure2－  

1－3inthereport）．  

The balance of revenues and  

expenditures on the aqjusted  
nnancialstatusbaselwas＿1．6trilli。n  

yen at book value and－2．8billion  

yen at market value・Followlng the  

PenSion revisionsin FY2004，Public  

Figure2 AdjustedFinancialStatustoobservetheeventsrelatedtothe  

presentyear（FY2006）  

‖Thetablecomparedandanalyzedinacross－SeCtiona）wayfromthevleWpOlntOfpenSion  

financesbyActuarialSubcommittee‖  

Classification  
Public pension 
plansasawhole   

100 million yen 

Totalamount  （bookvalue）  425，107  

（markctvalue）   ［441，511】  

Contributions   272，435  

Revenue                                    Subsidiesbystateetc．   72，394   

（叫IuSted  Subsidiesforl．bestowals’’paymentsofprlOrperiod   15，914   

nnancial  Investmentincome  （bookvalue）   47，289   
StatuSbase）   （Remittances丘omtheGovernmentPensionlnvestmentFund）   （19，61り  

（marketvalue）   ［63，472］  

PaymentOfthecostfbrconsolidationofformerMAAs   2，567  
PaymentofthecostfortheoccupationalportionexceedEPI   2，762  

PaymentOfthecostfbrcontractingbackintoEPlofEPFs   6，800  

Others   4，948   

Expenditure  441，539  
（a句usted   437，809   
financial 

StatuSbase）  Others   3，730   
・
・
・
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Balanceofrevenuesandexpenditures  （bookvalue）  

OntheadJusted坑nancialstatusbase  （marketvalue）  

Reserveattheendoffiscalyear  （bookvalue）  

（mrketvalue）  

1，914，928  

【2，046，554］  

Note：Tocalculaterevenueandexpenditu’einconsolidatedbase，thefollowlngCOntributionsand  

COrreSPOndingrevenueareexcludedfrombothrevenueandcxpendituresumrnationbecausethose  
COntributionsandincomearepaidfromonepublicpenSlOnplantootherpublicpensionplan＝COntribution  
toBasicPensjon，COntributiontotheequivalenttobenelitsofBasicPension（01dlaw（penSionlaw  

effectivebeforeFY1986）），COntributionrepresentinginter－plan鮎calaq】uStmCntSbetweenNPSPand  
LPSPandcontrlbutiontosupportJTMAA，JRMAAandNTTMAAthatconsolidatedtoEPI．   

PenSion plans are now nnanced according to the closed－Period－  

balanclngmethodwhereboththeinvestmentincomeandcapltalofreserveSCanbeusedtopaybenents・  

ThesevaluesshouldbeevaluatedbycomparlngWiththefutureprcuections・   

Nolel：Thennancesofpublicpensionplansaremanagedbytheclosed－period－balanclngmethodwhichmakesuseof  

reserveS・InEPIandNP（NationalPensionAccount），“tranSfbr丘omthereserve”isrecordedinthebudgetin  

advanceifitis necessary，tO enSurethe expenditures suchaspensionsbenefits・Therefbre，the＝balance of  

revenuesandexpendituresontheadjusted坑nancialstatusbase”（Figure2）dif托rsfromthe“balanceofrevenues  

andexpenditures”（Figurel）whichshowstheoverallresultsofpensionplanmanagementincluding“transftr  
fi・omthereserve”andsoon．  



しヱ．l－－、l‖・‖＝・l・■Ⅶl「   

［コ Numberoflnsured Persons－   

IncreasedforEPlandPSP  

Thetotalnumberofinsuredpersonsby   
employee pension plans was 38・36   

mi11ion：33．79 mi11ion by EPl，1・08   

millionbyNPSP，3・04millionbyLPSP   

and O・46million by PSP・In addition，   

thenumberofinsuredpersonsby NP   
Category－1was2l・23mi11ion andby   

NP Category－3 waslO・79 million・   

These brought the totalnurnber of   
particIPantSinpublicpensionplansas   
a whole to70，38mi11ion（Figure3，   

Figure2－2－1inthereport）・InFY2006，   

thenumbersofinsuredpersonsbyEPl   

and PSPincreased，andthenumberof  

insuredpersons by employee pension   

plansincreasedby2・0％・Ontheother   

hand，thenumberofinsuredpersonsby   

NPCategory－1decreasedby3・1％，and   

the total number of participants in 
public pension plans as a whole   

decreasedbyO．1％・  

Figure3 Trendsinthenumberofinsuredpersons  

】，000pcrsons  】、nOりpcrsons  

199519（）6199719981999200020012（）02200320（M2005200（）  

Flscal year 

□StandardRemunerationperCapita－Male－femaledifftrencesweresmallerforNPSPandLPSP   

Standardmonthlyremunerationpercar）ita（notincludingemployeebonuses）was313，000yenfbrEPl，   

410，000yenfbrNPSP，451，000yenfbrLPSPand369，000yenfbrPSP（Figure2－2－9inthereport）・Onthe   
otherhand，Standardremunerationpercapitaincludingemployeebonuses（totalremunerationbase；amOunt   

permonth）was374，000yenforEPI，545，000yenfbrNPSP，600，000yenfbrLPSPand487，000yenfbr   

PSP（Figure2－2－10inthereport）．ForNPSPandLPSP，thedifftrencesofremunerationbetweenmaleand   

ftmaleinsuredpersonsweresmallerthanthosefbrEPIandPSP・  

Note：ExtensionofrernunerationcalculationstocoverbonusesbeganinFY2OO3 



3．Bene爪ciaries  

□Number ofBeneficiaries，Continued to   

IncreaseforallPublicPensiottPlans  

There were26．16million benenciariesin   

EPI，1．Olmi11ion benenciariesin NPSn   

2．35 million beneficiariesin LPSP，0．29   

million benenciariesin PSP and 25．42   

million benenciariesin NP（both Basic   

Pension under the newlaw and National   

Pension under the oldlaw）（Figure 4，   

Figure 2－3－1in the report）．The total   

number ofpeople having pension benetlt   

eligibilitiesforsomesortofpublicpension   

was 33．66 million．The number of   

benenciariesis continulng tOincreasefor   

allpublicpensionplans．   

□Average Monthly Amount of Old－age   

pension（fbrLong－1七rmContributors）   

The average amountofold－age（forlong－   

term contributors））permonth2（including   

the amount ofthe old－age basic pension）   

WaS163，000yenfbrEPl（includingportion   

paidbyEmployees’PensionFundonbehalf  

Figure4 Tremdsinthenumberofbeneficiaries  

l，000persons  り）00persons  

25，000  

20，000   

1995199（）199719981999200020012002200320042005200（）  

FISCalyear  

OfEPI），208，000yenfor NPSI1221，000  

yenforLPSP，206，000yenfbrPSPand53，000yenforNP（01d－agebasicpensionbene茄tsunderthenew  

lawandold－agePenSionbenentsofNPundertheoldlaw）（Figure2－3－16inthereport）．Whiletheaverage  

monthlyamountofbenefitsfbrallemployeepensionplansdecreased，thescaleofthedeclinewasgreater  

fbrEPIduetotheraislngOfwomen’sageatwhichpaymentofthefixedamollntPOrtionstartsto61in  
FY2006・30ntheotherhand，theaveragemonthlyamountofbenentsfbrNPiscontinulngtOincrease  

（Figure2－3－18inthereport）．   

NoLel：”01d－age（forlong－termCOntributors）’’istheoneunderthenewlawthatrequiresfu帽1mentoftheeligible  
Periodinoneplanstipulatedintheold－agebasicpension（25years；including20yearsofcontributionsinthe  

interimmeasureand15yearsofcontributionsinthespecialmeasureforthemiddleandolderage），aSWellas  

theoneundertheoldlaw．   

Note2：Atthecomparison，besidesthattheMutualAidAssociations（MAAs）hasthe”occupationalportionexceedEPI”，  

itisnecessarytobearinmindthattherearedif托rencesonmaleTftmaleratioandaveragecontributionperiodby  

theplancompared．   

Note3：InthecaseofMAAs，WOmen’sageatwhichpaymentofthefixedamountportionstartswasraisedatthesame  

timeasthatfbrmen．InthecaseofEPI，however，thereisanve－yearlaglntheraislngOftheageatwhich  

paymentofthe坑xedamountportionstartsforwomen．  
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4．FinancialIndicators  

ロIPensionSupportRatio－HigherforF．SP、lowerfbrNPSPandLPSP・RatiodecreasedfbrallPubIic   

PensionPlans   

ThepensionsupportratiosIcontinuedtodeclineinallpublicpensionplans（Figure2－4－2，2－4－3inthe   

report）．Itwas2．82fbrEPl，1．68fbrNPSP，1・89fbrLPSP，4・88fbrPSPand2・77fbrNP・PSPwithhigher   

pensionsupportratiomaybeconsideredlessmaturethanEPI・Conversely，NPSPandLPSPwithlower   

PenSionsupportratiosareconsideredmatureplans・  

Note］：TheratioofinsuredperSOnStObeneflciaries（onlyold－age（fbrlong－termCOntributors））・  

O Comprehensive Cost Rate 

Thecomprehensivecostratelwas17・8％n）rEPl，17・6％fbrNPSP，16・8％fbrLPSP，and12・0％fbrPSP  

（Figure2－4－8，2－4－9inthe report）．1n FY2006，therates rose fbrNPSP，LPSP，and PSP，andremained   

unchangedfbrEPI．  

Note］：Therateofrealexpenditurefbrwhichtheplanmustprovideitsownresourcestothetotalstandardremuneration・  

Thecomprehensivec（｝StratefbrEPJiscalculatedontheaccountbaseanddoesnotinchldetheportionpaidby  
Employees’PensionFundonbehalf（一rEPl・  

ofthe2004ActuarialValuation  arisonbetweenActualValuesand FuturePro   5．Com  

［］TheNumberofInsuredPersons   

Theactualnumberslofinsuredpersonsexceededthefutureprqjections2fbrEPT，PSPandNP（Basic   

Pension），but wereless than thefuture prqjections fbrNPSP＆LPSP（Figure3－2－1in the report）・The   

exceedingwas3．6％fbr EPl，3．5％fbrPSP，andO・8％forNP（Basic Pension）・Onthe otherhand，the   

PerCentageOfbeinglesswasO．1％fbrNPSP＆LPSP・  

Nole）：ForEPl，COmParisonsaremadeusing－‘estimatesofactualvalue”（seepage980fthereport）．Thisdefinitionalso  
appliesbelow．  

Note2：The丘Itureprq］eCtionvalueswereprocessedbyreflectlngtheincreasesinsubsidiesbystateetc・lbrtheBasic  

Pensionresulting什omtheamendmentsafter2004intothefuturepr（〕ectionsofthe2004actuarialvaluation（SeC  

page990fthereport）．Thisdefinitionalsoappliesbelow・  

No（e3＝ FollowlngtheintegrationoffinanciこIlunitsfbrNPSPandLPSP，theactuarialvaluationnowshowsthefuture  

pr（t［eCtionswhichintegratethefinancesofbothofthesepensionplans・Thecombinedprq）eCtionsfbrNPSPand  

LPSPareshownas“NPSP＆LPSP”．  

［コ TheNumberofBenefieiaries  

Theactualnumbersofbenenciarieswerelessthanthefutureprq）eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP，but   

exceededthefutureprqjectionsfbrNP（BasicPension（includesbenenciariesofbenefitsequivalenttothe   

BasicPension））（Figure3－2－3inthereport）．Thepercentageofbeinglesswas3・0％ofthefutureprqjections   

fbrEPI，3．7％fbrNPSP＆LPSPandO．5％fbrPSP．Ontheotherhand，theexceedingwasl．3％fbrNP（Basic   

Pension）．  
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［コ Contributions  

Actualcontributionsexceededthefuturepr（リeCtionsforEPT，butwerelessthanthefutureprq］eCtionsfbr   

NPSP＆LPSP，PSPandNP（Figure3－2－4inthereport）．Theexceedingwasl．3％forEPI．Thepercentageof   

beinglesswas5．0％fbrNPSP＆LPSP，0．3％fbrPSP，and15・4％fbrNP・  

□Expenditure   

Actualexpenditureslexceededthefutureprq］eCtions fbrEPIand PSP，butwerelessthanthefuture   

PrqjectionsfbrNPSP＆LPSPandNP（Figure3－2－7inthereport）．Theexceedingwasl．0％forEPIandl・4％   

fbrPSP．Ontheotherhand，thepercentageofbeinglesswasl．6％fbrNPSP＆LPSPand5．8％fbrNP・  

Notet：Portionoftotalexpenditureasprovidedfbrbyincome斤omcontributions，reServeS，investmentincomeand  

Subsidiesbystateetc．  

□lPensionSupportRatio   

Theactualpensionsupportratiosexceededthefutureprq）eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP，butwere  

lessthanthefutureprqjectionsfbrNP（Figure5，Figure3－3－1inthereport）・TheexceedingwasO・09points   

forEPT，0・01polntSfbrNPSP＆LPSPandO・24pointsfbrPSP・Ontheotherhand，theactualratiowasO・01   

POintslessforNP（Figure3－3－3inthereport）．  

FigureS Pension supportratio 
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Tocomparewithfutureprq）eCtionofActuanal  
Valuation，theactualpensionsupportratioonlyln  
thisfigureiscalculatedusingbeneficianes  
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amountofpensions・Thefiguresbelowrepresent  
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O Comprehensive Cost Rate 

Theactualcomprehensivecostrateswerelessthanthefutureprq）eCtionsfbrEPl，butexceededthefuture   

prqjectionsfbrNPSP＆LPSPandPSP（rigure6，Fjgure3－3－4inthereport）・TheactualratewasO・1points  

lessfbrEPI，andtheexceedingwasO．6pointsfbrNPSP＆LPSPandO・3pointsfbrPSP（Figure3－3－6inthe   

report）．  

Figure6 Comprehensiveeostrate  
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・’j   

！、＝＝い1い‥Jl＝11＼、＝＝し・、  

－ ・  

Nt）SI）＆【1｝㌧l）  
lい   otelrrTleEPl”EsltllⅥteSOrActualValue‖areacttlalvalucsthat  

havebeeTICOnVertedlorthepurpoHeSOrCOnT）arlSOnWlththe山ture  

proJeCtionhyaddlngbeneボtspa■dbythe「TrP］oyee■sPens】OnFund  

し川bella】1、ot－EPIands（＝川．  

Note21Tl］CkLinesshowactuaLdata（estintIteSOraCtuaLvalue）．and  

thinL】tleSShowdataprocesゝedbyreflecti■一gthelnCreaSeln  

SubsidleSbvstaleetc．brtheBas］CPenslOnreSultlng鮎mthe  

iln℃ndn℃ntSa鮎r20041ntOtheresultsortheactuar］alva】u；1tlOn．  
l、・■  

－－ヽl－  

Fし1ttlrCPrO．】eCt…n  
At二tua】va】ue  

20（）う   コ（）04   ヱ（）05   2（）Oh   
2（）（）7  200H   2（）（）り F】SCこ11ycこ1r  

6．AnalysisoftheDiffbrencebetweenActualValuesandFutureProjectionsofthe2004ActuarialValuation  

□AnalysisoftheDifftrenceinReserves   

ActualreserveSeXCeededthefuturepr（リeCtionsfbra11employeepensionplans・Am叫OrreaSOnfbrthisis   

thattheactualnominalrateofreturnO71investmentwashigherthanthefutureprqjection（Figure3－4－3in   

thereport）．Amoredetailedanalysisrevealsthattheactualnominalwagegrowthratewaslowerthanthe   

futureprQjection，CauSingactualreservcstobelessthanthefutureprqjection（Figure3－4－6inthereport）・   

Onthemarketvaluebase，thereservefbreachMAAwasgreaterthanitsbookvaluebase，andthedifrerence   

betweenactualmarketvalueandthe且IturePrq］eCtionsgrewlarger・  

（FinancialStatus“inRealTerms’’）  

lnpublicpensionplan，bothrevenues（SuChascontributions）andexpenditures（SuChasbenents）generally  

increaseordecreaseinresponsetothel－Ominalwagegrowthrateoverthelongterm・Therefbre，eVenifthe   

actualvalueandthefutureprq］eCtionofthereservesdivergeduetodifftrencesinthenominalwagegrowth   

rate as described above，the overa11scale ofpension坑nances willonly similarlylnCreaSe Ordecrease   

providedthattherealwagegrowthrate，etC・remainsthesame，andtheimpactonnnancialstatuswillbe   

minoroverthelong－term．   

cornparlng”estimatedprq）eCtionsexcludingthediffbrencesinnominalwagegrowthrate”1withtheactual  

vii   



reserveS，theactualreturnSOninvestmentfbrallplansexceedthefutureprq］eCtion，andtherefore，the  

difftrencesofactualreserveOVereStimatedprqjectionaresignincantlypositive（Figure7，Figure3－4－7in  

thereport）・Thisshowsthat，fromtheviewpointofpension丘nances，aCtualresultsareshowingbetter  

PerformancethanthefutureprqIeCtions．   

Note］：Thefutureprq，eCtionsinthe2004actuarialvaluationsareestimatedvaluescalculatedbyreplaclngthenominal  

WagegrOWthratesusedintheonglnalvaluationwithactualvalues．  

Figure7 DifferencebetweenActualReservesandFutureProjectionsof2004ActuarialValuation  

［expressedusingthefutureprqjectionattheendofFY2006asthestandard（＝100）］  

NIISP＆LPSP  NI｝S】）  

2004   2005   20¢6  
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2004   ヱ005   200‘  
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thedifferencesinnomlnalwage  
growth rate 

2004   20（15    ヱ00（I  ヱ004   2005    201I6  

（Refbrence）Howtoreadthe坑gure  

●Thedif托rencebetweenthe”actualvalue’’ofthereserves（greenline）andthe“estimatedprqjectionexcludingthedif托rencesin  

nominalwagegrowthrate”（redline）showsthatthe”actualresultsareshowingbetterperfbrmancethanthefutureprqjections，，，  

asdescribedabove．   

□AnalysisoftheDiffbrenceinExpenditure／RevenueRatiosI   

Forallemployeepensionplans，aCtualexpenditure／revenueratioswerelowerthanthefutureprq】eCtions  

（Figure3－5－1inthereport）・Forallplans，theprincipalreasonforthediffbrenceisthatreturnSOninvestment  

inFY2006exceededthefutureprqjections（Figure3－5－2inthereport）．  

Notel：”Realexpenditure minus Subsidies by state etc・，，expressed as a percentage agalnSt＝Contributions plus  

investmentrevenue”   

口AnalysisoftheDifrbrenceinReserveRatiosI   

Forallemployeepensionplans，aCtualreserveratios（marketvalue）exceededthefutureprqjections（Figure   

3－5－5inthereport）・Forallplans，theprincipalreasonforthedifrbrenceisthedifftrencefor“ReserveSat   

theendofthepreviousnscalyear（FY2005）’’inFY2006，andthemqjorreasonforthisisthattheactual   

nominalratesofreturnOninvestmentexceededthefutureprqjectionsinFY2005（Figure3－5－7inthereport）．  

Note］‥“ReserveSattheendofthepreviousnscalyear＝expressedasaratioagalnSt＝RealExpenditureminusSubsidies  

bystateetc・”oftherelevantfiscalyear  
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はじめに  

はじめに   

本報告書は、平成18年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので  

ある。   

社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、  

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化  

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観  

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。   

部会設置以来、 これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告  

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必  

要となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘してきた。また、  

平成16年に行われた財政再計算については、その聴取資料を某に各制度の安定性、公、ド  

性に関して財政検証を行っている。これらの内容については、部会議事の公開、報苦資  

料や議事録の厚生労働省ホームペーージ への掲載等を通じて、その内容を国民に広く提供  

してきた。   

本報告では、各制度からの平成18年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況  

を横断的に一覧できるようにわかレ）やすくまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ  

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び平成16年財政再計算との比  

較を行った。平成13年度分から、毎年、報告書を作成・公表しているが、今年度は、新  

たに被保険者の年齢階級別コーホーートの増減等の分析を行ったほか、実績と平成16年財  

政再計算との解離要因については、積立金、収支比率及び積立比率について分析を行っ  

ている。   

平成19年4月には、被用者年金制度の一元化法案が国会に提出され、また、現在、平  

成21年における「財政の現況及び見通しの作成」・財政再計算に向けた検討も始められ  

ている。 これらの議論では、各制度間の現状の比較は欠くことのできないものである。   

本報告吾が公的年金の財政状況理解の 一助となり、ひいては年金制度に関する議論に  

資することができれば幸いである。  
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第1章◆公的年金の概要  

第1章 公的年金の概要   

1 公的年金とは   

公的年金は、老後を始め、陪．ナや死亡の場合の所得保障をlズ1るものである。現在、   

その財政は、現役仲代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい   

う世代間扶養を基本としつつ、一定の積立金を保有し活用することにより将来世代の   

負担を緩和する什組みとなっている。   

公的年金は、古くは恩給及び作業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設   

された。現在は、IEl民年金（基礎年金）と悍生年金保険（以下、厚生年金という）、さ   

らにl司家公務員共済組合、 地力公務員共済組合及び私立学校数職員共済制度の3つの   

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障   

制度審議会に年金数理部会が設閏された昭和55年当時には、これら5つの制度の他、   

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、「1本電信電話共済：以下   

旧三共済という）、農林漁業用体職員共済組合（以卜、IH農林年金という）があったが、   

いずれも厚／巨年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って   

いる。   

本報告書では、盲二として、平成7年度からの動きについて見ており、その後に統合   

があった旧三共済と旧農林年金については、おおむね厚生年金に含めている。なお、   

国民年金を除く各年金を被用老隼金と総称する。  

2 体系（国民年金と被用者年金との関係）  

公的年金の体系は凶で示すと、次百のとおりである（凶表12－1）。   

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の「基礎年金」の制度である。被用者年金各   

制度の被保険者・組合員・加入昔（以下、被保険者という）は国民年金の第2号被保   

険者となり汗、その被扶養配偶者（20歳以【二60歳未満の者に限る。）は同第3号被保険   

者となる。第2号、第3片被保l倹者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者とそ   

の配偶者、家族従業者、無職の昔などで20歳以上60歳末満の者は同第1号被保険者   

となる。そして原則として65歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年   

金制度の被保険者期間を有する者は、当該被用者年金の支給開始年齢到達以後、基礎   

年金とは別に当該被用者年金も併せて受給する。なお、国民年金には基礎年金以外に   

付加年金や寡婦年金といった独自給付がある。  

柱 65歳以上の者にあっては、老齢・退職隼金グ）受給権を有さない者に限られる。  
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第1章◆公的年金の概要  

図表1－2－1公的年金の体系  

柱 厚生年金基金は老齢厚／生年金の一部を国に代わって支給する（図中「代行部分」）。  

3 一元化の推進   

我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持って発足、発展してきた。その後、制  

度間での制度的、財政的な差異が制度自体の安定性と加入者間の公平性に問題を生じ  

るようになり、その対応策として公的年金の一元化が推進されている。 1でみた、制  

度の統合もその一環である。さらに、平成16年財政再計算では、平成13年3月16日  

付け閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済と地共済にお  

いては財政単位一元化が図られ、私学共済では掛金率を従前よりも前倒しして引き上  

げていくこととされた。   

さらなる対応策を推進するため、平成18年4月28日付け閣議決定「被用者年金制  

度の一元化に関する基本方針について」に従い具体案が検討され、平成18年12月19   

日に政府・与党合意として、被用者年金の太宗を占める厚生年金に公務員及び私学教  

職員も加入することとし、2階部分の年金は厚生年金に統一することとされ、平成19  

年4月に、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険等の一部を改正す  

る法律案」が国会に提出された。  
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第2章 財政状況   

本草では、公的年金各制度の財政収支、被保険者、受給権者、さらに年金扶養比率、総合費用  

率などの財政指標について、現状及び舷近の推移をみる。  

1 財政収支の現状及び推移  

（1）平成18年度の財政収支状況の概況  

図表2－1】1は、平成18年度の各制度の決算における財政収支状況をとりまとめた  

ものである。年金数理部会では、すべての公的年金制度について積立金等を時価評   

価した参考値の報告を受けており、ここでは、評価損益を含まない「簿価ベース」で   

の数値と評価損益を含む「時価ベース往」での数値を併せて掲載している。なお、各制   

度における決算では、簿価ベースが基準となっている。  

最初に、公的年金制度全体の財政状況をみる。  

注 「（12）積、l／二金」の項を参照〝〕こと。  

（公的年金制度全体の収入：保険料収入27，2兆円、国庫・公経済負担7．2兆円等）   

平成18年度の公的年金制度全体での収入の内訳をみると、保険料収入が27兆  

2，435億円、国庫・公経済負担が7兆2，394億円、運用収入が簿価ベースで4兆7，289  

億円、時価ベースで6兆3，472億円などとなっている。   

厚生年金及び国民年金（国民年金勘定）の簿価ベースの運用収入は、年金特別会  

計の運用収入に加え、年金積立金管理運用独立行政法人納付金1兆9，611億円を含  

めたものである。この年金積立金管理運用独立行政法人納付金は、厚生年金及び国  

民年金の積立金を寄託され管理・運用していたl目年金資金運用基金における平成17  

年度までの運用結果（簿価の累積収益額）に基づいて平成18年度に年金特別会計へ  

納付すべき義務を、年金積立金管理運用独立行政法人が引き継いだことにより納付  

されたものであり、厚生年金及び国民年金（国民年金勘定）の運用収入とみなすこ  

とが適当である。なお、時価ベースでは、年金特別会計の運用収入に加え、年金積  

立金管理運用独立行政法人における時価ベースの運用収益が当該年度の運用収入と  

して計上されており、年金積立金管理運用独立行政法人納付金は、年金特別会計と  

年金積立金管理運用独正行政法人との間のやりとりであるため、時価ベースの運用  

収入にあらためて加える必要はない。   

国共済と地共済の収入には、それぞれ4，569億円、1兆1，344億円の追加費用が   
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図表2」ト1財政収支状況  一平成18年度－  

国民年金   
l天 分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済  同氏年金  基礎年金  合計  

勘定  勘定   

倍【1】  億Fl】  億「lj  低目  億「丁】  億lリ   億刊  

収入総額  簿価ベース  354，996  21，521  64，638   4，964  59，165  191，381  696，664   

時価ベース   ［372，079］［2l，435］［62，951］ ［5，143］ ［60，079］   ［713，068］   

保険料収入   209，835  10，333   30，312   2，918  19，038   272，435   

国庫・公経済負担   48，285  1，622   3，958  557  17，971   72，394   

追加費用   4，569  11，344   15，914   

運用収入   簿価ベース   25，708   2，607  15，645  1，250  l，965  115   47，289   
（醇掲隼金橋立金管二叩運用独立行政法人納付金）  （18，253）  （1，358）   （19，611）   

時価ベース   ［42，790］ ［2，503］［13，769］ ［1，416］   ［2，879］   ［63，472］   

基礎年金交付金   19，989   1，552   3，342  157  17，108   12，119   

国共済組合連合会等拠出金収入   385   385   

財政調整拠出金収入   808   808   

積立金相当額納付金   2，567   2，567   

職域等費用納付金   2，762   2，762   

解散厚生年金甚金等徴収金   6，800   6，800   

基礎年′金拠出金収入   177，080  177，080   

積立金より受入   3／1，167  2，828   36，995   

その他   4，500  30  36  82  254  11，187   19，089   

支出総額   343，975  20，963   55，649   3，956  60，358  177，059  661，960   

給付費   222，541 16，686   43，149   2，375  18，149  13ノ1，909  437，809   

基礎年金拠出金   119，221   4，210  11，159   1，485  11，002   177，080   

年金保険者拠け1金   31  272  81   385   

農礎年金相当給付費（農礎年金交什剣   42，149   42，149   

財政調整拠山金   808   808   

その他   2，210  35  261  15  1，207  1   3，730   

億円  

462．102  

［478，505］  

272．435   

72，394  

15，914   

47，289  
（19，611）  

［63，472］   

②   

④   

③   

2，567   

2．762   

6．800   

①   
36．995  

※4，948  

441，539  

437，809  

①  

④  

②  

③   
3，730  

収支残  簿価ベース  

時価ベース  

20，563  

［36，966］  

11，021  558   8，988   1，008   △1，194  

［28，103］ ［472］ ［7，301］ ［1，188］ ［△279］  

34，705  

［51，108］  

年度末積立金  簿価ベース  
時価ベース  

1，914．928  

［2，046．554］  

1，300，980  88，137  397，071  33，834  87，660  7，246  

［1，397，509］［92，162］［420，246］［35，563］ ［93，828］  

1，914，928  

［2，046，554］  

年度末積立金の 簿価ベース  

対前年度増減額 時価ベース  

△23，040  558   8，988  654   △3，853  

［△5，956］ ［472］ ［7，301］ ［833］［△2，939］  

△16．694  

［△287］  

△16，694  

［△287］  

柱1惇生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、隼金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。  
柱2厚生年金・同民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資鹿に係る損益を含めて、年金積東金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績  

を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る規益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金のノこ本平均残高の比  
率により子Jっている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、1仁味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に隼  
度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収人、収支残は参考値である。  

注3基礎年金拠出金収入、国民隼金勘定の基礎年金拠州金には、特別同庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
注4厚生咋金・国民年金の収入のその他には、旧年金資金運川基金の解散に伴い年金住宅融資回収金等が隼金特別会計に承継されたことによる収入（厚／仁年金4，282億  

円、国民年金239億円）が含まれている。  

注5基礎年金勘定の積、‘／二金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国艮年金勘定の積立金の ▲部をこの勘  
定の積立金としたものである。  

江6厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  
注7公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出面血から除いてい  

る。また、単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」14，142億Hを除いた額を計上しているー，  
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図表2－12 財政収支状況  、l（成18隼度  

・寸分  
合計  

億円   億」   
ゾ）一部とLて）  

収入総鍍（簿価ベース）  462，102  696，（う（り   張f蓬年二金畑、れ邦分れ   

保険料収入  272，435  272，ノ1こう5   ある受給甘へ   

国庫・公経済現車  72，394  72，39∫′1  （各制聴からの給付既                                                            たく㍍   

iL川口勘†】  15，914  15，リ】4   

運川収人（簿価ペー・ス）  47，289  ′′17 289   

基礎隼金交付金  

国共済組合連合会等拠出金収入  

財政調整拠Jtl金収入  

積立金和当舶納付令  

職域等費用納付金  2，762  2，762   

解散厚牛年金基金等徴収凍  6，800  6日OO  

基礎隼金拠．Lil金収入  貞）  177，080  

積、王金より′受入  36，995  36，995   
そ〃）他  ※4，948  19，OR9   

支出総額  

拾‖暦  

基礎隼金拠出金  

隼企保険昔拠日金  

i▲控在＝紺附1給付費（状粛㌢l合交、・1チ）  

財政調整拠日金  

その他  

基
礎
年
金
受
給
甘
∴
 
 

支 〔出間で相殺されてお  項目は、合計でみると収入・   リ、公的年金  
制度全体の財政には影響しないことから、公的年金制度全体の財政収支状  
況をみる場合は、これらの項目を収入・支出両面から除いている。  

（争各制度から基礎年金勘定へ  
②基礎隼金勘定から各制度へ「基礎牛金和、11給付費に充て〔Jれる】  
③同共済と地既済の両㈲慨間における帥女調整他州金  
④旧 二公社共済隼金統合に伴ナ各井済隼企か左け′仁年金ノ＼の支援   

汗 ＝圭 rlγJ々イト度に係る精策鮮圧、1竹二度〃）概馴直（JJ‡そ々イ＝如こ精算）の合かを   
≠）ととする決算上び）御であな そノ）ため、基礎隼企給¶一費と基礎隼金村、11給   
付費の計が、基礎隼金拠出金り牒別回廊負申しゾ）計∴ 一致しない  

図表2－1－2の補足 （矢印で′」こされていろ項口間の関係について）   

収入項臼にある「基礎年金交付金」は、国民年金（基礎年金勘定）から各被用者年金と国民年金（同  

氏年金勘定）に交付又は繰り入れられるヰ）ので、昭和60年改正前の旧法による隼金の給付に要する費  

川（フ）うち基礎年三金に相当する給付に要すろ費用に充てられるものである。l目法隼金の給付費のうち  

年／針目当とされる部分は、r▲基礎年金相当給付費」または「みなし基礎年金給付費」と呼ばれる。この  

「基礎年金相当給付費」と（新法）茶礎隼企の給付に要する費川である「基礎年金給付責」の合計から「  

別国庫負担」を除いた分を、被川有年金各制度と国民年金が分担して負担するイiこ，支出項臼にある「基  

礎年金拠出金」がその分担分である 

注 分抑額を決める什組みは、川語解説「情礎隼金拠出金」〝）項を参照のこと 

また、収入項［］にある「国共済組合連合会等拠出金収入」と、支U」項Hにある「年金保険者拠出金」  

は、Il卜三公社共済年金が平成9年度に厚牛年金に統合されたことにイ、粧、、共済年金各制度が厚生年金に  

対して行うことになった拠出に関する項Ilである。北済咋金各制度が厚生年金に納付する額が「年金保  

険者拠出金」、厚生年金の受ける額が「国共済組合連合会等拠出金収入」である。  

ー 7   
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ある。追加費用とは、年金給付のうち制度発足前の期間である恩給公務員期間等の  

期間、すなわち基本的には国共済は昭和34年前、地共済は昭和37年前の期間に対  

応する部分に係る費用を、国又は地方公共団体等が事業主として負担しているもの  

である。国共済や地共済の収入項目別の構成比を他の制度と比べるときは、追加費  

用があることに留意する必要がある。   

厚生年金の積立金相当額納付金は、平成9年の旧三共済の統合に伴う積立金の移  

換金について存続組合が分割納付しているものであるが、平成18年度は2，567億円  

と17年度（1，382億円）に比べて額が大きくなっている。これは、旧日本鉄道共済  

が18年度に残額を一括納付したことによる。なお、旧日本電信電話共済も18年度  

が分割の最終年度であり、18年度をもって旧三共済の統合に伴う積立金の移換金の  

納付は終了した。   

また、厚生年金の収入である解散厚生年金基金等徴収金6，800億円については、  

平成15年度から始まった厚生年金基金の代行返上による移換金である。これは将来  

にわたる給付義務を伴う一時的な収入である。   

厚生年金と国民年金（国民年金勘定）には、それぞれ3兆4，167億円、2，828億  

円の「積立金より受入」がある。これは、平成16年年金制度改正により、積立金を  

活用する有限均衡方式での財政運営に変わったことから、当年度の年金保険事業の  

事業運営上の財源に充てるため必要があるときには、あらかじめ積立金からの繰入  

を当年度の予算に計上することで財源を確保することとし、「積立金より受入」とい  

う収入項目を立てているものである。当年度の給付等の支出を支障なく行うという  

事業運営の観点から必要な項目であるが、年金財政の観点からみる際には収入から  

除外するのが適当である。（「（2）平成18年度の単年度収支状況」の項を参照。）   

その他の収入4，948億円は平成17年度（412億円）に比べ10倍を超える額とな  

っている。これは、厚生年金及び国民年金のその他の収入に、旧年金資金運用基金  

の解散に伴い年金住宅融資回収金等が年金特別会計に承継されたことによる収入注  

（厚生年金4，282億円、国民年金239億円）が含まれているためである。   

基礎年金拠出金収入17兆7，080億円は、各制度の支出項目である基礎年金拠出金  

に対応して、受け入れ側の国民年金（基礎年金勘定）の収入項目となっているもの  

で、公的年金制度の合計でみると、収入・支出の双方に同額が計上され、財政的に  

は相殺されている。 同様に、収入項目の基礎年金交付金4兆2，149億円、国共済組  

合連合会等拠出金収入385億円に対して、それぞれ支出項目の基礎年金相当給付費  

8 －   
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（みなし基礎年金給付費）、年金保険者拠出金が対応しており、公的年金制度の合計  

ではそれぞれ相殺されている。美た、平成16年度から始まった国共済と地共済の財  

政単位の一元化に伴い、地共済が財政調整拠出金808億円を拠出し、国共済が財政  

調整拠出金収入として受け入れているが、上記と同様、相殺関係にある。   

したがって、公的年金制度全体の財政収支状況をみる場合には、公的年金制度内  

でのやりとりであるこれらの項臼を収入・支出両面から除いている（図表2－卜2）。  

また、単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他には、基礎年金勘定の  

前年度剰余金受入1兆4，142億円を除いた額を計上している。   

こうした考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の収入総額は、簿価ベース  

で46兆2，102億円、時価ベースで47兆8，505億円である。ただし、この中には、  

厚生年金、国民年金の「積立金より受入」（総額3兆6，995億円）が含まれている。   

注 厚生隼金・国民隼金では、＝川二金資金運用基金が平成17隼度末に解散したことに伴い、年金  

住宅等融資事業等に係る財政融投資金からの長期借入金♂）繰上償還を行うなど、事業の廃Jl二に必  

要となる費用等を「隼金資金運用基金に係る財政融資資金繰上償還等資金財源」（厚生年金ぺ兆  

銅十億円、同比年金2，632憶Pl）として平成17年度に支出したが、これに対応して、平成18年  

度以降は、隼金住宅融資l叫収金等が厚生年金・国民年金の収入となっている。   

（公的年金制度全体の支出二年金給付費43．8兆円等）   

一方、平成18年度の公的年金制度全体での支出は、給付費43兆7，809億円など  

となっている。   

給付費のうち、被用者年金各制度及び国民年金勘定の給付費にはその一部として  

基礎年金相当給付費が含まれており、これと基礎年金勘定の給付費である基礎年金  

給付費がいわゆる1階部分にあたる給付費となる。   

また、各制度（基礎年金勘定を含む）が拠出した基礎年金拠出金、年金保険者拠  

出金、基礎年金相当給付費（いずれも公的年金制度全体では対応する収入項目と相  

殺関係にある。）は、他制度の収入として受け入れられた後、最終的には公的年金制  

度の給付費の一部として支出される（図表2一卜2）。   

前述の考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の支出総額は、44兆1，539億  

円となっている。   

（公的年金制度全体の積立金二簿価ベースで191．5兆円、時価ベースで204．了兆円）   

公的年金制度全体の平成1H年度末の積立金は、簿価ベースで191兆4，928億円、  

時価ベースで204兆6，554仏門となっている。なお、この積立金には、厚生年金基  

金が代行している部分の積立金は含まれていない。  

¶ 9 一   



第2章◆財政状況  

（公的年金制度全体の年度末積立金の対前年度増減額）   

年度末積立金の対前年度増減額は、簿価ベースで1兆6，694億円の減、時価ベー  

スで287億円の減となっている。一方、公的年金制度全体の収支残は、簿価ベース  

で2兆563億円の黒字、時価ベースで3兆6，966億円の黒字となっており、積立金  

の増減額とは異なっている。これは、厚生年金及び国民年金で「積立金より受入」  

が収入として計上されていることや、私学共済で固定資産について損益外減損処理  

を行ったことなどによるものである。  

（2）平成18年度の単年度収支状況   

図表2－1－3は、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制   

度横断的に比較・分析した平成18年度の単年度収支状況である。単年度収支状況は、   

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」及び国民年金（基礎年   

金勘定）の「前年度剰余金受入」を除いて算出した単年度の収支状況を示している。   

なお、公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、  

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）では、必要がある年度については、あらかじ   

め「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、当年度の給付等の支出を支障   

なく行うようにしているため、本表は、図表2一卜1における事業運営の結果を示す  

決算の収支状況とは異なるものである。   

平成18年度の単年度の収入総額は、簿価ベースで42兆5，107億円、時価ベース   

で44兆1，511億円、単年度の支出総額は、44兆1，539億円となっている。   

単年度収支残は、簿価ベースで1兆6，432億円の赤字、時価ベースで28億円の赤   

字である。   

簿価ベース、時価ベースともに赤字という状況になっているが、平成16年年金制  

度改正により積立金を活用する有限均衡方式による財政運営に変わっているため、  

従来とは異なり、仮に単年度収支が赤字になった場合であっても、それがただちに  

財政状況の悪化を示すものではなく、平成16年財政再計算においてあらかじめ見込  

まれていた状況と比較して評価する必要がある。したがって、実績と財政再計算に  

おける将来見通しとの比較や、その希離分析を行うことが、財政状況の評価をする  

上でこれまで以上に重要になっている。   

本報告では、平成18年度の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの  

比較や帝離分析を行った結果について、第3章で詳しく取りあげる。  
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第2章◆財政状況  

図表21－3 単年度収支状況 －－平成18年度－  

【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

l    国民年金   

【メニ 分  厚牛年余  国技済  他県斉  私ノア‥共済  国民隼金  茶雄牛金  合計   公的年金  

勘定  勘定   制度全体  

伯「T」  佑Fり  億lり  億一日  位「r】  佑＝   儀一†   億円  

総額  簿佃巨ヾ－ス  こぅ2（〕，Hニ川   21，521  tう右（うこ弓H  1，9か1  56∴う36  177，239  （H5，528  425，107  

し時価ベース］   しこ137，射2］21，′135」 L62，951］ し5，14：う二  ［57，251」   ［66l，931］  ［441．511］  

保険料収入   ご09，H：弓5  10∴うこう：1  ニ札：う12   2，（）1日  19，0：う8   272，435  272，435  

い主】庫・公経済‡14Ft   1H，2日5  いう22   こう，95～j  557  17，971   7㌫3射   72，394  

収  1，56〔） 11，3′1‘1   15，針＝   15．914   
入  運川収入   簿価べ山ス   25，70日   2，607  15，6′15   l，250  1，リ65  115   47，2H9   47．289  

（再掲 隼金蔭金運川基金納付領  （1日，25こう）  （1∴ミ5日）   （19，61り  （19，611）   

イは，790］ 2，5りこう］ し1こう，769j ［1，416」  し2，H79」   座3，ノ172］  ［63，472］  

単 年  L時価ベース               基礎隼金攻¶雄   19，9Rり  1，552   3∴i′12  157  17，108   ∫42，149   ②   

度  国共済組合連合会等拠H金収入   こう85   ：う85   ④  

財政調整拠出金収入   机循   808   ③  

橋立金村サ槻納付金   2，567   2，567   2．567  

職域等費用納付金   2，7（12   2，762   2，762  

解散厚生牛金基金等徴収金   6，800   6，800   6，800  
基礎咋金拠日金収入   177，080  177，080   ①  

そげ）他   ′1，500  30  ：う6  82  25ノ′1  45   4，9■18   4．948   

支  こう4：う，975   20，96：う   55，6こ19   こう，95（〕  60∴∋58  177，05（）  661，960  441，539  

給付費   222，5■11 1（うパう86  ′13，ト1～）  2，375  1日，149  13∫4，909  4：う7，RO9  437，809  

出   ！】9，221   ′1，210  11，159   1，485  11，002   177，080   ①   

単  隼金保険者拠川企   ：う1  272  81   こう85   ④   

年  基礎く巨金柵、11給付費用凋牛か鉦余〕   12，ト19   12，149   ②   

寧  財政調整拠～tl金   捌）わ   醐R   ③  

そ〃）他   2，210  ：う5  261  15  l，207  1   こう，7：iO   3．730   

単年度収支残  簿価べ山一ス  ∠＼2こぅ，ト15  55R   8∴）R8   1，008   △Jl，022  

し時価ベース］  ［△6，0（うこう」   ト172］ ［7，こうm］ ［l，188」【：△3，107］   「△28］  ［△28］   

年度末積立金  簿価ベース  1∴拍0，9RO   バR，1：う7  ニう97，071 ：う3，831  87，6（う∩  

用0  △16，432  △16，432  
L叫仙ベース〕  1，こ197，509］192，162］卜120，2′1（う】［こう5，563」  t93，82H］   L2，（）16，554］  ［2，046，554］   7，246  1，914，92日  1，914．928  

†Il「甘隼度収支状況」は、隼金敷理湘会が公的咋牒㈲度の財此状況を隼余財政の儲畑かJJ制度横断的に比較・分佃Lたも〃）で、厚ノ′卜勺三食・い］上e隼条（rr†H隼金蘭  
定）け）りか‘／二条上り′受入」及び虹礎隼金殿碇羊「Fl伯‘度剰圭金受入」を・除いて第二HLた†臣紺餌）収支状丁兄をホLている  

公的隼金制度は種目／二金を清川するイ川1い5J衡ノノ‘∫〔て財政連字〔を子」／つており、厚／＝十金・国代隼企（rl壮が巨額勘定）〃）事業連′巨では、必要があろ隼座について  

は、あらかじめ1硝、J／二金上りノ1之人＿ をr′乳汁上Lて財源を伸こ保、t．′、’一川こJ炉ノ）拾り等ソ〕友川を支障なく斎丁うょうにLこいるた♂）、本表〃）甘隼度収支頻出、一打業速  
さ‡ミ’の結果を′Jミす決月山）収支班とJ士喉なろ‡、リ）でふ）ろ  

汗2J【≠ノ巨勺令・同上くイl・令〝）簿仙ベーースリ）運jl川叉人J土、隼金柑、」J：1澗・理運川独、1二わ政法人納＝金を加えたぃハを計上Lている  

往こミ」E言ノi．イト令・国艮隼金の時価べ∵スは、l什隼金偏初事業細かLJ／相室し／二資J〉Y三に係る損益を合めて、隼舟橋立倉甘酢阻甘酢▲／二子J政法人における甘場運川分の運川実  
績を時価べ－スで評価したヰ、（ハて舟）ろ なお、胤継叡匪に偉る損廉（川す牛年牒・lk眠年二金ヘリ）持分⊂1、厚／i＝．斗二金一lゝl民年二金び）それぞれり）禎、上条げ）几本、†雄溝摘一  

レ）比率により行／）ている吏た、囲け、済、他！しれ 私乍Jい占〔／）時仙ヘースゾ）運川収入は、1E昧運川収入（運川仙人′小らイ「仙証券ノこ却槙等〝）費用を減じた収益  
鯨）に隼度末梢、一／二企〝）評価甘は拉ル削隠分を加持二しノて推計L‘おり 時価べ」几スゾ〕収人総触、運用収入、収文賎は参キl「】二で′を〕る 

rトl基礎隼金拠廿凍収入、日代隼金勘定〃）払雌牛企拠日金には、牛、川＝抑†汀‖里酢を含弟た基礎年金拗定ヘリ）納入紆をJl卜しノている 
汀5 蛙礎イト金勘定〝叫文人〝）そゾ〕他にH、前隼度剰慄雄鳥人（】1．112億ITJ）を除いた顆を計上Lていろ、また、惇／い半金・巨ゝ】尺隼食の1」叉人ゾ）その他に比、侶隼金資金  

運用基金の解散に付い∴隼紺†二宅融資l＝腑〃㌢芳が勺イ沼射り：：．‡Iに／声凋米されたことに⊥ろ収入（悍′仁イト金∫1，2犯億刊、国民咋令2：う9億lリ）が含まれている  

往6 基礎年金勘定の楷、‘／二令は、腹掛隼金制度が華人された昭和机什漉1イ、国圧隼′触法に去ヒ／うく底脚ヰi命等〃J糸含＝財源とLて、卜机上叶▲金勘定〝）積）上金一ハ 部をニリ）  

勘定〃）椙、■上倉とLたぃハである  

注7 厚′1ミ隼金〃叫叉文」ノこ丁兄け、厚ノいト金基金が代了rtノていろ部分ノ・イト去左い  

i盲二H 公的年二金利度全休では、公的1ト企汁拙転生休とLて〝）収k状中一．をと「〕えるた扉）、公的隼金制度l人丁でり）やりとり（甘い｝木）に／）いて収入・友「t＝両［扁か1‾〕除いてい  
イJ  
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第2章◆財政状況  

（3）保険料収入 一被用者年金で増加、国民年金で減少一   

平成18年度の保険料収入は、厚生年金20兆9，835億円、国共済1兆333億円、   

地共済3兆312億円、私学共済2，918億円、国民年金1兆9，038億円であった（図   

表2－1－4）。  

図表2一卜4 保険料収入額の推移  

年度  
被用者年金  

旧農林年金   
国共済  地共済  私学共済   制度計  国民年金 （国民隼金勘定）  公的年金 制度全体  

平成   億円  億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  9，066  27，437   2，066    232，864   18，251  251，116   

8  9，454  28，391  2，127    241，242   19，209  260，451   

9   206，832  9，816  29，712   2，238    251，943   19，453  271，397   

10   206，151  9，881 30，035   2，281    251，682   19，716  271，398   

202，099  9，957  30，218   2，315    247，906   20，025  267，931   

12   200，512  10，206  29，882   2，351    246，240   19，678  265，919   

13   199，360  3，249  10，252  29，857   2，384    245，102   19，538  264，640   

14   202，034  10，130  29，656   2，508    244，597   18，958  263，555   

15   192，425  10，231 29，677  2，658    234，991   19，627  254，618   

16   194，537  10，218  29，735   2，680    237，171   19，354  256，525   

17   200，584  10，290  30，099  2，789    243，762   19，480  263，242   

18   209，835  10，333  30，312   2，918    253，397   19，038  272，435   

対前年度増減率（％）  

3．6   

4．4  

△0．1  

△l．5  

△0．7  

△0．5  

△0．2  

△3．9   

0．9   

2．8   

4．0   

3 3・6 星．＿＿…  4，3  3．5  2．9   

3．8  4．7  5．2   

0．7  1．1  1．9   

0，8  0．6  1．5   

2．5   △1．1  1．6   

0．5   △0．1  1．4  

△1．2   △0．7  5．2   

1．0  0．1  6．0  

△0．1  0．2  0．8   

0．7  1．2  4．1   

0．4  0．7  4．6  

6．8 《4．4〉1 4．1  
1  

△0．3  ⊆ △0．3  

‖
 
0
 
 

△
 
 

〃
＝
≠
 
 

△2．0  

△0．8  

△0．6   

1．3  

△4．8   

1．1   

3．1   

4．6  

∠ゝ0．5  

△0．9  

2
 
 

△
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■
、
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注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。   
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

注3 平成14、15年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を含  

めてあるため、各制度の伸二の和と 一致しない。  

保険料収入の推移をみると、平成18年度には、一貫して増加が続く私学共済と  

16年度に減少傾向から増加に転じた厚生年金がともに4．6％増と大きく増加したほ  

か、地共済が0．7％増、国共済が0．4％増となり、すべての被用者年金制度で保険料  

収入が増加した。被用者年金計では4．0％の増加となり、約10年前と同程度の高い  

伸び率となっている。一方、国民年金は2．3％の減少となっている。公的年金制度  

一12 －  
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第2章◆財政状況  

全体では、平成16年度以降増ノ州傾向にあり、平成18年度には対前年度で3．5％増、  

27兆2，435億円となった。   

保険料収人に関しては、平成18年4月に私学共済（10．814％→11．168％）の保険  

料率が 、9 月に厚′巨牛金（14．288％→14．642％）、国共済（14．638％→14．767％，）、  

地共済（13．738％→14．092％）の保険料率が引き上げられており（図表2」ト5）、被  

用者年金の保険料収入の増加に大きく寄与している。これに加え、厚生年金と私学  

共済では被保険者数が増加したことも保険料収入の増加要因となっている。国共済  

と地共済では、被保険者数の減少に伴い標準報酬総額は減少したものの、保険料率  

引上げの効果の方が大きかった。これに対し、国民年金は平成18年4月に保険料の  

引き卜げ（13，580円→13，860円）が行われたが、被保険者数の減少等の影響が大き  

く、保険料収入は減少した。  

図表2－15 公的年金各制度の保険料（率）  

牛度        li」共済   地代済  私′7共済  国艮隼金  

平城  （l／  ％  （）／   ／り  ／り  （冥，  

】6．5   往＝拍（川）    1（う，2（う   川．07  1日．5′l（り】）      17．′川  15．H′′1  12．R（りj）  

H      17．21（1（川）  1日」う9（10J】）  1（う．5（う（12．Jj）   12，：う00（′川）   

リ  17．35（4月）  l：う」う（ご川）  12，HO（）（∫川）   

1：ミJう00（√川）  

t」  

‖  

15            ‖」う8（4J】）  12．96（′川）  10．′16（4J］）   
田            14．509（10jj）  13．3甘1（10ノ］）   

1ニう，580（4ノj）  

18            11．767（（川）  ト1．0（）2（！川）  11．1（）軋りJ）  1こう，H糾）りノ＝   
1リ            14．896（91】）  ‖．′γ帽（9I］）  11．522（／り1）  1′′1，100し川）   
20  15．：i50（9ノJ）  ロ  15．350（9月）  凹  16．120（9月）  

15．350（10月）   

往】（）卜左＝丈改定ノ卜ごある  

汗2 被川首隼専用満l‥炉ノ）申Jk15隼こ川上さのイ米俵杵ヰゝさ土標叩潮酬ノー触べ－一石、十戒15叶4什以降け総報㈲巨－ん〃数佃てあり、本人fぴlり〉ゾ）2イ；L宇  

を掲げた  

往ニil］本鉄道、［】本電＝ぷぷ叔刀川本たげこ椎柴J）各車済サ金＝、平成ミり1・一4Jjに仲′巨半金保険に統合さかた（網昔卜け）  

l】本鉄道、【】本たば二J〉丁三業に仙川される被保険者ぺ職湖杵率は、厚′卜年金〃）保険料ヰミがj山、／つく真てL叫勘、桝え帯く行のとされている  

往4 農林隼金は、内皮‖隼4ノjにノソ／巨什企保険に統合さ几た（網掛け）  

け5 ノソ′卜年金の被欄こ快音ゾ）うち坑【廿日及刃Ⅷ‡良川某陳叶キミは、l（成20隼射＝けノLl（で1（う．2（わ，、［1本鉄道及びl】本たば二産業げ）各＝扶済組合の適川拭人  

及び指定は人であ／」た適川舟乳畑二仙川される被保険抑こ係る保険川＊、農林漁業用休彗け滴用事業両にイ・と川される被保険者に係る保険料ぺ  
にノ穴、ては、＝」〝）長に掲げろヰて、√（りる  

13 一   



第2章◆財政状況  

（4）国庫・公経済負担 一全制度で増加一   

平成18年度の国庫・公経済負担は、厚生年金4兆8，285億円、国共済1，622億円、   

地共済3，958億円、私学共済557億円、国民年金1兆7，971億円であった（図表2」ト6）。  

図表2－1－6 国庫・公経済負担額の推移  
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年度  
帖二共済＝＝農林隼金   国共済  地共済  私学共済  被用者隼金 制度計  国民年金 （国1刑二金勘定）  公的年金 制度全体  

うド成   
億円    胤1］：億円   億円  億円  侮日  億円   倍「丁］   億rl】   

7    688： 525   988   2，602  294  33，393   11，846   45，238   
8    700： 539  1，055   2，786  318  30，568   14，679   45，247   

9  27，115  l  ： 530   1，095   2，868  327  31，936   13，322   45，258   
10   28，302  ： 523   1，166   2，896  344  ：うニi，2：う1   1：う，265   46，′196   

36，356  ： 539   1，219   3，043  368  11，525   13，227   54，752   

12   37，209  ： 580   1，315   3，：i46  404  42，853   13，6：う7   56，∠18（）   

13   38164   ： 600   1，348   3，506  415  44，032   14，307   58，：i40   

14   40，036  1，372   3，440  429  15，116   14，565   59，（）82   

15   41，045  1，433   3，302  452  46，264   14，963   61，227   
16   42，792  1，525   3，795  499  48，619   15，219   63，H38   
17   45，394  1，589   3，828  5こう7  51，348   17，020   68，：う68   

18   48，285  1，622   3，958  557  54，423   17，971   72，こう94   
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注1厚生咋金の、ド成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前はIR農林咋金を含まない。   
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度についてはヾド成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

注3 平成14～16年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、IH農林年金分（統合前に係る分）を  

含めてあるため、各制度の伯の和と 一致しない。  

国庫・公経済負担の推移をみると、各制度とも総じて増加を続けており、平成18  

年度には、ひき続きすべての制度で増加している。平成18年度の対前年度増加率は、  

厚生年金6．4％、国共済2．1％、地共済3．4％、私学共済3．8％、国民年金5．6％と  

大きな伸びとなっており、公的年金制度全体では、対前年度5．9％増の7兆2，394  

億円であった。   

ここで、国庫・公経済負担とは、  

○基礎年金拠出金の3分の1（平成16年度から2分の1への引上げに着手し、  

平成21年度までに完全に引上げ）に相当する額  

○国民年金が発足した昭和36年4月より前の期間（恩給公務員期間等は除く。）  

に係る給付に要する費用の一定割合（厚生年金は20％、国共済・地共済は  

14  



第2章◆財政状況  

15．85％）、私学共済・1I膿林年金は19．82％）に相当する額  

などについて、同庫又は地方公共団体等が負担している額け1のことである。また、  

国民年金においては、さらに国民年金保険料免除期間に係る老齢基礎年金の給イ、J▲費、  

20歳前障害に係 る障害基礎年金の給付費などにも国庫が負担する部分服がある。   

国庫・公経済負担の多くは基礎年金拠仁廿金に係るものであり、国庫・公経済負担  

の増加はもっばら基礎年金拠亡け金の増加を反映したものである。これに加え、平成  

16年度以降は、基礎年金の国棉・公経済負担の引上げが増加の要因となっている。〕  

注1 用語解説の補足を参照のこと 

托2 川語解説「特別Ll師匠日揮の墳を参照のこと 

図表2卜7 基礎年金の国席・公経済負担割合の引上げ  

①欄で＊を付した勧の内訳  

牛皮  犠礎隼金の国庫・公経済負軒別合  
厚生隼金  国共済  池井済  私′了二共済  国民年令   

制度仝体（うナノL咄）  

、1：く成   億1I一  位【1j   伯「－］   低トり  信一l］   佑卜1J   低目   

1／：う十2（）6佑lり＊                  16  296 （272）   206  8  21  3  58   

17  1，192（1，101）   822  こiO  82  10  248   

IR  

19   

汗ニ プ卦礎年金のH庫・公約斉糾川こは、地イ公田、J▲l体等の貝印を含む 

基礎年金の国庫・公経済負机割合については、平成16年の法律改正で、基礎年金  

拠出金の3分の1から、ヤ成21年度までに2分の1へ完全に引き上げられることと   

され、平成16年度から引1二げに着手された。平成18年度は、基礎年金拠出金のこう  

分の1に加え1000分の25の国庫・公経済負担となっている（図表2－1－7）。また、  

その他の年度についても、図表2卜7のとおり、順次引き上げられている。   

なお、国庫・公経済負担割合が2分の1に完全に引き上げられる年度（特定年度）   

については、「平成19年度を11処に、政府の経済財政運営の方針との整合性を確保   

しつつ、社会保障に関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所要の安   

定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成21年度までのいずれ   

かの年度を定めるものとする。、j とされている（平成16年年金制度改正法附則第16   

条）。  

15   



第2章◆財政状況  

（5）追加責用   

平成18年度の追加費用は、国共済4，569億円、地共済1兆1，344億円であった（図   

表2－1－8）。   

追加費用の推移をみると、国共済は平成11年度から、地共済は平成10年度から、   

それぞれ減少を続けている。追加費用は、給付のうち制度発足前の恩給公務員期間   

等に係る部分に要する費用に相当するため、今後も引き続き減少していくものと考   

えられる。  

図表2－1－8 追加費用の推移  

対前年度増減率  

年度  国共済  地共済   国共済l地共済   計  計   

平成   億円  億円  億円  ％  ％  ％  
7   6，060  15，559   21，619   
8   △5．0  2．9  0．7  

9   5，894  16，059   21，953   2．4  0．3   0．9   

10   6，062  15，745   21，808   2．9  △ 2．0  △ 0．7   

5，807  15，271   21，078  △ 4．2  △ 3．0  △ 3．3   
12   5，612  14，756   20，368  △ 3．4  △ 3．4  △ 3．4   
13   5，400  14，572   19，972  △ 3．8  △1．2  △1．9   
14   5，326  14，139   19，465  △1．4  △ 3．0  △ 2．5   

15   5，187  13，352   18，539  △ 2．6  △ 5．6  △ 4．8   

16   4，918  12，465   17，383  △ 5．2  △ 6．6  △ 6．2   

17   4，702  11，896   16，599  △ 4．4  △ 4．6  △ 4．5   

18   4，569  11，344   15，914  △ 2，8  △ 4．6  △ 4．1   
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（6） 運用収入  

平成18年度の運用収入は、簿価ベースで、厚生年金2兆5，708億円、国共済2，607   

億円、地共済1兆5，645億円、私学共済1，250億円、国民年金1，965億円であった   

（図表2－1－9）。  

また、時価ベースでは、厚生年金4兆2，790億円、国共済2，503億円、地共済l   

兆3，769億円、私学共済1，416億円、国民年金2，879億円と比較的好調であったも   

のの、各制度とも平成17年度に比べ減少している。   

なお、厚生年金及び国民年金では、年金積立金管理運用独立行政法人（平成17年   

度までは旧年金資金運用基金）が厚生労働大臣から寄託された積立金を管理・運用   

し、その運用収益を国庫（年金特別会計）に納付する仕組みとなっている。平成18   

年度には、17年度末におけるIl】年金資金運用基金の簿価の累積収益額が基準となる   

準備金所要額（寄託金残高の100分の1）を上回ったことから、超過となる額（厚   

生年金1兆8，253億円、国民年金1，358億円）が年金積立金管理運用独正行政法人   

納付金として国庫納付された往り 厚牛年金及び国民年金の簿価ベースの運用収入は、   

特別会計の運用収入（財政融資資金への預託金の利子収入）に、この年金積立金管   

理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。このように、簿価ベース   

では、年金積竜二金管理運用独立行政法人における運用収益を厚生年金及び国民年金   

の特別会計の当該年度の収入として計上する仕組みとなっていないことから、簿価   

ベースの数値を、（年金積立金管理運用独立行政法人における運用実績が当該年度の   

運用収入に反映される）時価ベースや、他制度の簿価ベースの数値と比べる際には、   

留意が必要である。  

注 旧年金資金連用基金における、ド成17年度までの運用結果（簿価の累積収益額）に基づいて平  

成18年度に年金特別会計へ納イ、jすべき義務を隼金積料金管理運用独た行政法人が引き継いだこ  

とによる。  

ー17   
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図表2－1－9 運用収入の推移  

国民年金  

年度  国共済  地共済  私学共済  被用者年金  
公的年金  

lし】農林年金  
制度計      制度全体             同民年金   基礎年金  

勘定  勘定   

平成   億円   億Iり  億FI］   億lリ  億円  憶lリ  億円   億H   億円   億l－j   

7  3，463  11，543  1，056  73，27：i   3，184   767   77，223   

8  3，505  10，910  985  73，935   3，296   700   77，931   

9   55，637  3，289  11，009  996  71，706   3，405   616   75，726   

10   52，164  2，728  10，535  989  67，131   3，368   385   70，884   

47，286  2，666  12，109  1，013  63，750   3，236   386   67，372   

12   13，067  2，499   9，328  875  56，466   2，828   304   59，598   

13   38，607  507  2，104  7，872  78：i  49，873   2，263   209   52，345  
［26，541］  ［1，341］  ［1，246］   

14   31，071  2，169   6，870  667  10，777   1，897   175   42，818  
［2，731］  ［1，757］  ［△90］  ［△371］   

15   22，884  2，358   7，000  670  32，912   1，523   79   34，513   
［64，232］  ［3，282］［16，995］   ［809］    ［85，318］   ［4，182］   ［89，879］  

16  16，125  2，109  7，534  738  26，506   1，044  83  27，632  
［36，934］  ［2，291］［12，200］ ［1，10：う］    ［52，527］   ［2，651］  ［55，264］  

17  18，298  2，423  13，604  1，359  ：ミ5，684   1，357  83  37，124  
［91，893］  ［4，647］［32，363］ ［1，90：i］    ［130，806］   ［6，451］  ［137，340］  

18  25，708  2，607  15，645  1，250  45，209   1，965  115  47，289  
［42，790］  ［2，503］［13，769］ ［1，416］    ［60，178］   ［2，879］  ［63，472］   

対前年度増減率（％）  

8  
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△10．4   

△19．5  
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△26∴i  
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5臥6 童 △10．8 ‾‾‾‾‾‾‾l  
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△6．2  0．9  1．1  

△17．1  △4．3   △0．7   

△2．3  14．9  2．4   

△6．3  △23．0   △13．7  

△15．8  △15，6   △10．5  

3．1  △12．7   △14．8   

［31，0］  

8．7  1．9  0．3  
［86．8］  ［△1，00L5］  

△10．5  7．6  10．1  
［△30．2］［△2臥2］   ［36．4］   

14．9  80，6  84．3  
［102．8］［165．3］ ［72．5］  

7．6  15．0    △8．0  

［△46．1］［△57．5］［△25．6］  

△8．7  

△12．0  

△37．5  

0．4  

△21．2  

△3l．3  

△16．5  

△54．8  

4．5  

0．6  

38．2  

0．9   

△3．0   

△6．4   

△5，0  

△11．4  

△11．7  

△18．2  

△19．3  

△19．5  

［△：i8．4］  

34．6  
［149．0］  

26．7  
［△53．8］  

3．5  

3Ji  

△1．1  

△3．9  

△12．6  

△20．0  

△16．2  

［△129．8］  

△19．7  

［△1，307．1］  

△31．5  

［△40．8］  

30．1   
［143．1］  

44．7  
［△55．4］  

0．9   

△2．8   

△6．4   

△5．0  

△11．5  

△12．2  

△18．1  

△19．5  

△19．9  

［△38．5］  

34．4  
［14臥5］  

27．4  
［△53．8］  

拝1厚生年金の、ド成8年度以前はl口三共済を含まず、平成13年度以前はIH農林年金を含まない。  
注2 平成17年度以降の厚′l二年金・国民年金の簿価ベースの連用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金（17年度は年金資金運川基  

金納付金）を加えたものを計卜している。  

注3 ［］内は、時価ベースである。  

托4 厚生年金・国民年金の時価ベースは、IR年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金機宜金管理運用独立行政法人（17年度  
以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資席に係る損益の厚生年金・  
国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注5 国共済、地共済、私′学共済の時価ベースの道川収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益糖）に年度末積  
立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、参考値である。なお、国井済の時価ベースの運川収入は、平成10年度が2，542億l－j、平成  
11年度が3，147億円、平成12年度が1，678億円である。  
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（7） 運用利回り   

平成18年度の運用利回りをみると（図表2－1－10）、簿価ベースでは、国共済が   

3．02％、地共済が4．02％、私学共済が3．76％となっている。  

また、時価ベースでは、厚′巨年金が3．10％、国共済が2．79％、地共済が3．36％、   

私学共済が4．07％、国民年金が3．07％となっている。  

図表2－1－10 運用利回りの推移  

悍／キ  

隼度  私学共済   
同氏年金  

国共済   地共済  
lr】農林隼金   

（川代隼金勘定）  

平成   田   （粥，  （冥，  （ （舛，   

5．2′1  1．97  4．23  ／1．60  4．90   

H  ご1．82  ：う．7√′1  ノ1．0ニう  1．56   

1」ミ2  3．57  こi．86  1．26   

10  こう∴1′1  ニう．2／1  ニi．6（〕  こう．91   

：う．27  こう．57  こう．59  ：う．5日   

12   こう．22  ニう．01  2．61  2．（）9  2．98  

2∴12 2．05 2．60  

Ll．99］  ［1．56］  ［1．29］  

1′1  2．45 1．77 2．20  

［0．21］  L2．05］ L△0．28］  ［△0．39］  

ITi 2．68 1．81 2．00  

ト1．別1  ［こi≠1］ ［1．ボニう］ ［2．61］  「4．78］  

16  2」う5 1．（）8 1．79  

［2．7こう」  ［2．65］ ［3．23］ ［：iJi5］  ［2．77］  

17  2．4：う 3．59 1．16  

し6．82］  「5」i6］ 「8．4■1］ ［5．78］  ［6．88］  

18  こう．02 ′1．02 こう．76  

「：う．10」  ［2．79］ L3」う6］ ト1，07］  ［3．071   

仁1厚′仁隼金〟）、l減叫鳩蝕1r」＝【ll二期斤を合よず、平成1が日生以前烏北農林年∵余を合まない、ノ  

i二2［二】卜畑よ、時価ベー、スである 

i二こう 厚牛隼金・「叶圧隼金の「時価∴－－ス」は、l什半金福祉事業川から承継した資甚に係る損益を含めて、年金  
積、上層苧雌運川独蛍二行政法人（17隼度以前圭廿廿隼金資金運川基金）における・F場運川分の運川実績を  
時価ベースで評価した行ノ〕で√くナ，るノ言お、承継賢姐こ係る禎孟締）厚生隼金・国民年金／＼の按分は、厚生年  
金・l机土牛金サそれぞれ♂）相立金ゆノこ本、トニガノ残高〔／）比率に上り千丁つている√ 

汗」l廿持済、地典済、私学往済の時価一－一利）運川利回りは、時価ベ一対／）運川収人（参考伯）を基にした修   
l仁総合利い冊を計＝ノているなお、川井済の時価一－スの運川利い一閃i、、ト成10隼度が：う・17％、平成  

11隼度が：う．RO（†イ，、乎戌ほ隼座耳り．0：う〔ケf）である  

19 －   
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（8）基礎年金交付金   

平成18年度の基礎年金交付金は、決算ベース拝で、厚生年金1兆9，989億円、国   

共済1，552億円、地共済3，342億円、私学共済157億円、国民年金1兆7，108億円   

であった（図表2一卜11）。  

注 基礎年金交付金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、  
基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「（13）基礎  

年金制度の実績（確定値ベース）」の項を参照のこと。  

図表2－1－11基礎年金交付金の推移《決算ベース）  

年度  国共済  地共済  私学共済  被用者年金 制度計  国民年金 （国民年金勘定）  公的年金 制度全体  

l日展林年金   

平成   
億円  億円  億円   億円  億円   億円  億円   億円   億円   

7        2，188   5，276  295  36，509   31，868   68，378   

8        2，209   5，371  291  36，396   30，395   66，790   

9   25，493  2，194   5，208  285  34，109   28，435   62，544   

10   24，952  2，201  5，035  277  32，954   27，826   60，781   

23，036  2，156   4，956  261  30，947   26，748   57，695   

12   19，574  2，083   4，796  245  27，260   25，701   52，962   

13   15，566  525  1，993  4，545  232  22，861   24，245   47，107   

14   14，240  1，935  4，249  218  20，728   22，771   43，499   

15   13，921  1，833   3，946  203  19，904   21，534   41，438   

16   16，060  1，729  3，910  190  21，891   20，076   41，967   

17   19，474  1，640   3，718  178  25，009   18，763   43，773   

18   19，989  1，552  3，342  157  25，041   17，108   42，149   

対前年度増減率（％）  

△0．8 j  3．1  
0．0《△8．7》   

△2．1   

△7．7  

△15．0  

△20．5  

△14．5  

△14．5  

△4．5   

10．9  

5．5  

△6．7  

0．9  1．8   △1．2  

△0．7  △3．0  △2．3   

0．3  △3．3  △2．7  

△2．0  △1．6  △5．6  

△3．4  △3．2  △6．4  

△4．3  △5．2  △5．1  

△2．9  △6．5  △6．1  

△5．3  △7．1  △6．9  

△5．7  △0．9  △6．5  

△5．1  △4．9  △6．4  

△5．4  △10．1 △11．7  

△2．3  

△6．4  

△2．8  

△5．1  

△8．2  

△11．1  

△7．7  

△4．7  

1．3  

4．3  

△3．7  

△8．5  《△11．5》  

△2．2  

15．4   

21．3   

2．6  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない  
注2 被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の平成9年2月分、3月分の給付に係る基礎年金交付金  

及び平成7年度分の精算額（425億円）を含み、平成10、11年度の額は旧三共済に係る分の精算額（10年  
度は9億円、11年度は4億円）を含む。同様に、平成14年度の額はIR農林年金分（85億円）を含み、平成   
15、16年度の額は旧農林年金分の精算額（15年度は1億円、16年度は2億円）を含む。  

注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  
率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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第2章◆財政状況  

（9）給付費 一国共済以外の被用者年金、基礎年金で増加一   

平成18年度の給付費は、厚／1三年金22兆2，541億円、国共済1兆6，686億円、地   

共済4兆3，149億円、私学共済2，375億円、国民年金の国民年金勘定1兆8，149億   

円、基礎年金勘定13兆4，909億円であった（図表2」」2）。   

給付費の推移をみると、被用者年金では、国共済が平成13年度をピークに微減が   

続いているが、その他の制度では増加が続いており、平成18年度では、厚生年金が  

1．2％増、地共済が0．5（射曽、私学共済が2．8％増となっている。   

国民年金では、基礎年金勘定で大幅な増加が続いており、平成18年度で6．7％の   

増加となっている。一方、国民年金勘定では平成18年度で7・1％減となっており、   

一貫して減少傾向が続いている。 これは、国民年金勘定の給付費が主に旧法国民年   

金の老齢年金の給付費であることから、受給権者の新規発生が被用者年金と違って   

非常に少ないためと考えられる。  

図表2一卜12 給付費の推移  

被用者年金  
国民年金  

年度  国井済  地共済  私学共済  
公的年金  

制度計      制度全休  
f【i農林隼金  

勘定   勘定   

、巨成   値lT］  佑l】  低llj   憶l【1   倍ト【J   侶＝  信一リ   億F1〕   億円   佑rlj   

7        16，（〕05  ニラ8，17（う  l，5：摘    222，547   ：う2，19：う   11，695  2（）6，‘1：ミ6   

R        16，117  38，805  1，618    229，829   ：う1，0∠12   49，455  ：う10，326   

172，895  沌，2∫10  39，376  1，694    2こう：i，772   29，783   57，690  321，215   

10   1日2，82ノ1  1行う17  40，52：i l，794    245，：沌4   28，933   67，114  311，′′111   

187，：沌ノ1  1（う，608 ‘41，177   1，864    250，787   27，781   76，ト16  ニー5′1，715   

12   川1舟4∴1  1（i、800  ′11，430  1，9∫佗    255，569   26，▲45ノ1   81，77ノ1  こう66，79日   

‖   196，228  こう，916  1（i、お67  －12，005   2，023    261，0こミt）   25，1：う：う   9こi，6：う：う  ：う79，805   

1∠】   20ニj，466  川，852  12，298   2，112    265，：う9‡）   23，81（）  102，49′1  ：i91，711   

15   208，110  1tう，8′19  ′12，61日   2，ほ5    269，792   22，293  110，7：う5  402，821   

16   215バミ80  1（う，77（） ∫12，78こう   2，252    277，1（‖   20，888  118，1川  ▲ノ116，200   

17   219，R6：う  1（う，69こう  ノ12，915   2，310    281，780   19，527  126，こ∃86  427，6さ）∫4   

18   222，541  1tう．6“6  ∠iニう，1づ9   2，二j75    2朗，751   18，149  13′1，909  ノ137，809   

対前年度増減率（％））  
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射3 L＿＿仝＿9二旦＿j  2・7  

10．2 《1．R》     2．9  

：i．9  

1．8  

2．1  

5．7  

2．5  

リ リ   

2，4  

：i．7  《1．7》  

2．3  

：う．5  

2．1  

1．2  

注1厚生年金の、両難昨座以前はIEi三共済を含まず、、巨成13年度以前は1日農林年金を含まない  
往2 厚牛年金の対l打牛皮摩溝虹勘）《》軸t、骨戊‡梓凰こついては平成8年度に，11二共済分を含めた場合の率、平成1咋度に／つ  

いては平成1：川場に旧農林年金分を「丁めた場合の率であるぐ，  

は：う 平成1作度の被月渚年金制度計及び公的年金制度仝体には、＝農林年金分（統合前に係る分）を含めてあるため、各制度の  
偶の和止ノ致しない〔  
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第2章◆財政状況  

（10）基礎年金拠出金   

平成18年度の基礎年金拠出金は、決算ベース柱で、厚生年金11兆9，224億円、国   

共済4，210億円、地共済1兆1，159億円、私学共済1，485億円、国民年金3兆6，017  

億円（特別国庫負担分を除く）であった（図表2－1－13）。   

注 基礎年金拠出金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、  

基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「（13）基礎  

年金制度の実績（確定値ベース）」の項を参照のこと。  

図表2－1－13 基礎年金拠出金の推移《決算ベース）（特別国庫負担分を除く）  

年度  
被用者年金  

旧農林年金   国共済  地共済  私学共済   制度計   （国民隼金勘定）  公的年金 制度全体  

平成   億円  億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  2，624  7，351  813  83，250   22，177   105，427   

8  2，733  7，728  847  87，827   22，324  110，151   

9   77，173  2，848  8，021  879  90，275   23，379  113，654   

10   83，144  3，075  8，558  934  96，881   24，709  121，590   

88，235  3，288  9，145   1，004  102，889   24，939  127，828   

12   91，272  3，535  9，703   1，103    106，892   26，109  1ニi3，002   

13   93，048  1，356  3，608  9，861   1，137  109，009   28，043   1こi7，053   

14   98，961  3，719  10，108   1，184    114，282   28，937   143，219   

15   102，986  3，898  10，557   1，263  118，799   30，098  148，897   

16   107，874  4，192  11，235   1，401  124，726   30，701   155，427   

17   112，831  4，201 11，226   1，452  129，710   34，090   163，800   

18   119，224  4，210  11，159   1，485  136，077   36，017   172，094   
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対前年度増減率（％）  

4．1  5．1  

4．2  3．8  

8．0  6．7  

7．0  6．9  

7．5  6．1  

2．1  1．6  

3．1  2．5  
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6．4  《4．8》  

4．1  

4、7  

4．6  

5．7  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年2月分、3月分の給付に係る負  

担分として納付する額の概算額及び旧三共済に係る平成7年度分の精算額（230億円）を含み、平成10、11  
年度の額は旧三共済に係る分の精算額（10年度は15億円、11年度は7億円）を含む。同様に、平成14年度  
の額は旧農林年金分（311億円）を含み、平成15、16年度の額は旧農林年金分の精算額（15年度は95億円、  
16年度は23億円）を含む。  

注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率  

平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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第2章◆財政状況  

（11） 収支残   

平成18年度の収支残は、簿イ佃ベースで、厚生年金1兆1，021億円の黒字、国共済   

558億円の黒字、地共済8，988億円の黒字、私学共済1，008億円の黒字、国民年金  

1，194億円の赤字となっている（図表2一卜14）。また、時価ベースでは、厚生年金2   

兆8，103億円の黒字、国共済472億円の黒字、地共済7，301億円の黒字、私学共済  

1，188億円の黒字、国民年金279億円の赤字であった。  

ここで、厚生年金及び国民年金では、当年度の支出を支障なく行うという事業連   

常の観点から、「積、ヒ金より受人」（平成18年度は厚生年金が3兆4，167億円、国民   

年金が2，828億円）が収入項し1となっており、収支残の額は事業運営の結果を示す   

もので、そのまま積立金の増減になるとは限らないことに留意が必要である。  

年金財政の観点から財政状況をみるには、単年度収支残で評価するのが適当であ   

り、平成18年度の単年度収支残は、厚生年金が簿価ベースで2兆3，145億円の赤字、   

時価ベースで6，06：う億Hの赤′∴ 国民年金が簿価ベースで4，022億円の赤字、時価   

ベースで3，107億円の赤字となっている。ただし、前述のように、積立金を活用す   

る有限均衡方式での財政運営の卜では、仮に単年度収支が赤字になった場合であっ   

ても、それがただちに財政状況の悪化を示すものではなく、平成16年財政再計算に   

おいてあらかじめ見込まれていた状況との比較や蔀離分析を過して適切に評価する   

必要がある。  

また、厚生年金の収入には、解散厚生年金基金等徴収金（6，800億円）が含まれ   

ているが、これは厚生年金基金の代行返上による移換金であり、将来にわたる給付   

義務を伴う一時的な収入である。また、厚生年金及び国民年金の収入には、年金住   

宅融資回収金等が年金特別会．汁に承継されたことによる収入（厚生年金4，282億円、   

国民年金239億円）といった17年度の一時的な支け＝こ対応する収入が含まれており、   

収支状況をみる際には留意する必要がある。  
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第2章◆財政状況  

図表2－1－14 収支残の推移  

年度  国共済   地共済   私学共済   
国民年金  

旧農林年金   （国民年金勘定）  

平成   億円   億円   億円  億円  億円  億円   

7   72，760  3，101   16，782  1，446  6，790   

8   66，381  3，089  16，816  1，342  9，444   

9   72，910  3，160  17，234  1，332  6，151   

10   50，801  2，395  14，900  1，207  4，871   

39，482  1，852  14，987  1，121  4，952   

12   20，779  2，762  9，160  852  3，527   

13  5，067  549  7，760  677  1，184  

［△6，999］  ［△157］  ［167］  

14  3，007  247  5，391  568  △ 485  

［△25，333］  ［△84］  ［△189］    ［△2，753］  

15  △3，379  191  3，639  434  △ 500  

［37，968］  ［1，189］ ［13，885］   ［617］  ［2，459］  

16  2，359  96  2，322  301    △1，707  

［23，167］  ［389］  ［8，266］   ［836］  ［△96］  

17  9，672  △ 52，825  546  7，464  1，078    △1，071  △ 5，609  

［83，267］  ［20，770］  ［3，126］ ［28，491］  ［1，651］  ［4，023］ ［△515］  

18  11，021  △23，145  558  8，988  1，008    △1，194  △4，022  

［28，103］［△6，063］  ［472］  ［7，301］  ［1，188］    ［△279］［△3，107］   
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注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 平成17年度以降の厚生年金・国民年金の右側の数値は、単年度収支残である。  

注3 ［］内は、時価べ｝スである。  
注4 厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（17年度  

以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価べ「スで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の惇生年金・国民  
年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注5 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの収支残は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値である。なお、国共済の  
時価ベースの収支残は、平成10年度が2，243億円、平成11年度が2，369億円、平成12年度が1，975億円である。  

r
▲
 
 



第2章◆財政状況  

（12）積立金   

平成18年度末の積立金は、簿価ベースで、厚生年金130兆980億円、国共済8兆   

8，137億円、地共済39兆7，071億円、私学共済3兆3，834億円、国民年金勘定8兆   

7，660億円、基礎年金勘定7，246億円であり、総額で191兆4，928億円となってい   

る（図表2」ト15）。なお、厚生年金の積立金には、厚生年金基金が代行している部   

分の積立金は含まれていない。また、基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導   

入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民  

年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものであり、毎年度同額が計上   

されている。   

積立金の推移を簿価ベースでみると、各制度とも対前年度増減率が総じて鈍化し   

てきていたが、平成18年度は、私学共済が2．0％増、地共済が2．3％増であった一   

方で、厚生年金と国民年金勘定ではそれぞれ1．7％減、4．2％減となった。これらは、   

平成18年度の単年度収支残の結果を反映したものである（図表2－1－3）。   

一方、時価ベースでみると、平成18年度末の積立金は、厚生年金139兆7，509億   

円、国共済9兆2，162億円、地建済42兆246億円、私学共済3兆5，563億円、国民  

年金勘定9兆3，828億円となっている。私学共済が2．4％増、地共済が1．8％増、国   

共済が0．5％増と、各共済年金で増加する一方、国民年金勘定が3．0％減、厚生年金   

が0．4％減となっている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－卜15 積立金の推移  

被用者年金  国民年金  公的年金  
年度末  国共済  地共済  私学共済   制度計  困圧隼凍  

旧農林年金  勘定   
制度／全体                基礎4ト企  
槻㌫   

平成   億円  億円  億円   億円  億Pj  億円  億円   億円   億円   億i【J   

7        72，693  288，406  24，268    1，545，630   69，516   7，246  1，622，392   

8        75，782   305，220  25，611    1，635，435   78，493   7，246  1，721，175   

9   1，257，560  78，942  322，455  26，943    1，705，637   84，683   7，246  1，797，566   

10   1，308，446  81，337  337，358  28，150    1，775，251   89，619   7，246  1，872，117   

1，347，988  83，189  352，346  29，270    1，832，872   94，617   7，246  1，934，735   

12   1，368，804  85，951  361，507  30，123    1，866，498   98，208   7，246  1，971，952   

13   1，373，934  86，500  369，267  30，800    1，880，246   99，490   7，246  1，986，982  

［1，345，967］  ［87，070］  ［97，348］   
l．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

14  1，377，023  86，747   374，658  31，368    1，869，796   99，108   7，246  1，976，150  

［1，320，717］  ［86，986］［365，720］［31，625］    ［1，805，048］  ［94，698］  ［1，906，992］   

15   1，374，110  86，938  378，297  31，802    l，871，147   98，612   7，246  1，977，004  

［1，359，151］  ［88，175］［379，605］［32，242］    ［1，859，173］  ［97，160］  ［1，963，580］   

16   1，376，619  87，034  380，619  32，102    1，876，374   96，991   7，246  1，980，611  

［1，382，468］  ［88，564］［386，664］［33，079］    ［1，890，775］  ［97，151］  ［1，995，171］   

17   1，324，020  87，580  388，082  33，180    1，832，862   91，514   7，246  1，931，622  

［1，403，465］  ［91，690］［412，945］［34，730］    ［1，942，829］  ［96，766］  ［2，046，842］   

18   1，300，980  88，137  397，071  33，834    1，820，022   87，660   7，246  1，914，928  

［1，397，509］  ［92，162］［420，246］［35，563］    ［1，945，481］  ［93，828］  ［2，046，554］   

…－－－ 
－ 

…… 

－ 

－  － 

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。また、厚生年金基金が代行している部分の積立金  
を含まない。  

注2 ［］内は、時価ベースである。  

注3 厚生年金t国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（17年度  
以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民  
年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注4 国共済の時価ベースの積立金は、平成10年度末が82，883億l」】、平成11年度末が85，252億「T］、平成12年度末が87，227億円である。  
注51日農林年金から厚生年金へ、平成14年度に1．58兆円、平成15年度に0．03兆「1】が移換されている。また、厚生年金には、平成15年度に3t50兆円、  

平成16年度に5．39兆円、平成17年度に3．46兆円、平成18年度に0．68兆円の解散厚生年金基金等徴収金がある。  
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第2章◆財政状況   

平成18年度末の各円iり度の積）l工金の資産構成は、図表2－116に示したとおりとな  

っており、資産構成は制度に上り違いが見られる。  

図表2卜16 各制度の資産構成   、打点用年茂人  

l11扶済  

ト  ー†  沖価ベース  時価ベース   

り  

流動費用  ：う．2  ：う．l   

規令上狛企   1」う   1」う   

木収収益・未収金等   1．H   

囚定質種   96．R   リfミ．9   

預託余   5：ミ．f）   51，5   

有佃油藩帯   ：う5．1   こう7．（）  

包†〃∴詫   こう5．l   ：う7．リ   

（姜．‡亡jさ上りIj）   1：う．：弓   1（う，1   

川内債み   1．n   こぅ．H   

国内株ぺ   1．7   〔う」う   

外国情み   0．t）   1．0   

外いニト株J▲し   ：ミ．7   5」ミ   

汀j′哀運川）   21．H   」l．5   

国内債奔   21．バ   ∵トト   

不動産   リ リ   2．1   

庖イ寸令   5．6   5．‘1   

流動負債等   ∠＼0．0   ∧ 0．0   

隼度夫権立企   
100．0  100．0  

（88，1ニミ7）  （ミ）2，1〔－2）   

厚／巨隼企   川代隼企  
l大  分  

畔佃トト一ス  帖価ベース   

／（）  

預 託 金  27．6  封〕．（）   

市場運用分  5：ミ．（）   硝．h  

〈．1湖運川分計1ン  く、1川）nO＼  

（針Ⅲ、75：1）  

【1二＝丹情赤  ／5∴01  

‥引人】裸式  （‘ド∴11〉  

外国偵碁  伸．（う7ノ 

外l仁一株⊥し  ／＝．H7〉  

東班憤荘  ＼＝（）0二   

財投偵  1‡巨1   ごり．5   

麻晰飢勘）累純利差損  
仁二2巨126）  （△1，770）   

承継賢舟押）損益   l〔）0．0   100．0  

を合意ない場合  （！）5，59月）  
年度来碩、■／二金  

7卓識米食産〃）損益  

を含む場合   （9こう，H2パ）   

私′、ト往済  
ト  分  

簿価ベース  時価ベース   

流動資確   7．1  6．H   

現金・預金   1．5   ′′1」う   

未収収益・木収金等   2．モミ   2．5   

州に費用三  （）2．9  （）ニ与」う  

預託金  

イ相識藩彗  75．6  7（う．H   

日脚．‡託   26．0   2H．5   

イ棚板1藩   1し）．7   1H」う   

い三1内債赤  こう1．6  こう0．0  

宜肋株式  

外川債券  

外国株ぺ  

証券投資†1∴托  0．0  n．0  

有価鉦剃．‡l托  18．0  1日．2  

牛命保険写  

十こ動庫  2．：ミ  2．2   

貸付金   15．0   1ノl」う   

流動負債等   △ 0．0   ∧ 0．〔）   

100．0  100．0  
隼度木橋立金  

（：う：う，Hこi′1）  （：う5，56こぅ）   

地トtニ済  

l大  分  
簿価ペース  帖価ベース   

流動質種   7．5   7．1   

巨視令・預金   1∴1   1．1   

未収収益・未収金等   ：ミ．2   ：う．0   

囲走資庇   92．5   92．（）   

憮託令   1．t〕   1．0   

府価証赤等   H2∴1   Hこう」う   

ト臼杵イふ托   5（）．0   5日．1   

イ揃机はみ   2′1．6   2こう．5   

「甜、J偵券   1（〕．0   15．5   

rl鮎川殊式   0．（）   0．0   

外川債券  6．h  

外国株ぺ  

証プ失投資イ，‡．ざ亡  0．1   （）．1   

在価証券イふ托   1．リ   †十＼   

′巨命保険等   1．H   1．7   

↑こ」席   0．7   （〕．7   

H．∫4   貸付金  7．リ   

流動負債等   0．0   0．0   

100．0  10∩．（）  
年度末積立金  

（二う97，071）   卜120，2′16）  

汗l厚牛隼企、匡11U卜触／）軋i亡企」市場運川1〉冊寸段イ勘ゾ）鰍ノ紺」合は、ノ紺糟敵棚i益を乃主なし、場合叫‘▲度末掛■差金を100（れとLこいる  

汗2 厚廿升・企、刷U卜衡ノ）い紘運川＝、隼企橘↓十首牲遁＝札、■′二子r政法人において厚牛什牒分、回尺隼余分、【＝隼金偏粧率業川かrJノ轟継Lた  
賢′〉い′銅L米韓確沌合わせて イ根▲Lてiせ川桂子j）ており、二れら仝休出運＝伯確〔叫軌抑」合をイ↓ている 

注：i（）内は美術（車イ、l／二：億rl」）であろ  
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第2章◆財政状況  

《参考》「時価ベース」について  

年金数理部会では、平成14年度財政状況報告より、すべての公的年金制度につい  

て積立金等を時価評価した参考値（「時価ベース」）の報告を受けている。   

平成14年度末以降の積立金については、すべての制度で時価ベースの値が算出さ  

れているが、各制度の時価評価の方法は図表2一卜17に示したとおりである。制度に  

よって、細かな点で若干の違いはみられるものの、評価方法は概ねそろっているも  

のと考えてよい。   

なお、厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資  

産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（平成17年度以前は旧年  

金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものであ  

り、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の  

それぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている柱。  

注 厚生年金と国民年金の積立金は、平成13年度から、厚生労働大臣が旧年金資金運用基金（平  

成18年度以降は年金積立金管理運用独立行政法人）に寄託し、同基金により市場運用されるこ  

ととなった（寄託金の使途には、市場運用のほか、財投債の引受けもある。）。同基金は、旧年金  

福祉事業団が旧資金運用部から資金を借り入れて行っていた資金運用事業に係る資産も継承し  

ており、寄託された積立金の市場運用部分と合同して、同様の方法で市場運用している。承継資  

産は年金積立金そのものではないが、この承継資産の運用実績をも広く積立金の運用実績と捉え  

た。寄託された資金と承継資産は時価評価される。なお、12年度までは、積立金は全額が旧大  

蔵省資金運用部（現財務省財政融資資金）に預託され（預託期間は原則7年）、運用収入は全額  

が預託金利子収入であった。13年度以降は、既に旧資金運用部に預託されていた分は預託の満  

期償還が完了するまでの間（平成20年度まで）、預託が経過的に継続されることになっている。  

図表2－1－17 時価評価の方法 （平成18年度末における評価方法）  

○市場運用分の国内債券、国内株式、外国債券、外国株  
厚生年金・国民年金  式については年度末の市場価格（運用手数料控除  

後）、財投債については簿価（償却原価法）   

国共済   
○包括信託については年度末の市場価格、それ以外につ  

いては簿価   

○原則として、金銭信託、国内債券、外国債券、国内株  

地共済  式、証券投資信託、有価証券信託、生命保険等につい  
ては、年度末の市場価格  
不動産、貸付金については、簿価   

○包括信託、国内債券、有価証券信託については年度末  

私学共済  の実勢価格、証券投資信託、不動産、貸付金について  

は簿価   
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（13）基礎年金制度の実績（確定値ペース）  

基礎年金制度では、基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計から特別国庫負   

担を除いたもの（以下「保険料・拠出金算定対象額」という。）を、各制度が頭割り   

で分担する仕組みとなっており、各制度から基礎年金勘定へ基礎年金拠出金が拠出   

される一方で、基礎年金勘定からは各制度へ基礎年金交付金が交付されている。   

基礎年金交付金と基礎年金拠出金の動向を確定値ベース注でみたものが、図表   

2－卜18及び図表2119である。 

注 基礎年金拠出金、基礎年金交付金の確定値ベースの額とは、当該年度における保険料・拠出金  

算定対象額などの実績の値（確む値）を用いて算出した額のことである。なお、基礎年金制度で  

は、当該年度における保険料・拠出金算定対象額などの見込額を用いて貸出した基礎年金拠出金、  

基礎年金交付金の概算軸が拠＝・交付され、その後、当該年度における確定額と概算額との差額  

が翌々年度に精算される仕組みとなっており、前述の決節ベースの額は、この概算額と精算額の  

合計になっている 

図表2－1【18 基礎年金交付金の推移《確定値ベース）  

被用者年金  
年度  H共済  地共済  私学共済  

肘農林叶・食   制度計   

平成   億円  億円  侶こF】］   億「1］   憶「lJ   億lIj  億I】」   億lIJ   億ll」   

ロ        2，167   5，206  297  36，619   ：il，507   68，126   

8        2，187  5，158  287  ：う6，045   二う0，：i19   66，こi64   

9   26，451  2，184   5，079  276  ：う′1，（）77   29，01日   6こう，995   

10   25，80′1  2，178   5，0：ミニi  265  こiこう，857   28，132   61，989   

2ぺ，750  2，12日  4，916  25こぅ  32，610   26，941   59，551   

12   21，2こ‖  2，077   4，72′1  239  31，822   25，588   57，410   

23，059  527  2，00∫1  ′1，509  228  ：う0，328   2‘1，251   51，579   

‖   22，638  l，925   4Ji25  218  29，193   22，916   52，110   

15   21，′12R  1，825   ∫4，026  201  27，481   21，378   48，862   

16   20，145  1，729  ：う，770  192  25，836   1（），957   45，79こi   

17   18，92：ミ  1，6：う8   こう，56こう  180  2′1，301   1月，583   42，H87   

17，395  1，54：う   3，こう50  168  22，455   17，197   39，653   

対前年度増減率（（舛，）  

0．9  △0．9  △：う．4  

ゝ0．1  △1．5   △：う．9  
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注1厚生年金の平成醐て度以前はl【」井済を含まず、、n戒13年度以前は旧農林年金を含主ない。  
注2 平成9隼度の被用者ヰ金制度計〝）額は、＝十三共済の平成9年2月分、3月分の給付に係る基礎年金交付金  

の確定値（‘110佑【Tj）を含む。「■司様に、14年塘の客則訓1農林年金分拍7億円）を含む。  
注3 厚′巨半金の対l和牛度増減率の《）卜加ま、ヤ成サ隼度については平成8年度にIli二共済分を含めた場合の  

率、平成1車卜度に／ついては平成1：件度にl廿農林隼金分を含めた場合の率である〔「  
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第2章◆財政状況   

基礎年金交付金（確定値ベース）の推移をみると、各制度ともほぼコンスタント  

に減少を続けている。 基礎年金交付金は、旧法年金に係る基礎年金相当給付費（み  

なし基礎年金給付費）に充てられるもので、旧法年金の受給権者の新規発生は限ら  

れていることから、今後減少を続けていくものと思われる。   

一方、基礎年金拠出金（確定値ベース）については、各制度とも増加を続けてい  

る。この増加傾向は、基礎年金給付費が大幅な増加を続け、保険料・拠出金算定対  

象額が増加していることを反映したものである。  

図表2－1－19 基礎年金拠出金の推移《確定値ベース）（特別国庫負担分を除く）  

年度  国共済   
被用者年金  

rH農林隼金   地共済  私学共済   制度計   

平成   億円  億「1】  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  2，660  7，425  815  83，089   21，777  104，865   

8  2，792  7，800  862  87，804   23，061   110，865   

9   79，669  2，945  8，216  912  93，132   23，619  116，751   

10   84，991  3，144  8，786  984  99，129   24，995   124，124   

89，002  3，329  9，280   1，047    103，939   26，848  130，787   

12   93，633  3，569  9，705   1，116    109，361   27，946  137，307   

13   97，575   1，380   3，719  10，088  1，175    113，937   29，319   143，255   

14   102，730  3，915  10，635   1，259    118，780   30，873  149，653   

15   106，850  4，009  10，905   1，319    123，082   31，610  154，692   

16   110，314  4，087  11，074   1，376    126，852   32，192  159，044   

17   115，207  4，190  11，300   1，443    132，139   32，276  164，416   

18   119，991  4，300  11，571   1，524    137，385   32，477  169，862   

対前年度増減率（％）  

5．8 王  4．3：  4．3       l‾‾●‾‾‾‾‾‾‾■t  
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注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
住2 平成9年度の被用者年金制度計の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年2月分、3月分の給付に係る負  

担分として納付する額（226億円）を含む。同様に、平成14年度の額は旧農林年金分（242億円）を含む。  
注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧二共済分を含めた場合の率、  

平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

平成18年度の基礎年金拠出金（確定値ベース）の対前年度増加率をみると、厚生  

年金が4．2％増、国共済が2．6％増、地共済が2．4％増、私学共済が5．6％増である  

のに対し、国民年金は0．6％増と小さい伸び率となっている。これは、国民年金の  
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第2章◆財政状況  

被保険者数の減少等により拠出金算定対象者数に占める国民年金の割合が低下した  

ことが要因となっている。また、国民年金は平成17年度も他制度に比べ伸び率が小  

さくなっているが、17年度には第3号被保険者の特例届出の措置が講じられており、  

それに伴い拠出金算定対象者放（第3号被保険者分）が増加したことから、国民年  

金の分担が相対的に小さくなったことが影響していると考えられる。   

図表2120は、基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計、特別国庫負担額、  

保険料・拠出金算定対象額、各制度の基礎年金拠出金算定対象者数の推移を確定値  

ベースでみたものである。これによると、保険料・拠出金算定対象額は毎年度増加  

しており、平成18年度は対前年度3．3％増であった。   

保険料・拠出金算定対象額の各制度分担分（＝当該制度の基礎年金拠出金）は、  

基礎年金拠出金算定対象者数で按分した額である。基礎年金拠出金算定対象者数と  

は、被用者年金の場合は当該被用者年金に係る第2号被保険者（20歳以上60歳末  

満の者に限る。）と第3号被保険省▲の人数、国民年金の場合は第1号被保険者数（任  

意加入を含む。保険料納付者に限る。）汗のことである。〕   

基礎年金拠出金算定対象者牧は制度全体で減少を続けていたが、平成17年度に  

3．1％増と一時的に増加した後、18年度には3．6％減と再び減少した。平成17年度  

の増加は、17年度に第3号被保険者の特例届出の措置が講じられ、拠出金算定対象  

者数が147力▲2千人増加したことが主な要因となっており、18年度は平常ベースの  

水準に戻ったことから、 その反動で大きく減少したものと考えられる。基礎年金拠  

出金算定対象者数の推移を制度別にみると、平成16年度までは、総じて減少傾向に  

ある中で、私学共済で若t二ながら増加し、厚牡牛金でも近年微増しているという状  

況にあった。その後、被用者隼金では、第3号被保険者の特例届出の措置の影響等  

により、各制度とも17年度に増加し、18年度に減少している。国民年金では、被  

保険者数の減少や納付率の低卜等を反映し、18年度は6．1％減となっている。   

注 同比年金に係る基礎年金拠出金算定対象者数は、保険料納付済ノJ数を12で割ることで人数換  

等したものであるり ただし、、1′裾免除の場合は1／2月、、軸支18隼7月に導入された多段階免除  

制度における4分の1免除、1う）の：う免除の場介はそれぞれ3／／4ノ】、1／1月として計1二される 

例えば、、†二腐i免除の者が1年制保険料を納イ、j‘した場斜こはり2人とカウントされる 

31   



第2章◆財政状況   

図表2－1－20 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計額、特別国庫負担額、  

○確定値ベース  
基礎年金拠出金単価、基礎年金拠出金算定対象者数等の推移   

基礎年金給  
付費と基礎  保険料・拠  

特別国庫   年度    年金相当給  
イ、」一費の合計  拠出金 単価  
額  

①  ②  ①－②   

平成   億円   億円  億円  円  千人  千人  千人  千人  千人   丁・人  千人    千人   

7  109，779  4，914 104，865    14，111          1，571 4，385   481    12，860   

8  115，772  4，907 110，865    14，972          1，554 4，341  480    12，836   

9  121，639  4，889 116，751    15，765    42，232     1，557 4，343   482    12，485   

10  129，066  4，942 124，124    16，988    41，691     1，542 4，310   483    12，261   

四  135，656  4，869 130，787    18，024    41，149     1，539  4，291  484    12，413   

12  142，140  4，833 137，307    19，149    40，747     1，553 4，224   485    12，162   

13  148，173  4，918 143，255    20，149    40，356     1，538  ′1，172   486    12，126   

†1  154，563  4，910 149，653    21，450    06  （565）    1，521 ′1，132   489    11，994   

15  159，559  4，868 154，692    22，239    38  1，502 4，086   494    11，845   

16  163，886  4，842 159，044    22，924    02  1，486  4，026   500    11，702   

17  169，246  4，830 164，416    22，986    66  1，519 4，097   523    11，701   

18  174，536  4，674 169，862    24，626  57，480  40，604  455  3，916   516    10，990   

対前年度増減率（％）  

5．5 △ 0．1  5．7   

5．1 △ 0．4  5．3   

6．1   1．1  6．3  

5．1 △1．5  5．4  

4．8 △ 0．7  5．0   

4．2   1．8  4．3   

4．3 △ 0．2  4．5  

3．2 △ 0．9  3．1  

2．7 △ 0．5  2，8  

3．3 △ 0．2  3．4  

3．1 △ 3．2  3．3  

△ 0．4  

0．0  

△1．3  

△ 0．7  

△1．2  

△ 0．8   

△1．9   

△ 0．3   

△ 0．3  

3．1  

△ 3．6  

△0・3毒＿△＿ユ＝エ」△1・7：△1・1△1・0 △0．3 △0．2   

2．6 《0．9》童△2．3至 0．2  0．0  0．5 △2．7  

△1．3  ；△2．4：△0．9 △0．8  0．1△1．8  

△1．3  ：△1．4；△0．2 △0．4  0．3   1．2  

△1．0  …△1．7  

△1．0  ぎ△2．0  

△0．9  （△2，3》  

0．1  

0．2  

4．2  

△ 2．8  

0．9 △l．6   0．3 △ 2．0  

△1．0 △1．2   0．1 △ 0．3  

△1．1 △1．0   0．6 △1．1  

△1．2 △1．1  1．1 △1．2   

△1．1 △1．5  1．2 △1．2  

2．2   1．8   4．5 △ 0．0  

△ 4．2 △ 4．4 △1．4 △ 6．1  

基礎年金拠出金算定対象者数の構成比 合計 幅生年金柑三箕訂「甫麗煎；冠 

国共済卜 地共済：私学共済匝民年金  

％   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100，00   

100，00   

100，00   

100．00   

100．00   

100．00   

％童   呵   ％  

66・62：1・18：1・03  

66．68：1．17：1．02  

68，43     1．00  

68，47      0．99  

％  ％  ％  ％   

2．54   7．08   0．78  20，77   

2．52  7．04  0．78  20．80   

2．52   7．04   0．78  20．23   

2．53   7．08   0．79  20．14  

68．05     0．98 喜 2．55  7．10  0．80  20．53  

2．60   7．07   

2．60   7．04   

2．62   7．11   

2．59   7．05   

2．57   6．96   

2．55   6．87   

2．53   6．81  

0．81  20．35   

0．82  20．47   

0．84  20．63   

0，85  20，43   

0．87  20．2∠1   

0．88  19．63   

0．90 19，12  

注1厚／上井金の平成8年度以前はIH三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
江2厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8牛度にl口1共済分を含めた場合の率、平成14年度については平成13年  

度にl軋農林年金分を含めた場合の率である〔 
江3（）内は、旧農林年金が納付する額を算定するため人数換算された拠出金算定対象者数であり、厚生年金の内数である｛，  
注4平成17咋度は第3片被保険者の特例届Hの措置が講じられたため、拠山金算定対象者数が1，472f・人増加している。  
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第2章◆財政状況   

また、平成18年度の基礎年金拠出金算定対象者数の内訳を確ス封直ベースでみたも  

のが、図表2卜21である。平成18年度の基礎年金拠出金算定対象者数5，748万人  

のうち、第1号被保険者注が1，099万人、第2号被保険二軒j二が3，572力▲人、第3号被  

保険者が1，077ノノ人となっており、第2号被保険者数に対する第3号被保険者数の  

比率は0．30である（。第2号被保険者数に対する第3片被保険者数の比率を制度別に  

みると、厚生年金で0．30、国共済で0．39、地共済で0．30、私学共済で0．24となっ  

ており、国共済で高く私学共折で低い状況にある。  

注 基礎年金拠日金算定対象者数の内訳としての人数であり、第1号被保険者は保険料納付者に、  

第2号被保険者は20歳以卜60歳末満の者に限られている 

図表21▼21基礎年金拠出金算定対象者数の内訳 【平成18年度 確定値ベース  

区分   厚生年金  国共済   地共済  私学共済  国民年金   合計   

千人  丁一人  千人  丁一人  丁・人  丁一人  

拠山金算定対象者数  40，60′1   1，‘155  3，916  516   10，990  57，180   

第1号  ①   10，990  10，990   

第2り （貧   31，260  1，044  ：i，004  416  35，72ニi   

第3‡コ ③  9，34ノ′1 111 912 100  10，767  

第2けに対する 
第3号の比率  

③／セ）  0．30  0Jう9  0．：う0  0．24  0．30   
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第2章◆財政状況  

2 被保険者の現状及び推移  

（1）被保険者数 一厘生年金、私学共済で増加一  

平成18年度末の被保険者数は、被用者年金では厚生年金が3，379万人、国共済   

108万人、地共済304万人、私学共済46万人、公的年金制度全体では7，038万人で   

あった（図表2－2－1）。被用者年金では厚生年金が全体の88％を占める。  

公的年金制度全体の被保険者の内訳をみると、国民年金第1号被保険者（任意加   

入被保険者を含む）2，123万人、国民年金第3号被保険者1，079万人、被用者年金   

制度の被保険者3，836万人である。  

図表2－2－1被保険者数の推移  

年度末  国共済  地共済  私学共済  被用者年金 制度計            公的年金 制度全体   国民年金  
忙】農林年金  第1号l第3号   

平成   千人  千人  千人   丁一人   千人  千人  丁一人   丁人   千人  千人   
7        1，125  3，339  400    38，648  69，952  19，104 12，201   
8        1，124  3，336  401    38，824  70，195  19，356 12，015   

9   33，468  1，122  3，326  401    38，807  70，344  19，589 11，949   

10   32，957  1，111  3，306  403    38，258  70，502  20，426 11，818   

32，481  1，106  3，288  404    37，755  70，616  21，175 11，686   

12   32，192  1，119  3，239  406    37，423  70，491  21，537 11，531   

13   31，576  459  1，110  3，207  408    36，760  70，168  22，074 11，334   

14   32，144  1，102  3，181   429    36，856   70，460  22，368 11，236   

15   32，121  1，091  3，151   434    36，798  70，292  22，400 11，094   

16   32，491  1，086  3，111   442    37，130  70，293  22，170 10，993   

17   33，022  1，082  3，069  448    37，621  70，447  21，903 10，922   

18   33，794  1，076  3，035  458    38，363  70，383  21，230 10，789   

対前年度増減率（％）   
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注1国民年金の第1号被保険者数には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前はIR二共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
柱3 厚生年金の対前年度増減率の《）内は、平成9年度については平成8年度にIR三共済分を含めた場合の率、平成14  

年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

被保険者数の推移をみると（図表2－2－1、図表2－2－2）、平成18年度は、厚生年金  

で2．3％、私学共済で2．1％の増加となっており、被用者年金制度計で2．0％の増加  

となった。一方で、国民年金の第1号被保険者は3．1％減少し、公的年金制度全体  

一 34 －  
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第2章◆財政状況  

では0．1％の減少であった。平成16年度以降、経済状況が回復する中で、被用者年  

金制度の被保険者数が増加している状況がうかがわれる。   

平成7年度以降の被保険者数の動向をみると、厚生年金は、平成9年度をピーク  

に減少傾向を示していたが、γ成14年度には農林年金の統合と被保険者の適用拡大  

（被保険者の資格の年齢卜限を65歳末清から70歳末満へ引卜げ汗）の影響で増加し  

たほか、平成16年度以降は前述のとおり経済状況の回復などにより増加している。  

国共済は、平成12年度に地方事務官の組合員としての資格が地共済から国共済に変  

更されたことに伴い増加した以外は減少を続けており、地共済も一貫して減少して  

いる。 一方で、私学共済は ▲gぎして増加しており、特に被保険者の適用拡大が行わ  

れた平成14年度の伸びが大きくなっている。また、国民年金については第1号被保  

険者数が増加を続けていたが、平成16年度以降は減少している。   

注 国共済及び地井済は、従来より被保険者資格に年齢上限はない。  

図表2－2－2 被保険者数の推移  

千一人  

35，000  

30，000  

25，000  

20，000  

15，000  

5，000   

4，000   

3，000   

2，000   

1，000   

0  

平成 7 8 9101112131415161718 年度  
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第2章◆財政状況  

（2）年齢一被用者年金の平均年齢は地共済が最も高く、国共済が最も低い一   

被保険者の平均年齢を平成18年度末でみると（図表2－2－3）、被用者年金では地   

共済が最も高く44．0歳、次いで厚生年金41．6歳、私学共済41．4歳、国共済40．3   

歳の順となっている。 また、国民年金第1号被保険者の平均年齢は40．0歳となって   

いる。  

図表2－2－3 被保険者の年齢  一平成18年度末一  

国民年金  

区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済         第1号l第3ぢ一   

平均年齢   歳  歳  歳  歳  歳  歳   

計   41．6  40．3  44．0  41．4  40．0  43．2   

男性   42．5  41．0  44．9  47．0  39．1  48．3   

女性   40．0  37．0  42．4  36．4  41．0  43．1   

年齢分布（男女計）   ％  l袈，  （沌  （冥）  ％  ％，   

計   100．0  100．0  100．0  100．0     100．0100．0  

20歳末満   0．7  1．7  0．1  0．0   

20～24歳   7．5  7．1  2．7  11．1   19．9 1．6  

25～29歳   13．1   11．1  9．0  15．7  10．7  6．8   

30～34歳   14．5  15．7  12．5  12．3  10．5  15．1   

35～39歳   13．3  15．3  12．9  10．8  10．2  17．9   

40～44歳   11．2  13．8  12．9  10．0  8．5  15．5   

45～49歳   10．4  13．0  15．0  10．1  8．3  14．1   

50～54歳   10．2  11．1   16．8  9．5  10．9  14．4   

55～59歳   12．0  9．1   16．1   10．3  19．5  14．6   

60～64歳   5．2  2．0  2．0  6．7  1．2   

65歳以上   1．9  0．1  0．1  3．5  0．1  

注1 国民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  
注2 厚生年金の男性には坑内員・船員を含む。  
注3 平均年齢は、年度末の年齢（月数を考慮しないベース）を単純に平均し  

た値に0．5を加算したベースの数値である。  

平成18年度末における被保険者の年齢分布をみると（図表2－2－3、2－2－4）、地共  

済の分布は、45～49歳、50～54歳の割合がそれぞれ15．0％、16．8％と他制度に比  

べて高いほか、55～59歳の割合も16．1％と高く、54歳以下で総じて年齢が若い方  

ほど割合が小さくなる逆ピラミッド型となっており、特徴的である。厚生年金は、  

30～34歳（14．5％）と55～59歳（12．0％）に2つの山があり、国共済は30～34歳  

（15．7％）、35～39歳（15．3％）で前後の年齢層に比べ割合が大きくなっている。  

また、私学共済は、25～29歳で15．7％と前後の年齢層に比べ突出している他、65  

歳以上が3．5％と他制度に比べて大きくなっている。   

国民年金第1号被保険者は被用者年金と異なる年齢分布を示しており、20～24歳  

が最も多く19．9％、次いで55～59歳の19．5％となっている一方で、40～49歳の各  

年齢層は10％以下の割合となっている。  

36 －  
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第2章◆財政状況  

図表2－2－4 被保険者の年齢分布  、ド成18年度末  

厚生 年金  国 共 済  地 共 済  
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図表22－5 被保険者の平均年齢の推移  

○男女計  

年度末   厚年  ．年金   国共済  地共済  私学共済   国民年金  

＝口農林年金  
第1号l第3号   

平成   歳   歳   歳  歳  歳  歳  歳   

7  39．0  42．0  39．4  40．8  41．4   

8  39．1  41．7  39．5  40．7  42．0   

9  39．2  42．1  39．6  40．4  42．1   

10  39．5  ノ12．4  39．8  40．0  42．2   

39．8  42．7  40．0  39．8  42．4   

12  39．9  42．8  40．1  39．7  42．5   

13  40．0  43．2  40．2  39．6  42．6   

14   41．3  40．2  43．4  41．3  39．7  42．6   

15   41．4  40．4  43．5  41．3  39．6  42．7   

16   41．5  40．5  43．9  41．3  39．7  42．8   

17   41．6  40．3  43．8  41．4  40．0  43．1   

18   41．6  40．3  44．0  41．4  40．0  43．2   

年度末   厚生年金 ‾   国民年金  

：両肩有年奄   
国共済  地共済  私学共済         第1号l第3号   

、ド成   歳童  歳   歳  歳  歳  歳  歳   

7   40．7：   41．1   39．5  42．8  44．7  39．6  46．6   

8   40．8；   41．4   39．6  42．6  44．9  39．5  48，8   

9  41．1：  41．7   39．7  42．9  45．0  39．1  48．3   

10   41．2：   41．9   40．0  43．3  45．2  38．9  49．1   

41．3   42．2   40．3  43．6  45．4  38．6  48．6   

12   41．4；   42．3   40．5  43．7  45．6  38．5  49．2   

13   41．5：  42．6   40．6  44．0  45．7  38．5  48．7   

14   42．l   40．7  44．3  47．1  38．7  47．4   

15   42．2   41．0  44．4  47．1  38．5  47．0   

16   42．3   41．2  44．9  47．1  38．7  48．5   

17   42．4   41．0  44．7  47．0  39．0  48．0   

18   42．5   41．0  44．9  47．0  39．1  48．3   

年度末  国民年金  

旧農林年金  国共済  地共済  私学共済            第1弓・l第3号   

平成   歳   歳   歳  歳  歳  歳  歳   

7  36．8  40．4  34．4  41．9  41．4   

8  36．9  40．1  34．5  41．9  41．9   

9  36．9  40．6  34．7  41．5  42．1   

10  37．1  40．8  34．8  41．2  42．2   

37．1  41．1  35．0  40．9  42．3   

12  37．4  41．4  35．2  40．8  42．4   

13  37．4  41．6  35．4  40．7  42．5   

14   39．6  37．4  41．9  35．9  40．7  42．6   

15   39．6  37．4  42．0  36．0  40．7  42．6   

16   39．7  37．4  42．2  36．1  40．7  42．8   

17   39．8  37．2  42．3  36．2  41．0  43．0   

18   40．0  37．0  42．4  36．4  41．0  43．1   

柱l 国民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

注3 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第二種被保険者についての数倍である。  
注4 平均年齢は、年度末の年齢（月数を考慮しないベース）を単純に平均した値に0．5を加算  

したベースの数値である。  
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平均年齢の推移をみると（l叶表225）、被用者年金では、平成18年度は国共済  

の女一性が若干低下しているが、各制度とも概ね上昇を続けてきている。厚生年金と  

私学共済では、平成14年度に65歳末満から70歳末満への被保険者の適用拡大等の  

影響で大幅に卜昇したが、15隼度以降は従来程度の伸びに戻っており、18年度は横  

ばいであった。私学共済は、被用者年金の中で男性の平均年齢が最も高く、女性の  

平均年齢が最も低いという特徴をもつが、適用拡大があった平成14年度に特に男惟  

で大きく上昇したのが臼＼七っている。   

一方、国民年金の第1号被保険者の平均年齢は、低F傾向の後、近年は横ばいと  

なっていたが、平成17年度に0．3歳上昇した。平成18年度は17年度と変わってい  

ない。  

（3）男女構成 一女性割合の多い私学共済、少ない国共済一   

被保険者に【土子める女性の割合を、†そ成18年度末でみると（図表22－6）、被用者年金   

では私学共済が52．5％，と最も大きく、5割を超えている。 一方、地共済と厚生年金   

は、それぞれ36．9（％、34．5％でこう割強、国共済は最も低く19．3％である。  

また、国民年金第1号被保険者の女性割合は49．6％である。  

図表22－6 男女別被保険者数  平成18年度未払  

区分   厚生年金  国共済   地共済  私学共済  
公的年金  国民年金  
制度全体  

第】ぢ  第3与う 

「▲人  「一ノ、  †一人  千人  千・人   千人  千人  

計  33，701   1，07（i  3，035  458  70，38：う   21，230  10，789   

タこ丹l 22，13（）  86H  l，917  217  ：う5，9二i6   10，696  99   

女什   11，655  208  1，119  2′10  34，小17   10，535  10，690   

女一性   （シム  ） （シ；，  （パ，  （冥、   （舛，  （シ（）   

割合   3′4．5  19∴う  36．9  52．5  48．9   49．6  99．1   

注 国民年金の第1号被保険者数には什意加入被保険者を含む。   

女性割合の推移をみると（図表2－27）、国民年金で毎年少しずつ減少してきてい  

る一一方で、被用者年金では各制度とも微増傾向にある。私学共済では平成14年度に  

一時的に1．2ポイントの減少となっているが、これは、被保険者の適用拡大等の影  

響で男性を中心に被保険者数が増加した結果と考えられる。  
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第2章◆財政状況  

図表2－2－7 被保険者の女性割合の推移  

年度末  国民年金  

国共済  地共済  私学共済          公的年金 制度全体       旧農林年金      第1号 l第3号   
平成   ％   ％   ％  ％  ％  ％   ％  ％   

7  16．9  35．4  51．9  49．6   51．7  99．7   
8  17．1  35．6  52．1  49．5   51．6  99．7   
9  17．2  35．8  52．2  49．4   51．5  99．7   
10  17．4  36．0  52．4  49．4   51．2  99．6   

17．5  36．1  52．6  49．4   50．9  99．6   
12  17．7  36．3  52．7  49．3   50．7  99．5   
13  17．8  36．4  52．8  49．3   50．5  99．5   
14   33．2  17．9  36．5  51．6  49．1   50．1  99．4   
15   33．5  18．1  36．7  51．9  49．1   49．9  99．3   
16   33．8  18．5  36．7  52．1  49．1   49．8  99．2   
17   34．2  18．8  36．8  52．3  49．1   49．7  99．1   
18   34．5  19．3  36．9  52．5  48．9   49．6  99．1   
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注1国民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  

注2厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
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第2章◆財政状況  

（4）年齢階級別コーホートの増減   

被用者年金について、年齢階級別のコーホートに着目してその被保険者数の増減   

率（平成17年度末→平成18年度末）の状況をみると（図表2－2－8）、平成18年度   

末に20～24歳のコーホートでは、大学等を卒業して新たに被用者年金に加入する者   

などの影響で各制度とも大きく増力【Jしている。←一方、60～64歳のコーホートでは私   

学共済を除いて、 65～69歳のコーホートでは地共済を除いて大きく減少しており、   

被用者が退職などにより次第に脱退していく様子がうかがえる。  

制度別にみると、   

・厚生年金の男性では、景気回復の影響等で55歳末満の各階級で増加している   

・厚生年金の女性と私学共済では、結婚や出産の影響等で25～29歳、30～34歳  

のところで減少している   

・私学共済では60～64歳の減少率が他制度に比較して小さい   

といった特徴がある。  

図表2－2－8 年齢階級別被保険者数のコーホート増減率  

（、自戒17年度末→平成18年度末）  

年齢階級  厚生年金   国共済   地共済  私学共済  

（平成18年度末）  男性1 女惟   

％  ％  ％   ％  ％  ％  

計  2．3  1．8  3．3   △ 0．5  △1．1  2．1   

20～24歳   34．0  35．3  32．6   22．0  56．5  43．4   

25～29歳   3．8  7．0  △ 0．4   3．9  11．4  △1．8   

30～34歳   1．0  2．0  △ 0．9   0．1  1．6  △ 0．3   

35～39歳   1．7  1．2  2．9   △ 0．1   △ 0．7  1．1   

40～44歳   2．2  0．8  5．3   △ 0．7  △1．7  1．6   

45～49歳   1．5  0．5  3．8   △ 0．9  △1．7  1．4   

50～54歳   0．5  0．2  1．0   △ 6．2  △ 2．1  0．4   

55～59歳   ／＼1．1   △ 0．7  △1．8   △ 9．2  △ 3．8  △ 0．6   

60～64歳   △12．1 △12．0  △12．6  △ 35．5  △ 45．4  △ 3．8   

65～69歳   △15．3  △15．2  △15．3  △ 48．1   △ 7．5  △14．7   

注1 隼齢階級は、各コーホートの平成18年度末における年齢である。  

柱2 20歳未満は、新規加入がj二となるため算H＝ノていない。  
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第2童◆財政状況  

（5）1人当たり標準報酬績（月額） 一男女間の差が小さい国共済と地共済一   

被用者年金について1人当たり標準報酬月額（賞与は含まない）を平成18年度末   

でみると（図表2－2－9）、最も高いのは地共済で45．1万円、次いで国共済41．0万円、   

私学共済36．9万円、厚生年金31．3万円の順となっている。 なお、地共済の標準報   

酬月額は、地共済から報告を受けた「平均給料月額」が時間外勤務手当を始めとす   

る諸手当を含まないベースのものであるので、他制度と比較するために1．25倍した   

ものである（地共済は他の制度と異なり、「給料」で掛金や給付額を算定する仕組み   

となっている。）。   

また、1人当たり標準報酬月額の男女間の差を、男性を100とする女性の水準に   

よってみると、国共済、地共済の2制度がそれぞれ82．9、93．5であり、厚生年金の   

63．6、私学共済の66．0に比べて男女間の差が小さい。  
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図表2－2－9 1人当たり標準報酬月額  一平成18年度末－  

区分  厚生年金  国共済   地共済  私学共済   

円  円  円  F⊥】  

計  く312，703〉 く409，598〉 く450，818〉 く368，611〉   

男性  く357，549〉 く423，633〉 く461，820〉 く448，596〉   

女性  

男性を100  

とした女性  く82．9〉  く93．5〉  く66．0〉   

の水準   

注1「標準報酬月額ベース」の数値であり、年度末におけ  
る標準報酬月額の被保険者1人当たり平均である。  

注2 地共済の1人当たり標準報酬月額は、平均給料月額を  
標準報酬ベースに換算した（1．25倍）場合の額である  

注3 地共済の平均給料月額は男女計360，654円、  
男性369，456円、女性345，574円である。  

注4 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第∴種被保  
険者についての数値である。   

次に、賞与も含めた総報酬ベースでの水準をみる。1人当たり標準報酬額（総報  

酬ベース・月額）、すなわち、総報酬ベースの標準報酬総額（年度間累計）を年度間  

平均被保険者数で除した額（月額）をみると（図表2－2－10）、平成18年度では、地  

共済60．0万円、国共済54．5万円、私学共済48．7万円、厚生年金37．4万円の順と  

なっており、標準報酬月額ベースと同様の状況になっている。  
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第2章◆財政状況   

また、総報酬ベースの男性を100とした女性の水準は、標準報酬月額ベースに比  

べ、各制度とも若干低めとなっている。  

図表2－2－101人当たり標準報酬額（総報酬ベース・月額）平成18年度  

Lさ二分  厚生年金  国共済   地共済  私学共済   

「り  円  門  トl」  

計  373，H19  545，429  599，560  486，689   

男性   431，ノ195  566，738  618，443  598，393   

女性  264，′ノ186  456，922  567，222  385，509  

男性を100  

とした女性  61．3  80．6  91．7  6／1．4   

の水準  

注1 「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額 〈総  
報酬ベーース〉 の年度間平均（被保険者一人当たり月  

額）である、1  

注2 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第二種被  
保険者についての数値である。  

1人当たり標準報酬額（月額）の推移をみると（図表2－2－11）、厚生年金で近年僅  

かながら低下傾向が続いているほか、私学共済もここ数年低下傾向にある。平成18  

年度の総報酬ベースでの対前年度増減率は、厚生年金で0．1％減、地共済で0．5％減、  

私学共済で0．7％減であり、国共済は横ばいとなっている。   

また、男性を100とした女性の水準の推移をみると（図表2－2－12）、厚生年金、  

地共済、私学共済については、平成12年度を除き、少しずっではあるが男女間の差  

が縮まってきている。  
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図表2－2－111人当たり標準報酬額（月額）の推移  

年度  

く年度末〉  
国共済   地共済   私学共済  

旧農林年金   

平成   円   円   円  円  円   

7  く379，903〉  く424，225〉  く343，239〉   

8  く385，459〉 く432，775〉 く348，348〉   

9  く390，090〉  〈441，521〉  く353，682〉   

10  く396，612〉  く448，151〉  く357，706〉   

く401，956〉  く453，615〉  く360，832〉   

12  く410，007〉  く458，066〉  く366，349〉   

13  〈412，231〉 く461，583〉 く367，677〉   

14   く314489〉  く406373〉  く456，830〉  く369，995〉   

375，064  542，694  602，387  498，031  

く313，893〉  く402，646〉 く453，265〉 く370，972〉  

374，812  543，117  603，578  493，099  

く313，679〉  く406，543〉  く454，605〉  く369，692〉  

17  374，238  545，501   602，790  490，336  

〈313，204〉  く408，832〉  く454，555〉  く369，808〉  

18  373，849  545，429  599，560  486，689  

く312，703〉  く409，598〉 く450，818〉 く368，611〉   

対前年度増減率（％）  

〈1．5〉  〈2．0〉   

く1．2〉  〈2．0〉   

く1．7〉  〈1．5〉   

く1．3〉  く1．2〉   

く2．0〉  く1．0〉   

〈0．5〉  く0．8〉  

〈△1．4〉   く△1．0〉  

く1．5〉  

く1．5〉  

く1．1〉  

く0．9〉  

〈1．5〉  

く0．4〉  

く0．6〉  

く1．2〉竜  く1．7〉   

く1．8〉：   く1．5〉  

く△0．2〉：   く1．1〉  

く△0．3〉：  く0．9〉   

〈1．1〉：   く0．9〉  

く△0．0〉星   く0．6〉  

く△1．3〉   

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

く0．3〉   

△1．0  

く△0．3〉   

△0．6   

く0．0〉   

△0．7  

く△0．3〉  

く△0．9〉   く△0．8〉  

0．1  0．2   

く1．0〉  く0．3〉  

0．4  △0．1   

く0．6〉   く△0．0〉   

△0．0  △0．5   

〈0．2〉   〈△0．8〉  

く△0．2〉   

△0．1  

く△0．1〉   

△0．2  

〈△0．2〉   

△0．1  

く△0．2〉  

1平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額〈総   
報酬ベース〉の年度間平均（被保険者一人当たり月額）である。   

また、く〉内は「標準報酬月額ベース」の数値であり、年度末における   

標準報酬月額の被保険者1人当たり平均である。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は  
旧農林年金を含まない。  

注3 地共済の1人当たり標準報酬月額は、「平均給料月額」を標準報酬月  
額ベースに換算した場合の額である。  
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第2章◆財政状況  

図表2－2－12 1人当たり標準封姻トl額（月額）の男性を100とした女性の水準の推移  

年度  厚生  年金  国共済   地共済   私学共済   
く隼度末＞  王旧農林午金  

7   〈59．2〉  く67．2〉   く84．7〉  く91，6〉  く62．6〉   

8   く59．4〉  〈67．7〉   く84．2〉  く91．6〉  〈63．0〉   

9   く59．5〉  く67．9〉   く83．9〉  く92．2〉  く63．4〉   

10   く60．2〉  〈68．1〉   く83．6〉  く92．4〉  く63．7〉   

く60．9〉  く68．3〉   く83．4〉  く92．7〉  く64．0〉   

12   く60．8〉  く68．3〉   く83．7〉  く92．6〉  く63．4〉   

13   く61．4〉  く68．6〉   く83．8〉  く92．8〉  く63．7〉   

14   く62．4〉  〈83．4〉  く92．9〉  く64．5〉   

61．0  81．5  91．0  63．0  

く62．5〉  く83．2〉  く93．0〉  く64．9〉  

6l．0  81．2  91．1  63．5  

く62．9〉  く83．3〉  く93，3〉  く65．3〉  

17  61．2  81．2  91．6  63．9  

く6：う．3〉  く83．2〉  く93．7〉  く65．5〉  

18  61．3  80．6  91．7  64．4  

く63．6〉  く82．9〉  く93．5〉  く66．0〉   

対前年度増減差  

く△ 0，5〉  〈0．0〉  く0．4〉  

く△ 0．4〉  く0．5〉  く0．4〉  

く△ 0．2〉  〈0．2〉  く0．2〉  

く△ 0．2〉  く0．3〉  〈0．3〉  

く0．3〉  く△ 0．1〉  く△ 0．6〉  

く0．1〉  〈0．2〉  く0．3〉  

く△ 0．4〉  く0．1〉  く0．8〉   

8  

9  

10  

11  

12  

13  

、  

15  

16  

17  

18  

く0．2〉  

く0．1〉  

く0．6〉  

く0．7〉  

く△ 0．0〉  

く0．6〉  

く0．5〉  

く0．2〉  

〈0．2〉  

く0．2〉  

く0．0〉  

く0．2〉  

く1．0〉  

く0．1〉  

0．0  

〈0．1〉  

0．2  

く0．3〉  

0．1  

く0．3〉  

く0．0〉  く0．4〉  

0．1  0．5  

く0．3〉  〈0．4〉  

0．5  0．4  

く0．4〉  く0，2〉  

0．1  0．5  

く△ 0．2〉  く0．5〉  

く△ 0．2〉  

△ 0．4  

く0．1〉  

0．1  

く△ 0．1〉  

△ 0．6  

く△ 0．4〉  

柱1平成15咋度以降ほ「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額〈総報  

酬ベース〉の隼度聞、十王均（被保険者 一人、■1たり月額）の女性水準である。  

また、く、〉内は「標準報酬j〕額ベース」の数値であり、隼度末における標  

準報酬Jj額の被保険者1人、！jたり平均の女性水準である。  

托2 相生年金の、ド成H年度以前はl［］三共済を含まず、、F成13年度以前は旧  

農林年金を含まない。  
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（6）標準報酬総額 一厚生年金・私学共済で増加一   

被用者年金の平成18年度の標準報酬総額（総報酬ベース・年度間累計）は、厚生   

年金151兆6，357億円、国共済7兆337億円、地共済21兆8，829億円、私学共済2   

兆6，827億円であった（図表2－2－13）。   

標準報酬総額の推移をみると、厚生年金は平成16年度以降増加しており、平成  

18年度は総報酬ベースで2．0％の増であった。また、私学共済では一貫して増加傾   

向が続いており、 平成18年度に総報酬ベースで1．3％増となっている。ともに、被   

保険者数の増加が標準報酬総額を増加させる大きな要因となっている。特に、私学   

共済における平成14年度の高い伸びは、被保険者の適用拡大も影響しているものと   

考えられる。一方、国共済及び地共済は、近年減少傾向にあり、平成18年度には総   

報酬ベースでそれぞれ0．4％減、1．7％減となっている。 平成12年度に、標準報酬   

月額ベースで地共済が減少するとともに国共済が他年度に比べ大きく増加している   

が、これには、地方事務官の組合員としての資格が地共済から国共済に変更された   

ことが影響している。  
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図表2－2－13 標準報酬総額の推移   

厚生年金  
年度  国共済   地共済  私学共済   

被用者年金  
llJ二共済  旧農林隼  制度計   

、ド成   億「丁］  億円   億「1J   億円  伯トリ  億lリ  億「工］   

7        く50，431〉 く168，207〉  く16，4：う1〉    く1，490，326〉   
8        く51314〉  く1716こう5〉   〈16745〉    く1515977〉   
9   く1，28l，  〈51，893〉 く174，521〉 く17，004〉  
10   く1，272，  ， 

く1，247，  ， 

12   く1，240，  ， 

13   く1，231，  く54，583〉 く176，435〉  く18，016〉    〈1，497，374〉   

14   く12こう3692〉  く54065〉  く175486〉  く19005〉    く1482247〉   

1，458，725  71，088  228，236  26，076  1，784，125  

く1，219，199〉  く52，860〉  く171，616〉  く19，275〉    く1，462，950〉  

1，468，506  70，717  225，979  26，263  l，791，464  

く1，226，226〉  く52，582〉  く169，031〉  く19，572〉    くl，467，412〉  

17  1，487，083  70，654  222，616  26，495  1，806，849  
〈1，212，′151〉  く52，73ニう〉  く167，2：∋7〉  く19，815〉    く1，482，266〉  

18  1，516，357  70，：う37  218，829  26，827  1，832，350  

く1，266，562〉  く52，631〉  く16‘4，165〉  く20，189〉    く1，503，546〉   

対前年度増減率（％）   

くl．7〉：   
く3．7〉 《1  

く△0．7〉  

く△1．9〉  

く△0．6二〉  

く△0．7〉  

く1．こぅ〉：  く0．7〉  

‾‾‾‾‾‾‾l ．7》：〈△0．5〉  
l   ：く△〔）．7〉  
l   ：く△∩．4〉  
l   ：く△∩．7〉  
l   ：く△1．1〉  

く1．8〉   

く1．1〉   

く0．9〉   

く0．9〉   

く2．8〉   

く0．5〉  

く△1．0〉   

く2．0〉  く1．9〉   

くl．7〉  く1．5〉   

く1．0〉  くl．6〉   

く0．8〉  く1．3〉  

く△0．7〉  〈1．6〉   

く0．0〉  く1」う〉  

く△0．5〉  く5．5〉  

く1．7〉   

く1．7二〉  

く△0．4〉  

く△1．5〉  

く△0．5〉  

く△0．6〉  

く△1．0〉  

く△1．3〉  

0．4   

くOJう〉  

0．9   

く1．0〉  

1．4   

く1．4〉  

〈0．1〉  《／ゝ1．2》   

く△1．2〉  

0．7   

く0．6〉  

1．3   

〈1．3〉  

2．0   

く1．9〉  

く△2．2〉   

△0．5  

く△0．5〉   

△0．1  

く△2．2〉  くL4〉   

△1．0  0．7  

く△1．5〉  く1．5〉   

△1．5  0．9   

く0．3〉   く△1．1〉  く1．4〉   

△0．4  △1．7  1．：〕  

く△0．2〉   く△1．8〉  く1．7〉  

拝1年度間累計の額である。  
注2 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、く〉内は「標準報酬月額ベース」の数  

値である。  

柱3 厚生年金の平成8年度以前は肘三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

注4 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含  
めた場合の率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  

注5 地共済は給料総額を標準報酬」」額ベースに換算した場合の総額である。  
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3 受給権者の現状及び推移  

（1）受給権者数 一各制度とも増加が続く一  

平成18年度末の受給権者数は、厚生年金2，616万人、国共済101万人、地共済   

235万人、私学共済29万人、国民年金2，542万人（新法基礎年金と旧法国民年金の   

合計）であった（図表2－3－1）。この受給権者数は、厚生年金と基礎年金の受給権を   

両方有するなど1人で複数の受給権妄有している者について、 それぞれでカウント  

したものである。また、遺族年金の受給権者の場合、要件に該当する遺族すべてに受   

給権が付与されること、例えば配偶者と子供が2人いた場合、1人分の遺族年金に対  

し受給権者数は3人となることにも留意が必要である。  

これらの重複を除いた何らかの公的年金の受給権を有する者の数は、基礎年金番号  

を活用して算出すると3，366万人である。  

図表2－3－1受給権者数の推移  

厚生年金  国民年金  

年度末  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  
旧三共済  旧農林年金  旧法国民年金   

平成   千人   千人   千人   千人  千人  千人  千人   

7  778  1，747  173．5  15，152   
8  794  1，793  184．6  16，010   
9   16，8  810  1，848  193．5  16，987   

10   17，  6  823  1，898  202．5  17，871   
18，5  835  1，942  212．7  18，795   

12   19，5  862  1，984  223．8  19，737   

13   20，5  883  2，049  235．3  20，669   
14   21，980  906  2，109  245．9  21，653   
15   23，148  933  2，174  258．2  22，544   
16   24，233  962  2，240  271．0  23，431   
17   25，110  984  2，289  280．8  24，393   
18   26，155  1，009  2，345  293．4  25，420   

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合  

の率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  

－ 48 －  



第2章◆財政状況   

受給権者数の推移をみると（凶表2－3－1、2－3－2）、各制度とも増加を続けており、  

対前年度増力「1率は平成8年度以降で、厚生年金、私学共済、国民年金が概ね4～6％  

程度であるのに対し、国共済と地共済の増加率はやや低く、概ね1～3％程度となっ  

ている。   

平成18年度の対前年度増加率をみると、被用者年金では、私学共済が4．5％増、  

厚生年金が4．2％増、国共済が2．5％増、地共済が2．4％増となっている。それ以前  

と比較して伸び率の鈍化傾向がみられた平成17年度に比べると、18年度の伸び率  

はやや人きくなっている。 また、国民年金（新法基礎年金と旧法国民年金）の受給  

権者数は4．2％増となっている。  

図表232 受給権者数の推移  

千人  

25，000  

20，000  

15，000  

10，000   

3，000  

2，000  

1，000  

平成 7 8 9101112131415161718 年度  
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（受給者数）   

年金が全額支給停止注されている者を除いた受給者数は、図表2－3－3のように推移  

しており、その動向は上でみた受給権者数の動向と概ね同じである。  

往 年金は、併給調紫や在職老齢年金の仕組みによって全額又は▲部が支給停止となることがある。  

図表2－3－3 受給者数の推移  

厚生年金  国民年金  
年度末  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  

旧三共済  旧農林年金  
lL］法【1ミ】民年金   

平成   千人   千人   千人   千人  十人  千人  千人   
7  1，680  157．8  14，75l   
8  1，729  167．6  15，611   
9   15，7  1，783  176．7  16，585   
10   16，  5  1，833  185．9  17，469   

17，2  811   1，875  195．8  18，362   
12   18，0  837  1，913  206．7  19，304   
13   19，  0  857  1，970  217．3  20，238   
14   20，  315  879  2，029  221．8  21，222   
15   21，369  906  2，088  234．5  22，111   
16   22，334  933  2，152  247．3  22，997   
17   23，156  956  2，206  259．2  23，954   
18   24，043  980  2，253  272．6  24，968   

対前年度増減率（％）  

拝1 厚生年金の平成8年度以前はIR二共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

柱2 厚生年金の対前年度増減率の《）内は、平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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（受給権者数に対する受給者数の割合）   

受給権者数に対する受給者数の割合の推移をみると（図表23－4）、厚生年金は微  

減傾「占‖こあり、ド成18叶度人で別．9（舛）、私学共済は17年度太に比べて微増し18年  

度末で92．9（舛）となっている。国共蘭は97％台、地共済は96％台で安定的に推移し  

ている。また、国民年凍は平成18年度末で98．2％である。   

全額支給停＝」こは、併給調整による全額支給停1「二、在職老齢年金における全額支  

給停止、遺族隼金における同帖位者受給による全額支給停1仁などがあり、受給者数  

の割合の制度による違いは、女性の割合や被用者年金とし司民年令での制度の違い（遺  

族の範岡、障書年金のこう級のイJ▲無等）などの影響によるものと考えられる。  

図表2▼－：ト4 受給権者数に対する受給者数の割合の推移  

厚生牛金  国民年金  
隼度末  国共済  地共済  私学共済   新法基礎隼金と  

l＝二共済  l廿農林隼金  
‖法困1e勺二余   

平成   ←十十   田   十十十   （宮）  （舛，  ％  ％   

7  96．1  91．0  97．′1   

8  96．5  90．7  97．5   

〔）3．  8  96．5  91」う  97．6   

10   93」弓  96．6  91．8  97．7   

92．8  97．1  96．5  92．1  97．7   

12   （）2．5  97．1  96．－1  92．4  97．8   

92．′1  97．0  96．2  92．4  97．9   

1∠1   92．1  97．0  96．2  90．2  98．0   

15   92．3  97．1  96．1  90．8  98．1   

16   92．2  97．0  96．1  91．3  98．1   

17   92．2  97．1  96．4  92」弓  98．2   

18   91．9  97．2  96．1  92．9  98．2   

注l 厚牛年金の、軌摘隼度以前は糾 二共済を含まず、平成13隼度以前は旧農林年金を含まない。  
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（2） 年金種別別にみた状況   

ア 平成18年度末の状況  

受給権者を年金種別、すなわち  

① 老齢・退年相当の老齢・退職年金（以下「老齢・退年相当注」という。）  

② 通老・通退相当の老齢・退職年金（以下「通老・通退相当注」という。）  

③ 障害年金  

④ 遺族年金  

の別にみる。  

注 「老齢・退年相当」とは、加入期間が老齢基礎年金の受給資格期間を満たしている（経過  

措置（現在は20年以上）及び中高齢の特例措置（15年以上）を含む）新法の老齢厚生年金・  

退職共済年金、及び基礎年金制度導入前の旧法の老齢年金・退職年金のことで、「通老・通退  

相当」とは、老齢・退牛相当に該当しない新法老齢厚生年金・退職共済年金、及び旧法の通  

算老齢年金・通算退職年金のことである。なお、国民年金の場合、新法老齢基礎年金のすべ  

てが老齢相当ということになる。  

図表2－3－5 受給権者の年金種別別構成  一平成18年度末  

厚生年金  

国共済  

地共済  

私学共済  

国民年金   

新法基礎年金と  
旧法国民年金  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（私学共済は通老一通退相当が、他制度は老齢t退年相当が最も多い）   

受給権者の年金種別別構成割合をみると（図表2－3－5、図表2－3－6）、制度によ  

って特徴が見られる。  
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厚生年金では、老齢・退年相当が5割弱と最も多く、次いで通老・通退相当が  

3割強という構成であるぐ〕これに対し、国共済、地共済では、老齢・退年相1当が  

それぞれ6～7割と多く、通告・通退相当は少ない。 一方、私学共済では、通老・  

通退相当が5割と最も多く、老齢・退年相当は3割と少なくなっている。また、  

国民年金では、老齢・退年相当が9割弱を占めている。   

この傾向は、受給者数でみても大きな違いはない（図表2－3－6）。  

図表2－3－6 年金種別別にみた受給権者数及び受給者数  h平成18年度末  

国民年金  

区分   厚生年金 国共済  地共済 私学共済   新法基礎年金と  

旧法国民年金   

受給権者数   f▲人  丁・人  丁一人  ㌣人   千一人   

計   26，155   1，009  2，345  293．4   25，420  

11，984  639   1，610  93．8   22，007  

9，031  91   142   146．0   1，396   

障害年金   497  i5  ∠10  2．1   1，692   

遺族年金   4，644  264  553  5i．4   325   

構成比   ％  （パ，  ％  ％   （滝   

計   100．0   100．0   100，0   100．0   100．0  

45．8  63．3  68．7  32．0   86．6  

34．5  9．0  6．1  49．8   5．5   

障害年金   1．9  1．4  1．7  0．7   6、7   

遺族年金   17．8  26．1  23．6  17．5   1．3   

受給者数   丁一人  丁一人  千人  丁一人   丁一人   

計   24，043  980   2，253   272．6   24，968  

11，234  624   1，566  81．1   21，864  

8，169  89  137   138．3   1，391   

障′寅年金   356  10  24  1．9   1，584   

遺族年金   4，284  257  527  5l．3   130   

構成比   ？イ，  r〆）  （％  
％）   り／  ／0   

計   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0  

46．7  63．6  69．5  29．8   87．6  

34．0  9．1  6．1  50．7   5．6   

障害年金   1．5  1，0  1．0  0．7   6∴う   

遺族勺：金   17．8  26．3  23．4  18．8   0．5   

注 国共済の「汁」には、舶日給イ寸及び公務災ノL与給付が含まれている′J  
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（国民年金は遺族年金が少ない）   

国民年金では、他制度と異なり、遺族年金が障害年金よりも少ない。遺族年金  

の受給権者数割合をみると、国民年金は1．3％であり、一方、被用者年金では最  

も低い私学共済でも17．5％（厚生年金は17．8％）ある。これは、国民年金の遺族  

基礎年金柱は基本的には18歳未満の子注又は18歳未満の子を有する妻にしか支給  

されないのに対し、被用者年金の遺族年金は死亡した老齢年金受給権者の配偶者  

にも原則として受給権が与えられることから、このような違いが生じていると考  

えられる。   

注 国民年金には遺族基礎年金以外に「寡婦年金」、「死亡一時金」がある。国民年金の遺族年  

金受給権者数には寡婦年金の受給権者数も含まれるがウェイトは小さい。また、18歳未満の  

子とは正しくは18歳に到達した年度の末日までにある子又は20歳末満の障害等級の1級・2  
級の障害の状態にある子のことである。  
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（国共済と地共済は通老・通退相当が少ない）   

また、国共済と地共済にあっては、通老・通退相当の占める割合はそれぞれ9．0％、  

6．1％でしかなく、他の被用者年金が30％以上（厚生年金34．5％、私学共済49．8％）  

であるのに比べて小さい。国共済と地共済は、加入期間の長い者の比率が他の被  

用者年金に比べて高いことがうかがえる。例えば、老齢・退年相当の平均加入期  

間をみても、国共済421ケ月、地共済416ケ月であり、厚生年金382ケ月、私学  

共済381ケ月に比べて長いものとなっている。  

（私学共済は通老一通退相当が多い）   

私学共済は老齢・退年相当32．0％に対し通老・通退相当が49．8％と、通老・通  

退相当の方が老齢・退年相当よりも多くなっており、特徴的である（厚生年金は  

老齢・退年相当45．8％に対し通老・通退相当34．5％である。）。  

（受給権者数に対する受給者数の割合）   

受給権者数に対する受給者数の割合を年金種別別にみると（図表2－3－7）、厚生  

年金、国共済、地共済では障害年金における割合が約6～7割となっており、他  

の年金種別に比べ小さい。障害年金は併給調整による支給停止の割合が大きいこ  

となどが背景にあると考えられる。私学共済では、他制度に比べ、老齢・退年相  

当における割合が小さい傾向がみられる。  
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第2章◆財政状況   

また、国民年金では、遺族年金における割合が約4割と小さい。これは、遺族  

基礎年金を受けられる遺族の範囲が子のある妻と子になっており（被用者年金で  

は子のない妻等も対象）、子は妻が受給権を有するとき等に支給停止となることな  

どが大きく影響している。  

図表237 年金種別別にみた受給権者数に対する受給者数の割合  

平成18年度末】  

国民年金  

区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  

旧法国民年金   

受給権者数   （舛）  ％、  ％  ％  ←十十   

計   91．9  97．2  96，1  92．9  98．2  

93．7  97．6  97．3  86．5  99．3  

90．5  97．9  96．2  94．7  99．7   

障害年金   71．6  66．4  59．2  86．4  93．6   

遺族年金   92．3  97．6  95．2  99．7  39．9   

注 いヨ共済の「計」には、船員給付及び公務災害給付が含まれている。  

イ 推移  

年金種別別に受給権者数の推移をみると（図表2－3－8）、国民年金の通老・通退   

相当と遺族年金以外は、各制度ともいずれの年金種別でも増加を続けている。  

（老齢・退年相当 一国民年金、私学共済、厚生年金で大きな増加－）   

老齢・退年相当について、ド成18年度の対前年度増加率をみると、被用者年金で  

は厚生年金が4．0％増、国共済が0．9％増、地共済が2．1％増、私学共済が5．0％  

増となっている。（図表238） また、国民年金の老齢・退年相当の受給権者（老  

齢基礎年金受給権者を含む）は5．2％増と引き続き人幅に増加した。   

国共済と地共済の老齢・退年相当は、他制度に比べて増加ペースが遅い。これ  

は、両制度がノ恩給公務員期間等を通算しているため、既に多くの受給権者が発生  

し、相対的に成熟の程度が高いからである。受給権者数の増加ペースが他制度よ  

りも遅いが、年金財政の観点からは、今後、恩給公務員期間等を有する者が少な  

くなるとともに、財源が、国・地方公共団体等が事業主として負担する追加費用  

から、保険料にシフトしていくことに留意が必要である。  
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（通老・通退相当 一国共済で大幅な増加－）   

通老・通退相当の動きを老齢・退年相当と比べると、私学共済以外の被用者年  

金では、通老・通退相当の伸びの方が大きくなっている。 平成18年度の対前年度  

増加率は、厚生年金が5．1％増、国共済が14．3％増、地共済が5．1％増と、とも  

に老齢・退年相当より高くなっている。特に国共済では、平成12年度以降二桁の  

伸びが続いており、増加傾向が顕著である。これには、通算退職年金制度が創設  

された以降の期間の短い被保険者がしだいに支給開始年齢に達してきたこと、特  

に国共済においては任期制自衛官であった者が受給権者になりつつあることが影  

響しているものと考えられる。一方、私学共済は、老齢・退年相当 5．0％増に対  

し、通老・通退相当4．3％増となっている。なお、国民年金の通老・通退相当は、  

旧法の通算老齢年金受給権者であるため、年々減少している。  

（障害年金）   

障害年金も各制度で増加を続けている。障害年金の増加率は、国民年金以外で  

は遺族年金に比べて低い傾向であったが、地共済では平成15年度に逆転し、それ  

以降は遺族年金より高い状態が続いている。また、私学共済でも平成15年度、16  

年度は遺族年金より高い伸びであった。  

（遺族年金）   

遺族年金は、国民年金以外の制度で増加を続けており、平成18年度の対前年度  

増加率をみると、厚生年金3．0％増、国共済2．7％増、地共済2．8％増、私学共済  

4．2％増となっている。  

（年金種別別構成割合）   

受給権者数の年金種別別構成割合の推移をみると（図表2－3－9）、私学共済と国  

民年金で老齢・退年相当の割合が増えているのに対し、厚生年金では通老・通退  

相当が、国共済と地共済では通老・通退相当及び遺族年金の割合が増えている。  

これらの動向には、各制度の成熟の度合い等が反映されているものと考えられる。  
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図表2－3－8 年金種別別にみた受給権者数の推移  
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図表2－3－9 受給権者数の年金種別別構成割合の推移  

厚生年金   ド1共済   地共済  

年度末  老齢退職年金  老齢退職年金  老齢退職年金  
汁  老齢・ 通老・ 隈榊二企 遺族隼金  計  老齢・ 適老・ 吼i神企l遺族隼金  l  老齢・ 適老・ 瞳宮年令 遺族作東  

退年相こり 通過相、一う   退隼和11二樋迅拙、一1   退隼相、■1 通過朴、■1   
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100．0   46．2   こう2．2    2．2   19．4  100．0   69．5    4．2  1．4   24，9  100．0   70．7    5，2  1．6   22．6   

12  100．0   46．2   32．5    2．2   19．1  100．0   68．8    4．5  1．4   25∴i  100．0   70∴う    5．3  1．6   22．9   

13  100．0   46．1   32．9    2．1  18．8  100．0   68．1  ／l．9   1．4   25．6  100．0   70．0    5．5  1．6   23．0   

1ノ1  100．0   46．2    33．2    2．1  18．6  100．0   67．3    5．5  1．4   ：25．8  100．0   （っ9．7    5．5  1．6   2こi．l   

15  100．0   46．2   33．6    2．0   1日．3  100．0   6（）．4    6．3  1．4   25．9  100．0   69．5    5．6  1．6   2：う．2   

16  100．0   46．1   33．9    2．O   IR．0  100．0   65．4    7．3  1．4   25．9  100．0   69．3    5．R  l．6   2こう．：i   

17  100．0   45．9   34．2  1．9   1軋0  100．0   64．3    日．1  1．4    26．1  100．0   68．9    5．9  1．7   2：5．5   

18  100．0   45．8   34．5  1．9   17．8  100．0   63．3    9．0  1．4   26．1  100．0   68．7    6，1  1．7   23．6   

対rl昭一度増減差  

8   △ 0．2    0．5  △ 0．1 △ 0．2   △ 0，ボ    0．2    0．0    0，6   △ 0．5    0．1 △ 0．0   （），5   

9   △ 0．0    0．5  △ 0．1 J＼0．4   △ 0，7    0．2    0．0    0．5   △ 0．4    0．0  △ 0．0    0．1   

10   △ 0．0    0．3  △ 0，1 △ 0．2   △ 0．R    O．2    0．0    0．6   △ 0．5    0．0  △ 0．0    0．4   

△ 0∴i   O．4  △ 0．0  △（）．0   △ 0．9    0．2    0．0    0．6   △ 0．4    0．0  ∧ 0．0    0．4   

12   △ 0．0    0．4  △ 0．1 △ 0∴う   △ 0．7   （）∴う    0．0    0．4   △ 0．4   （〕．1 △ 0．0    0∴5   

△ 0．0    0．4  △ 0．1 △ 0∴う   △ 0．7    0．4    0．0    0．2   △ 0．3    0，2  △ 0．0    0．1   

14   0，0    0．3  △ 0．1 △ 0．3   △ 0．8    0．5    0．0    0．2   △ 0．3    0．1  0．0    0，2   

15   0．0    0．4  △ 0．1 △ 0．3   △ 0．9    0．8    0．（）   0．1   △ 0．2    0．1  0．（）   0．1   

16   △ 0．1  0．4  △ 0．0  △ 0．2   △1．O  l．0    0．0    0．0   △ 0．2    0．1  0．0    0，1   

17   △ 0．2    0．3  △ 0．0  △（）．1   △1．1    0．9    0．0    0，2   △ 0．4    0．1  0．0    0．2   

1日   △ 0．1   0∴う  △ 0．0  △ 0．2   △1．0    0．9    0．0    0．1   △ 0∴ミ    0．2    0，0    0．1   

l甘代隼金 新法基礎隼企と州法同上モイl金  

老齢・退職年金  
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75．2   13．9  

76．7   12．9  

78．2   11．8  

79．4   10．9  

80．3   10，1  

81．4    9∴う  

82．4    8．5  

83．4    7．8  

8ノi．2    7．2  

85．0    6．6  

85．8    6．0  

86．6    5．5  

100．0   28．3   53．4  

100．0   29，0   52．7  

100．0    29．4    52．2  

100．0   29．7    51．8  

100．0    29．9    5l．4  

100．0   30∴う   51．0  

100．0    30．7    50．7  

100．0    31．1   50．3  

100．0    31．5    50．1  

100．0   31．7   50，0  

100．0    31．8    49．9  

100．0    32．0    49．8  
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対前年度増減差  
8   0．8  △ 0．7  △ 0．0  △ 0．1   l．4  △1．0  △ 0．3  △ 0．l   

9   0．3  △ 0．5  △ 0．0    0．2   l．5  △1．1 △ 0∴う  △ 0．l   

10   0．4  △ 0．4  △ 0．0    0．0   1．2  △ 0．9  △ 0．2  △ 0．1   

0．2  △ 0．4  △ 0．0    0．3   0．9  ∠ゝ 0．9  △ 0．2    0．1   

12   0．4  △ 0．4  △ 0．0  △ 0．0   1．1 △ 0．8  △ 0．2  △ 0．1   

0．4  △ 0．3  △ 0．0  △ 0．1   l．0  △ 0．7  △ 0．2  △ 0．l   

14   0．4  △ 0．4  △ 0．0  △ 0．0   1．0  △ 0．7  △ 0，2  △ 0．1   

15   0．4  △ 0，2  △ 0．0  △ 0．2   0．8  △ 0．6  △ 0，1 ∠＼0．1   

16   0．2  △ 0．1   0．0  △ 0．2   0．8  △ 0．6  △ 0．1 △ 0．1   

17   0．1 △ 0．1 △ 0．0    0．0   0．8  △ 0．6  △ 0．1’ △ 0．1   

18   0．2  △ 0．1  △ 0．0  △ 0．0   0．8  △ 0．6  △ 0．1  △ 0．1   

注l厚二′l丼企の平山封こぃト度以前は廿農林年金を合ま力い。また、平成納二度以前に／）いて¢，l」二，共済が含まれているr，  
yL2 同姓折の「rif・」には、船員給イ寸及び公務災一書：給付が含去れている。  
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第2章◆財政状況  

（3） 年金総額   

ア 平成18年度末の状況  

平成18年度末の年金総叡（受給権者の年金額の総額）は、厚生年金25兆6，032  

億円、国共済1兆7，634億円、地共済4兆5，785億円、私学共済2，888億円、国  

民年金16兆1，000億円（新法基礎年金と旧法国民年金）であった（図表2－3－10）。  

国民年金の16兆1，000億円には、旧法被用者年金の基礎年金相当分（旧法年金の   

いわゆる1階部分）は含まれない。公的年金制度全体で48兆3，339億円である。  

図表2－310 年金種別別にみた年金総額  叫、平成18年度末一  

区分   
厚牛半金l国共済 地共済 私′羊共済  被川者年   国民年金 新法基礎隼企と  

金制度計  
‖法圧1亡イト令   

受給権者   佑Ir」  億＝   億「1」  億「1J   億「T］   信一l］   低ト1j   

25（う，032 17，63ノ′1 45，785  2，888  322，340  161，000  483，：う39  

1日2，849 13，351 36，137 1，911  2：う4，249  140，′199  こう7／1，748  

22，903  291  706  573  24，476   3，054  27，530   

障ノ「を拍二金   1，こう11   188  575  21   5，098  15，045  20，14：弓   

遺族板金   45，970  3，795  8，367  380  58，511   2，401  60，912   

構成比   （冥）   （ ）   （％  （舛，   ％   ％   ％   

計   100．0  100．0  100．0  100．0   100．0   100．0  100．0  

71．4   75．7   78．9   66．2   72．7   87．3  77．5  

8．9  1．7  1．5  19．8   7．6   1．9   5．7   

障害年金   1．7  1．1   1．3  0．8   1．6   9．3   1．2   

遺族年金   18．0   21．5  18．3  1：う．2   18．2   l．5  12．6   

受給者   佑†lj   憶「1］  億「T］  倍「リ   億H   億円   億円   

21ご，9：ミ2 17，200 44，′1・57  2，588  307，178  158，168  465，346  

17∫′l，2∠壬9 1ニi，056 ニう5，312 1，650  224，29～ヲ  139，706  361，004  

2l，277  283  680  5ニう8  22，779   3，044  25，823   

障ノ．室ド「金   ご，976   127  360  21   3，483  14，139  17，622   

遺族年金   4′′′1，131 3，727  8，075  379  56，612   1，278  57，890   

構成比   ％  （ 
）  ，   （舛，   （施   十、   （施   

．汁   100．0  100．0 100．O 100．0   100．0   100．0  100．0  

7】．7   75．9   79，5   6：う．8   73．0   88．3  78．2  

8．8  1．6  1．5   2〔）．8   7．4   1．9   5．5   

障‘青年金   1．2  0．7  0．8  0．8   1．1   8．9   3．8   

遺族年金   18∴う   21．7  18．2  14．7   18．4   0．8  12．4   

注 国共済〃）「計」には、船員給付及び公務災害給付が含まれている 

これを全額支給停止されている年金を外した受給者ベースでみると46兆5，346  

億r1となる。受給者ベースの年金総額は、一部が支給されている年金については、  
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第2章◆財政状況   

停止前の年金額を足し合わせたものである。したがって、受給者ベースの年金総   

額であっても、そのすべてが支給されているわけではない。以下では、特に断ら   

ない限り、年金総額は受給権者ベースのものとする。  

年金種別の割合をみると、各制度とも老齢・退年相当が70～80％台を占める。   

ただし私学共済は66．2％と他制度に比べて小さく、代わりに通老・通退相当が  

19．8％と他制度に比べて大きくなっている。また1被用者年金にあっては、概ね、   

遺族年金が18～21％（私学共済のみ13．2％）、障害年金は2％未満であるのに対   

し、国民年金は遺族年金が1．5％と小さく、障害年金は9．3％となっている。  

なお、この傾向は、受給者ベースでみても特に変わりはない。   

イ 推移  

年金総額の推移をみると（図表2－3－11）、国共済で平成13年度、16年度に減少   

となったものの、総じて増加傾向が続いている。平成18年度は、厚生年金が1．0％   

増、国共済が0．1％増、地共済が0．7％増、私学共済が3．0％増であった。  

また、国民年金（新法基礎年金と旧法国民年金）の年金総額は、平成18年度で、   

対前年度4．9％増であった。   

（老齢・退年相当）  

老齢・退年相当についてみると、平成18年度の対前年度増減率は、厚生年金   

0．8％増、国共済0．6％減、地共済0．2％増、私学共済3．4％増、国民年金5．6％増   

となっており、国共済で緩やかな減少傾向が、他制度では増加傾向が続いている。   

（遺族年金）   

遺族年金の年金総額は平成18年度の対前年度増減率でみると、厚生年金2．7％   

増、国共済2．2％増、地共済2．7％増、私学共済3．9％増となっている。平成8年   

度以降でみると、被用者年金では、遺族年金が老齢・退年相当よりも総じて高い   

率で増加している。   

（年金種別別構成割合）   

受給権者の年金総額の年金種別別構成割合の推移をみると（図表2－3－12）、厚   

生年金、国共済、地共済については、総じて、老齢・退年相当の割合が減る一方   

で遺族年金の割合が増えているのに対し、私学共済と国民年金では老齢・退年相   

当の割合が増えている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－3－11年金種別別にみた年金総額の推移 一受給権者ベース〟  

厚′卜隼企   回り、済   地代済  

隼座右  と齢・〃職隼わ  た齢・退職隼企   老師週酬二条  
汗＋la齢・lム銅・棒宮什触l遷滑川膏  さ†  ＃・粧・」通㌢・l障押余l遇≠丼凍  ．F†  さ齢・ 適老・ 附叶わl遣冊升余  

i拉イト川、 避退柚1   j上川イl「1事正月車侶り   週隼和11亘狛輔車   

ト戒   億】rj   †封」   億r」   樟】」   仰」  億J  「定一】1   佃j    億，」   伯】」  億「11   億F－j    億【」   仙」   樟J   

巴  用：う，′1：うH l：H，091 1（う，′111 ：i，Hリ†） 2リ，りニミ：う  廿，H】5 1こ与∴）7リ  けミニi   lH：i  2，1洲  ′l〔），り5：う  ニミニう，（i糾う    65′′l  うこぅ■1  5，1H（）   

十  1Ht），722 1し与H∴1：うH 17，（）5（う   t州1 3ぐ），′12：～  け－∴※持 l二i，り：15  Ⅲ二～  1日l ：≧，h15  川、＝7  こうこ‡，7榊   （う5～）   5：う1  う，■17～）   

1リ7，h55 ト1115パ 17，H：与5  ：i，し＝り ‡う1，73ご  ＝．（）1：！ 」：う，HHH    ご（）0  川0   2，7：ih  11り5リ  レ1．ORパ    輔2  52パ  5，7捌）   

2（）7，し‖：う 151∴うボニう 1トi，775  】．ー）（）1：う：う，7パ′l  l∴2榊） 】：i，洲5    21り  1H1  2、別）h  ㍑∴川7 ：り，HHリ   （汀1  5ニう1 〔i，1別）   

2川，n2：i15（i，71h l（），5パ（） 】，（）糾  二うう，h（う：i  IT∴i：う1 1：う，H捌）   217  川（） ：いト15  ′12，川）1：う5，1「）5    h75  5こ川  〔i，52（う   

】2  22：う，2！）2 1f）l，7トミ】 2り，2H7  1，nt）5 ：う7，1二三リ  17，5言7 1㍑917    ココ（う  1トミこう  ：う，1t）：う  ＝∴ご7 ：う5，ご∴ト1  6H（）  5：うコ   ぐ；，ト；（）2   

コ2H，2（‖ 1（う′1，5HH  2（），醐H  l，l二Ⅲ ：う畑5H7  17，5：う■11二i，椚）：う    2こう′1   1日′l ：！，：iO5  ■1：i，7ト；（） 二55，16二う    7r）2    5：i5  7，り冊   

2：ミ！j，HO（う 17こZ，肖り2  2l，リ（う5  1、2二言  ′川，7封  17，ぐi5（う 1：う．7！）′1  ご15  川5   二㍉′12′1  l■1．1：う5  二瓶バ1r）   7（）7  5′11  7∴う77   

15  2′用，72ミ）】7バ，0リバ  22，5ニ川  1，2ご：！ 】1，H7こ2  17、榊り 1：i，7ニミ」  25パ  け拍   二‡，5り7  1′′1，Hリご ：軋0：ミ1  7りH  5ノ1ぐう   7，（i（）7   

圧）  封仇＝）：う 17ト；，722  22，洲（う  1、2トニう  ′lニi，2：il  】∴5HH 】：i，52（）   27r）  け；h  ：う、h（）5  15，（）川i：う5，HHh    7（‖  R55   7，H（うl   

ご5：う，1：ミ5 川1，：i2（う  2：う，り71 1，コリ7  ‖，7川  1J．（う21 1：トl：∋：弓    コH2  けく7  ：ミ，712  ′15，171i（う，052    705  う‖i ポ，1Ⅲ   

l＼  251う，0：う2 け卓2，H′lt） ココ，リn：う  1こill′15，リ7り  1丁，（i：う1 1：ミ，：与51  コリ1  けiH   ニi，7t）5  ′15，7H5  こ軋1：う7  7（）（う  575  パ∴捕7   

紬抑申か翻．か率（）  

パ   ：弓∴1   ：i．2  う．！j    （11  1．H  り．六  へ、（）∴う  ：1．／ ∠＼0．リ    5，0   Lり    0．ご   （）．H  ∠）、（）．5    5．H   

1．2  l．2  1．（i   （）1  1l   （）．う   （）∴う    二i．（う  Ll（）fう  】．h   1．5  （）．～）   （）．う  ∠＼（）．5  

1り   5．2  5．り    う∴う           6∴l   】，ぐi   り．7  1．H   （）．う   （う．2   ：i．り    2∴う  l．パ  】．ご  7．1   

：i．リ    ：i．う  1：う  l．fう  5．（i  （）．2  へ り．7    弓∴う  ∠ら 0．7  1．H   1．5    圧H    り．1  （）．2  Jl．1   

1／   二う∴l   二う．2  ：！．（；   （）．H  ll   1与    圧5  1＿t  l、7  l．ボ  什H    O．2   （）．7  △ 0．（1  l．2   
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第2章◆財政状況  

図表2－3－12 年金総額の年金種別別構成割合の推移 一受給権者ベース  

厚生年金  l軒持済  地共済  

牛皮来  芭齢・退職年金  老齢・退職咋金  老齢・退職隼金  
計  

退年二木11、■1   退咋≠、L1   退隼拙、」1   

、ト成   （宮）  一宮，  t粥－  （宮）  （宮）  t〆，  〔拓  （冥，  ｛％，  〔冥）  ％  －沌  γ）  ％〕  （れ   

7  100．0    73．1    8．9    2．1  15．8      100．O   H：う，0  1．1  1．1  14．8      100，0   8∠1．】  1．6  1．3   12，9   

8  100．0   72．9    9．0    2．1   ユ6．0      100．0    82．3  l．1  l．1   15．4      100．0   83．5    1．6    1．こう   13．5   

9  ユ00．0   72．9    9．0    2．0   16．l      100．0   81．6  l．2  1．1  16．1      100．0   83．0   1．6  1．3   14．1   

10  100．0   72．8    9．0  1．9   16．2      100．O   RO．9  1．2    1．0   16．8      100，0   82．5  1．6  1∴i  14．6   

100．0   72．5    9．1  1．9   16．5      100．（）   80．1  1．3    1．0   17．6      100．0   82．O  l．6    1．2   15．2   

12  100．0   72．5    9．1  1．8   16．6      100．0   79．4  1．3  LO   18．2      100．0   別．5    1．6  1．2   15．7   

100．0   72．1    9．2  1．8   16．9      100．0   78．7  1．3  1．O   IH．9      100．0   81．0  1．6  】，2   16．2   

14  100．0   72．1    9．2  1．8   i7．0      IOO．0    78．I  l．4  1．O   19．4      10〔）．0   80．6    1．6  】．2   16．6   

15  100．0   72．2    9．1  1．7   17．0      100．0   77．6  l．5  1．1  19．8      100．0   80．3  1，6  1．2   16．9   

16  100．0   71．7    9．2  1．7   17．4      100．0   76，9    1．5  1．1   20．5      100，0   79．7  1．6   1．2   17．5   

17  100．0   71．5    9．1  1．7   17．7      100．0    76，2  1．6  1．1   21，1      100．0   79．3  1．6  1．2   17．9   

18  100．0    71．4    Fi．9  1．7   18．0      100．0    75．7  1．7  1．1   21，5      100．0   78．9  1．5    1．3   18．3   

対前年度増減芹  
8   △ 0．2    0．0  △ 0．1   0．2   △ 0．7    0．1 △ 0．0    0．7   △ 0．6  △ 0．0  △ 0．0    0．6   

9   0，0    0．0  △ 0．1   0．0   △ 0．7    0．0  △ 0．0    0．6   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0．5   

10   △ 0．1   0．0  ∧ 0．1   0．2   △ 0．7    0．0  △ 0．0    0．7   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0．6   

△ 0．3    0．0  △ 0．0    0．3   △ 0．8    0．0  △ 0．0    0．8   △ 0．5  △ 0．0  △ 0．0    0，6   
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rし】悍′トイ1二金の、ド成1：う年度以前は＝1J畏林イト令を合意千言いりよた、平成抑二度以l〕7√についてもrl】ニ甚済が合去れている  
rl二2ll」共済げ）計」には、糾掴糸r汁十及び公務災′Tl諸r汁十が含まれている  
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第2章◆財政状況  

（4）老齢・退年相当の受給権者   

老齢・退隼相判こついて、′：乏給権者の男女構成、平均年齢、ゝj雄J年金月額などの   

状況をみる。、伽文18隼度未の老齢・退隼相当の受給権音数は、厚牛年金1，198ガ人、   

国民年金2，201力一人（新法老齢基礎年金及び旧法国民隼金の老齢年金受給権者数）、   

共済年金は何共済61力▲人、地ハ済161ノブ▲人、私ノ芋共済9力▲人であった（図表23－13）〔：   

老齢・退隼相当の受給権者にし1iめる女性の割合は、被用者年金では私学共済が最   

も大きくこう9．2％、次いで地共済32．4％，、厚生年鳶31．3（％、国共済16．3（％の順とな   

っている（、国民隼金は57．2％である「）   

平均年齢は、各制度とも7卜74歳程度である。私学共済が70．9歳で最も低く、   

伺民年令が7：う．7歳で最も高くなっている。  

なお、表中、「老齢基礎年金等受給権者数25，198T一人」とあるのは、老齢・退職   

年金の受給権を有する65歳以上の者（ただし老齢基礎年金の繰上げ受給を選択して   

いる65歳末清明堵▲ヰ）fキむし。）ぴ）人数である。これは、老齢基礎咋企受給権音数、I日   

岡民年金法による老齢隼金受給権者▲数、被川音年金の65歳以仁の旧法老齢・退職隼   

金の受給権者数のほか、旧法の通算老齢隼金・通算退職年金の受給権者のうち、そ   

れぞれの隼金を通算すれば、老齢・退年相1tうとなる者の数を推計して加えたもので   

ある。  

図表2－313 老齢・退隼相、1うの受給権音数、、ド均隼齢  半成は隼度末  

「メニ分   ノ【ノ：／仁隼企  国典済   地共済  私乍井済  同比隼金  

璽 和浩扶植隼余しノ  
rFrfム巨1い†・1モ   

受給権音数   「一人  卜人  r一人  丁一人  丁一人   丁一人   
11，（）H∫′′′1  （う：ミ9  1，610  9：う．R  22，007   25，1～）8   

牲トノキミ   R，2二i2  5ニミ5  1，08（j  57，0  

k性   ニう，752  1り‘′1  521  ：う6．7  

女件‘ll川合（一塩）   ：うl∴う  Ih∴う  こう2∴1  ：i†），2  9，4＝）                      12，597                      57．2   
平均隼齢   

ノユ；戻  ノ茂  イブ養  歳  歳   

71．1  7こう，2  7三2．7  70．9  7：う．7   

リ川二   70．7  7二う．0  72．6  70∴う  72．（う   

女什   71．リ  7・′1．0  7ニヱ．〔）  7l．9  7′′1．′1   

往、仁り隼齢は、隼ノな木〝）隼齢（ノ」放をろ一個しないベー ス）を甲御射二、i（均した他に0．5  
をノ肛算したベースぴ）数偵である   

老齢・退職年金受給権者（老齢・退隼相当）の年齢構成割合をみると（図表2－314）、  

国共済と地共済の分布は、厚什隼金と私学共済に比べ、年齢の高い方にシフトして  

いる。  
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簑2章◆財政状況 

図表2－3－14 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の年齢構成   

一平成18年度末－  ％  
35  

30  

25  

20  

15  

10  

5  

0   
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また、老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の平均年齢の推移をみると（図  

表2づ－15）、各制度とも年々上昇しており、特に女性の伸びが大きい。   

図表2－3－15 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の平均年齢の推移  

注1 惇生年金の平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

注2 平均年齢は、年度末の年齢（月数を考慮しないべ－ス）を単純に  
平均した値に0．5を加算したベースの数値である。  
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第2章◆財政状況  

（平均年金月額）   

平均年金月額汗（老齢基礎年金分を含む）をみると（図表2－3－16）、地共済が最も  

高く22．1万円、次いで国共済20．8万円、私学共済20．6万円、厚生年金16．3万円  

（厚生年金基金代行分も含む）の順となっている。  

注 平均年金月額は受給権者の裁定年金額の平均値であり、在職老齢年金制度による支給停止等を考慮す  

る以前の額である。用語解説「平均年金ノ1額」の項を参照のこと。   

平均年金月額の比較に際しては、  

①共済年金は、厚生年金に比べて、報酬比例部分に係る給付乗率が、いわゆる「職   

域部分に相当する分」高くなっていること  

②平均加入期間が良いと平均年金月額が高くなること  

③女惟は男性に比べ平均年金月額が低いため、女性の受給権者数の割合が大きい   

と男女計でみた平均年金ノ」額が低くなること  

等に留意する必要がある。  

図表2316 老齢・退年相当の平均年金月額  平成18年度末  

国民年金  
区分   け二生年金  国共済  地共済  私学共済   新は尉運隼企と  

州法いこ11U半金   

平均年金月額  llj  「1】  ‥J  llj  lしj  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  162，772  207，965  220，875  206，467     53，202   

男性   188，074  213，634  233，223  228，877     58，490   

女什   107，257 178，949 195，075 171，785     49，252   
女（リJ＝100）   57．0  83．8  8：∃．6  75．1  84．2   

平均加入期間   J】  Jl  ノj  ノj  

計   382  121  416  381  329  

野性   42：う  425  131  ：う92  

女性   292  403  385  こう61   

l）j  リ  繰上・繰下等除く平均年二金片観山  トリ  rlJ  ltJ  

（老齢基礎隼金分を含む）  

計  167，976  221，013  228，570  214，643     57，843  5．8カーH   

○繰Lげ・練卜げ支給を選択L、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額されている者を除く  
○特別支給の老齢・退職句二金について、報酬比例部分の支給開始年齢60歳に達しているものの   

定額部分の支給開始年齢には到達していない者を除く。J  
○ただし、鳳貯午斜こついては、減額支給されたものを除いたサ均年金月蝕である  

拝2  繰上げ・練lごげ支給分を除いた老齢基礎年金の平均年金月額である。  
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第2章◆財政状況   

平均年金月額の計算に当たり、  

・繰上げ・繰下げ支給を選択し、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額され  

ている者  

・特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分は受給しているが定額部分   

は支給開始年齢に到達しておらず受給していない者（65歳未満の者に支給され   

る特別支給の老齢・退職年金については、平成13年度から定額部分の支給開始   

年齢の順次引上げ（報酬比例部分は従来どおり60歳支給開始）が始まっている。）  

を除くと、地共済22．9万円、国共済22．1万円、私学共済21．5万円、厚生年金16．8  

万円（厚生年金基金代行分も含む）となる。   

新法老齢基礎年金については、繰上げ・繰下げを除いたものが平均5．8万円とな  

る。なお、繰上げ・繰下げ支給を選択した老齢基礎年金受給権者に係る分も含め、  

さらに旧国民年金法による老齢年金受給権者に係る分も含めると 5．3万円（表中  

「53，202円」）である。  

（女性の平均年金月額 一男女間の差が小さい国共済、地共済－）   

女性の平均年金月額（老齢基礎年金分を含む）をみると（図表2－3－16）、厚生年  

金は10．7万円であり男性（18．8万円）の57．0％とほぼ6割弱の水準であるのに対  

し、国共済は17．9万円であり男性（21．4万円）の83．8％の水準、地共済は19．5万  

円であり男性（23．3万円）の83．6％の水準と、男女間の差が小さい 。これは、国共  

済や地共済では、加入期間や1人当たり標準報酬月額の男女間の差が小さいためと  

考えられる。  ！
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第2章◆財政状況  

（本来支給、特別支給の平均年金月額）   

老齢・退年相当の平均年金パ額について、更に詳細な状況をみる。   

老齢・退職年金については、65歳が法律の木則r二の支給開始年齢とされ、経過的  

に、60歳以上二65歳末満には特別支給の老齢厚生（退職共済）隼金が支給されてい  

る。 平成6年の制度改正により、特別支給の定額部分の支給開始年齢が生年月＝に  

応じて引き1二げられたが、平成13年度以降、その対象者が年金を受給し始めている  

（用語解説の図3を参照）。こうした状況を見たのが図表2317である。   

今後の咋金の主要部分と考えられる新法における 65歳以上の本来支給分の平均  

年金ノj額（老齢某礎年金分を含む）は、平成18年度末で厚隼年金17．2方円、国共  

済22．0方円、地共済22．8万l】】、私学共済22．7万円となっており、老齢・退年相当  

全体のヾド均よりも高くなっている。   

65歳末摘までの新法特別支糸合分についてみると、62～64歳では、厚生年金が16．0  

～16．3万円、［圭卜共済が20．3～21．0ノノ円、地共済が21．1～21．7万「T】、私学共済が18．4  

～19．8万l1となっており、本来支給分（老齢基礎年金分を含む）より若干低い水準  

である。   

一方、60歳～61歳については、他の年齢に比べ、ド均年金ノj額が低くなっている。  

これは、平成13年度から定額部分の支給開始年齢が順次引き卜げられており、平成  

18年度I仁1に60歳に到達する者及び61歳に到達する男作（共済年金は男性と女性）、  

すなわち18年度末に60歳、61歳であるこれらの者について、定額部分のない報酬  

比例部分のみの年金となっていることによる。特に11そ成18年度には、厚生年金の女  

性の定額部分の支給閲始年齢が61歳に引きL二げられており（厚生年金の男性や共済  

年金の男性・女性に比べ5年遅れの引上げスケジュール）、その状況が図表2317  

にあらわれている。   

なお、これらの者については、定額部分の支給開始年齢（ともに63歳。ただし、  

18年度末に60歳の厚生年金の女什は61歳。）に到達した後は定額部分も含めた年  

金が支給されることとなる。  

（参考：平成18年度人に62歳、63歳、64歳の者（厚生年金は男性のみ）の定額部  

分の支給開始年齢は、それぞれ62歳、62歳、61歳であり、既に定額部分も含めた  

年金が支給されている。）  
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第2章◆財政状況  

図表2－3－17 老齢・退年相当の平均年金月額（詳細版） 一平成18年度末  

（単位：円）  

男女合計  厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  127，147   174，100   187，034   169，826   

［基礎年金分を含む］  ［162，772］  ［207，965］  ［220，875］  ［206，467］  

60歳未満   
163683   134523  100903  

新  85，949   122，324   143，198   118，585  

基礎年金∠をAむ    122518  143249  118680  
別               61歳   106，271   127，351   147，424   121，345  

法   
62歳   159558   203438   210705   184070  

部  給  ［基礎年金分を含む］    203659］  ［210826］  184121  
63歳   162，983   209，867   216，446   196，679  

分  ［基礎年金分を含む］    ［210043］  ［216562］  上196737］  
分                 64歳   163，085   210，238   216，295   198，305  

旧法部分  
165，279   157，113   143，964   

男性  厚牛年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  150，179   178，793   196，189   189，928   
［基礎年金分を含む］  ［188，074］  ［213，634］  ［233，223］  ［228，877］  

60歳末満   

159759  176866  105681  
新  102，502   124，806   153，292   130，811  

別  

法   
62歳   183217   210159   224826   200161  

部  給  ［基礎年金∠＼を含む］  二、・  210380  224955］  ［200205  
188，030   217，190   231，724   217，299  

旧法部分  
167，883   186，526   156，090   

女性  厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

老齢相当・退年相当の平均年金月額  76，611   150，075   167，907   138，597   

［基礎年金分を含む］  ［107，257］  ［178，949］  ［195，075］  ［171，785］  
60歳未満   

79003   68352    103672  
新  43，490   105，758   122，854   95，118  

別  

法   

部  
63歳  

［基礎年金分を含む］   
分   

旧法部分  
101，588   123，951   135，286   

注1［］内は基礎年金額の推計値を加算した平均年金額である。なお、60～64歳については、定額部分の支給開始  
年齢引上げに伴い、老齢基礎年金の一部繰上げをしている者がいる。  

托2共済の「新法部分」は、みなし従前額保障を適用される者を除いた数値である。  

柱3共済の「l「】法部分」は、  

上段が、旧法適用かつ通年方式で算定されている者  
F段が、l日法適用かつ一般方式で算定されている者及びみなし従前額保こ障を適用される者  

についての数値である。  
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第2章◆財政状況  

図表2－3－18 平均年金月額の推移  老齢・退年相当－   

○老齢基礎年金分を含む  

国民年金  

新は基礎叶企と  
＝法りこl上里半金  

私学共済  厚生年金  

円  
14，656  

45，851  

46，982  

48，828  

50，0／17  

50，918  

51，622  

52，233  

52，261  

52，514  
52，963  

53，202  

円  円  円  円  
171，478  」16，304  232，691   218，302  

171，793  コ16，147  232，008  218，014  

172，16日  コ15，7R1   231，810  217，599  

174，906   j19，176  234，638  220，922  

176，161   コ20，062  235，601   221，772  

175，865  219，605  234，931   221，31：i  

172，795  217，058  232∴う：i：i   216，ノ195  

171，892  」16，062  230，953  215，017  

169，658  213，447  227，775  212，121  

165，4∠16  コ09，288  223，064  207，096  

165，083  209，025  222，659  207，494  

162，772  コ07，965  220，875  206，467  

成
7
8
9
1
0
‖
1
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1
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1
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1
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1
8
 
 

仁
 
 

は 厚′上井金の平成8叶度以前は、旧三共済分は含むが、旧三共済に係る展  
礎隼金額は含主ない（〕また、平成1：う年度以前はl仁了農林隼金を含まない。   

○老齢基礎年金分を含まない  

私学共済  厚／巨年金   

「TJ  「J」  

221，687  202，671  

218，158   199，788  

2ト1，859   196，547  

215，515   196，978  

213，615  195，315  
210，629  192，790  

206，105  186，302  

202，839  183，529  

19R，661   180，122  

192，706  174，090  

L90，441   172，′474  

187，034  169，R26  

Flj  円  
155，8ト1   206，265  

153，53ノ1  20：う，721  

153，578  200，846  

15：i，523  201，212  

152，207  199，261  

l／柑，56－1   196，201  

1′14、58ノ1   191，367  

i42，017  18R，11ニう  

13軋8：i2  1日∠1，669  

13ニう、371   179，067  

1ニー1、132  176，827  

127，147  174，100  

0
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柱 悍彗二咋金の平成1：咋度以前はl什農林年金を含主ない。  
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（平均年金月額の推移）   

老齢基礎年金分を含む平均年金月額の推移をみると（図表2－3－18）、被用者年金  

では、平成18年度の対前年度増減率が、厚生年金1．4％減、国共済0．5％減、地共  

済0．8％減、私学共済0．5％減となり、厚生年金、国共済、地共済で7年連続の減少  

となったほか、17年度に増加していた私学共済も1年ぶりに減少傾向に戻った。平  

成18年度は、年金の物価スライドが0．3％の引下げであったことなどが背景にある。  

また、厚生年金は他制度に比べ減少幅が大きくなっているが、これは、平成18年度  

に厚生年金の女性の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げられ注、新たに60歳  

の女性の年金も報酬比例部分のみの年金となっていることが影響していると考えら  

れる。   

一方、国民年金の平均年金月額（新法老齢基礎年金と旧国民年金の老齢年金の平  

均）は増加を続けており、平成18年度は対前年度0．5％の増加で、53，202円となっ  

た。   

老齢基礎年金分を含まない平均年金月額でみると、被用者年金では平成8年度以  

降、平成10年度を除き、総じて減少を続けている。  

注 共済年金の女性については、既に男性と一緒に定額部分の支給開始年齢が引き上げられており、厚生  

年金の女性のみ、引上げスケジュールが5年遅れとなっている。  
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（平均加入期間 一各制度とも伸長、特に国民年金で大きな伸び－）   

次に、平均年金月額の動向に影響を与える平均加入期間の動向をみる（図表  

2－3－19）。   

平均加入期間は各制度とも年々伸長してきているが、特に国民年金は平成7年度  

以降でみて、平成7年度の241ケ月から平成18年度の329ケ月まで、年7～10ケ  

月の増加となっている。   

この間、被用者年金は、伸びの大きい厚生年金、私学共済でも、年2～4ケ月程  

度の伸びである。なお、国共済と地共済の加入期間の伸びは、厚生年金などに比べ  

て小さい。  
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図表2－3－19 平均加入期間の推移  一老齢・退年相当  

注 厚生年金のヤ成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

（平均年金月額の減少要因）   

被用者年金の平均年金月額は、平均加入期間が伸長するものの、最近では減少傾  

向を示していることになるが、その要因として次のことが考えられる。   

（丑給付乗率   

・給付乗率の小さい年金が咋々加わってくること  

※給付東率は、日銅口2年4月1日以前生麦れの1000分の7、308から昭和21年4月2日  
以後生まれの者の1000分の5．481まで、生年月日に応じて徐々に小さくなるように  

定められている、。   

②物価スライド   

・平成15、16、18年度の減少については、年金の物価スライドがそれぞれ0．9％、  

0．3％、0．3％の引下げであったこと   

・平成8、9、12～14、17年檀については、物価スライドによる年金改定がなく、  

平均年金月額の増加要因とならなかったこと  
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③定額部分の支給開始年齢の引上げ  

・平成13年度の減少に？いては、13年度中に60歳に到達する男性（共済年金は   

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が61   

歳に引き上げられており、13年度末ではそれらの者について定額部分のない報   

酬比例のみの年金となっていること  

※平成14、15年度については、当該年度中に60歳に到達する男性（共済年金は男性と  
女性）の定額部分の支給開始年齢がそれぞれ61歳、62歳となっているが、年度末に  

60歳の者（厚生年金は男性のみ）について定額部分のない年金になっているという状  

況は13年度と同じであり、平均年金月額の減少要因となっていない。   

・平成16年度の減少については、16年度中に61歳に到達する男性（共済年金は   

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が62   

歳に引き上げられており、16年度末ではそれらの者について定額部分のない報   

酬比例のみの年金となっていること（14、15年度の状況とは異なり、61歳の   

者（厚生年金は男性のみ）についても新たに定額部分のない年金になった。）  

※平成17年度及び共済年金各制度の18年度については、年度末に60歳、61歳の者（厚  
生年金は男性のみ）について定額部分のない年金になっているという状況は16年度  

と同じであり、平均年金月額の減少要因となっていない。   

・厚生年金の平成18年度の減少については、18年度中に60歳に到達する女性か   

ら、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が61歳に引き上げ   

られており、18年度末ではそれらの者について定額部分のない報酬比例のみの   

年金となっていること  
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4 財政指標の現状及び推移  

ここまで財政収支上の各項目について現状と推移をみてきたが、財政状況をより的   

確に把握するためには、各項目の動きを総合的に捉える必要がある。例えば、給付費   

の動きは、保険料収入や標準報酬総額の動きと併せてみることが必要であろう。   

年金数理部会では、従来より、制度の成熟度を表す年金扶養比率、総合費用率、独   

自給付費用率、収支状況を表す収支比率、積立状況を表す積立比率の5つの財政指標   

を作成し、財政状況把握の一助としているところである。また、平成14年度から、年   

金扶養比率を補完する指標として、年金種別費用率を作成している。  

（1）財政指標の定義及び意味   

○年金扶養比率   

年金扶養比率は、「被保険者数」の「老齢・退年相当の老齢・退職年金受給権者数」   

に対する比であり、1人の老齢・退年相当の受給権者を何人の被保険者で支えてい   

るかを表す指標である。  

年度末被保険者数  年金扶養比率＝   

年度末老齢・退職年金受給権者数（老齢・退年相当）   

年金扶養比率が高いということは、1人の老齢・退年相当の受給権者を支える被  

保険者数が多いことを意味すろ。   

Ⅶ・般に、年金扶養比率は、年金制度の発足後しばらくは高く、やがて次第に低く  

なってくるという経過を辿る＝）最初のうちは、加入期間が長くて老齢・退年相当の  

扱いを受ける受給権者が被保l倹者に比べて少ないが、やがて時間が経つに連れ、加  

入期間の良い受給権者が相対的に増えてくる（溜まってくる）からである。この現  

象を年金制度の成熟化というが、年金扶養比率は、制度の成熟状況を人数ベースで  

表すものである。   

また、賦課方式の考え方をとる年金制度にあっては、一般に、年金扶養比率が低  

いことは被保険者の負担が大きいことを、年金扶養比率が高いことは被保険者の負  

担が小さいことを意味する。  
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○総合責用率   

総合費用率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である「実  

質的な支出一国庫・公経済負担」を、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指  

標である。  

実質的な支出一国庫・公経済負担  総合費用率＝   ×100   
標準報酬総額  

ここで、実質的な支出とは、給付費、基礎年金拠出金などの支出項目の合計から、  

給付費の一部に充てられる基礎年金交付金、追加費用などの収入項目を控除して得  

られる額である注。「実質的な支出一国庫・公経済負担」は、保険料・積立金・運用  

収入で賄う必要のある支出額、言い換えると、制度が自前で財源を用意しなくては  

ならない支出額である。  

注 具体的な算式は用語解説「実質的な支出」の項を参照のこと。   
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総合費用率は、自前で財源を用意しなければならない費用の水準を標準報酬総額  

に対する比で捉えたもので、年金財政を把握する上で基本的なものである。   

また、総合費用率は、年金扶養比率の被保険者数を被保険者の標準報酬総額に、  

受給権者数を「実質的な支出一国庫・公経済負担」に置き換えたものとみれば、制  

度の成熟状況を金額ベースで表したものと言える（ただし年金扶養比率とは逆に、  

制度の成熟と共に上昇する。）。   

さらに総合費用率は、完全な貝武課方式（積立金及びその運用収入がない）で財政  

運営を行う場合の保険料率に相当する。この意味で、総合費用率のことを純賦課保  

険料率ということもある。総合費用率と保険料率を比較すると、一般に、総合費用  

率が保険料率より低い場合には、保険料で当年度の費用を賄えていることを示して  

いる。一方、 高い場合には、保険料を全て充てても不足する分について運用収入を  

充て、さらに不足する分がある場合には、積立金の取崩し等、他の方法も用いて賄  

っていることを示している。   

なお、平成15年度より、保険料の賦課が「標準報酬月額ベース」から「総報酬ベ  

ース」に変更されている。このため、本稿では、特に断らない限り、平成14年度ま  

では「標準報酬月額ベース」、平成15年度以降は「総報酬ベース」とした（独自給  

付費用率、基礎年金費用率、年金種別費用率も同様）。また、自営業者等を対象とす  

る国民年金については、報酬概念がないことから総合費用率は作成されない。  
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○独自給付費用率、基礎年金費用率   

総合費用率の計算式における分子「実質的な支出【国庫・公経済負担」を、基礎  

年金以外に関する支出（以下、独自給付に関する支出という）と基礎年金に関する  

支出に分けて考えてみる。  

独自給付に関する支出＝実質的な支出一国庫・公経済負担  

一基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）71   

基礎年金に関する支出＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）往  

注 基礎年金拠＝企（国庫・公経済負担分除く）としているのは、同庫・公経済負担の中に基礎年金拠出   

動こ係る同座・公経滴惧≠分が含まれているか「〕である 

これらを、標準報酬総額に対する白▲分比として捉えた指標を、それぞれ独自給付  

費用率、基礎年金費川率という。  

実質的な支什一国庫・公経済負担一基礎年金拠帖金  

独白給付費用率＝  
標準報酬総額  

基礎年金拠川金（同庫・公経済負担分除く）  
基礎年金費用率＝  ×100   

標準報酬総額  

これらは、自前で川音しなければならない費用のうち、独自給付にかかる費用、  

基礎年金にかかる費川を、標準報酬総額に対する比で捉えたものである。  

なお、定義より  

総合費川率＝独甘給付費用率＋基礎年金費用率  

が成り立っ。  

○収支比率   

収支比率は、支出額のうちFJ前で財源を用意しなければならない分である「実質  

的な支出一国庫・公経済負担」を「保険料収入＋運用収入」に対する百分比で捉え  

た指標である。〕  

実質的な支出¶国庫・公経済負担  収支比率＝   ×100   
保険料収入＋運用収入  
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収支比率が100％以下なら、自前で財源を用意しなければならない分を保険料収  

入と運用収入で賄えているが、100％を超えると、積立金の取崩し等、他の方法が必  

要な状況にある。  

○積立比率   

積立比率は、積立金が、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分の  

何年分に相当するかを表す指標であり、前年度末積立金の当該年度の「実質的な支  

出一国庫・公経済負担」に対する比である。  

前年度末積立金  積立比率＝   
実質的な支出一国庫・公経済負担   

なお、積立比率に似た概念として、積立度合がある。積立度合は、前年度末に保  

有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額（＝実質  

的な支出＋追加費用）の何年分に相当しているかを表す指標であり、前年度末に保  

有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経  

済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す積立比率とは異なる。  

前年度末積立金  
積立度合＝   

実質的な支出＋追加費用  

（積立比率の分子）  

（積立比率の分母）＋国庫・公経済負担＋追加費用   

積立比率は、積立金の水準を負担面から見る指標であるのに対し、積立度合は、  

積立金の水準を給付面から見る指標であると言える。本稿では、財政状況をみると  

いう観点から、「法律によって手当てされることが定められている国庫・公経済負担  

や追加費用の影響を除き、その制度が自前で財源を調達している費用と比べて、ど  

の程度積立金をもっているか」を示す積立比率で分析を行っている。  
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○年金種別費用率   

前述の年金扶養比率は、人数を基準として成熟の度合を示す指標であり、その分  

子には「老齢・退年相≡プぅの受給権者数」を用いている。しかしながら、年金制度に  

は、他にも通老・通過相当や追族隼金、障害年金があり、それらを受給している人  

数は年金扶養比率には反映されていない。このため、年金扶養比率を補完する指標  

として、次の年金種別費用率（老齢費川率、障害費用率、遺族費用率）を作成し、  

年金扶養比率をみる際にあわせて評価している。  

「実質的な支出国席・公経済負担」のうち老齢給付に相当する額  
×100  老齢費用率＝  

標準報酬総額  

「実質的な支出一国庫・公経済負担」のうち障害給付に相当する額  
×100  障害費用率二  

標準報劇H総額  

「実質的な支出国庫・公経済負担」のうち遺族給付に相当する額  
×100  遺族費用率＝  

標準報酬総額  

注 「実質的な支出一郎巨・公経済負抑」のうち拠出金に相当する分については、老齢給付に  

相当する額、障害給付に相当する額、遺族給付に相当する額のいずれにも含まれない。   

年金種別費用率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である  

「実質的な支出国庫・公経済負担」のうち、各年金種別の給付（老齢給付、障害  

給付、遺族給付）に相当する執を、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指標  

である。  

なお、総合費用率と年金種別費用率には、以下のような関係がある。  

総合費用率   

＝老齢費用率＋障害費用率＋遺族費用率＋その他（拠出金）の費用率  
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（2）年金扶養比率 一高い私学共済、低い国共済、地共済。各制度とも低下一   

平成18年度末の年金扶養比率は、私学共済が4．88で最も高く、次いで厚生年金   

2．82、地共済1．89、国共済1．68の順となっている。また、国民年金については、   

分子に第1～3号被保険者数、分母に老齢基礎年金等受給権者数を用いて算出する   

と2．77である（図表2－4－1）。   

年金扶養比率の高い私学共済は、成熟が厚生年金などに比べて進んでいない制度、   

逆に年金扶養比率の低い国共済、地共済は成熟が進んでいる制度といえる。  

図表2－4－1年金扶養比率  一平成18年度末－  

区分   厚生年金  国共済   地共済  私学共済  国民年金   

千人  千人  千人  千人  千人  

被保険者数  33，794  1，076  3，035  457．6  69，762   

老齢・退年相当   11，984  639  1，610  93．8  25，198   

年金扶養比率   2．82  1．68  1．89  4．88  2．77  

注1国民年金については、分子を第1～3弓一被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給権者  
数として算出した。  

注2 保険に係る年金扶養比率は、国共済が2．21、地共済が2．42である。  
なお、保険に係る年金扶養比率とは、制度発足前の恩給公務員期間等を引き継いだこ  
とによる影響を除いて保険制度としての年金扶養比率をみるため、年金扶養比率を、  
支出額から追加費用を控除した額の支出額に対する割合で除した換算値である。  

一般に年金扶養比率が低いことは、賦課方式の制度にあっては被保険者の負担が  

大きいことを意味する。国共済と地共済の年金扶養比率が低いのは、制度発足前の  

恩給公務員期間等が加入期間とみなされるため、年金扶養比率の分母が多くなって  

いることが一因と思われる。しかし、国共済と地共済の場合、制度発足前の恩給公  

務員期間等に係る分が全額事業主（国又は地方公共団体等）負担であって、保険料  

負担となっていないことから、他制度に比べて負担が大きいとは必ずしもいえない。   

年金扶養比率の推移をみると（図表2－4－2、2－4－3）、各制度とも一貫して低下し  

てきている。特に私学共済で低下幅が大きく、被保険者の適用拡大により被保険者  

数が大きく増加した平成14年度を除き、毎年度0．2ポイント以上低下する状況であ  

ったが、17年度、18年度はそれぞれ0．12ポイント、0．14ポイントの低下となり、  

これまでに比べ低下幅が小さかった。厚生年金も比較的低下幅が大きく、毎年度概  

ね0．2ポイント前後の低下という状況であったが、平成16年度以降は被保険者数が  

増加した影響で、0．1ポイント以下の低下に留まっている。 一方、国共済や地共済  

では、毎年度0．1ポイント未満の低下となっており、低下幅が小さい。  
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図表2－12 年金扶養比率の推移  

国民年金  私学共済   国共済  地共済  厚生年金  年度末  
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7一を第l～3号被保険者数、分母を  注 国民年金に／）いては、分   

老齢基礎年金等受給権者数として算出した。  

図表2－4－3 年金扶養比率の推移  

7  日  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18  
年度  
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第2章◆財政状況   

平成18年度の年金種別費用率をみると（図表2－4－4、2－4－5）、厚生年金の老齢費  

用率、障害費用率、遺族費用率は、それぞれ10．0％、0．2％、2．6％、国共済は11．1％、  

0．1％、2．5％、地共済は11．0％、0．1％、2．0％、私学共済は6．9％、0．1％、1．2％  

となっている。  

図表2－4－4 年金種別費用率  一平成18年度－  

区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済   

％  ％  ％  ％  

老齢費用率  10．0  11．1  11．0  6．9   

障害費用率   0．2  0．1  0．1  0．1   

遺族費用率   2．6  2．5  2．0  1．2   

（参考：総合費用率）   17．8  17．6  16．8  12．0   

注 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含まない。  

厚生年金  

国 共 済  

地共 済  

私学共済  

0  2  4  6  8  10  12  14  16   

各制度の年金種別費用率の推移は、図表2－4－6のとおりである。   

また、年金種別費用率の総合費用率に対する構成割合の推移をみたものが、図表  

2－4－7である。老齢費用率の構成割合をみると、ここ数年、厚生年金で減少し、私  

学共済で増加する傾向となっている。なお、総合費用率は、老齢費用率、障害費用  

率、遺族費用率、その他（拠出金）の費用率に分解されるため、年金種別費用率の  

構成割合は、その他の費用率の影響を受けることに留意する必要がある。  
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図表2－4－6 年金種別費川率の推移  

厚生隼金  国共済  
年度  

老齢費用率  障書費川率  遺族費用率  老齢費用＊  障害費川率  遺族費用率   

平成   （ 
－  （舛，  ％，  〔 ％  ％   

14   く11．5：〉  く0．2〉  く2．8〉  く14．5〉  く0．1〉  く2．9〉   

10．0  0．2  2．4  11Jう  0．1  2．3  

く12．0〉  く0．2〉  く2．9〉  く15．1〉  〈0．2〉  く3．1〉  

10．2  0．2  2．5  10．8  0．1  2．2  

く12．2〉  く0」う〉  く2．9〉  くl．1．5〉  〈0．1〉  く3．0〉  

17  10．2  0．2  2．5  10．5  0．1  2．2  

く12．2〉  く0．2ン  く3．0〉  く‖．（）〉  く0．1〉  く3．0〉  

18  10．0  0．2  2．6  1l．1  0．1  2．5  

く12．0：＞  く0．2†  くこう．1〉  く14．（）〉  く0．2：〉  くこうJう〉   

地共済  私学共済  
年度  

老齢費用率  障害費川率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

、†（成   ーわ、  ％  （舛，  ％，  ％  一江，   

‖   く11．6〉  〈0．1J  くl．8〉  く8．3〉  く0．1〉  く1．1〉   

9．6  0．1  l．5  6」う  0．1  1．1  

く12．7〉  く0．巨  く2．0〉  く8．5〉  く0．1〉  く1．5〉  

10．0  0．1  1．6  6．5  0．1  1．1  

く1：う」う〉  く0．卜  く2．1〉  く8．8〉  く0．1〉  〈1．5〉  

17  10．■′1  0．1  1．8  6．7  0．1  1．2  

く1こi．9〉  〈0．1＼ く2．‘1〉  く8．9〉  〈0．1〉  く1．6〉  

18  11．0  0．1  2．0  6．9  0．1  1．2  

く1■4．6〉  く0．21  く2．6〉  く9．2〉  く0．1：〉  く1．6〉   

注1、t（成15年度以降は「総囲酬ベース」の数値である。吏た、く〉ト勺は「標準報漸月額ベー  

ス」の数似であるr  

往2 厚生年金は決算ベースごあり、厚生年金基金に上る代行分を含まない。  

図表2－4【7 咋金種別費川率の総合費用率に対する構成割合の推移  

厚生年金  国共済  
年度  

老齢費川率  障害緒川率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

平成   ％  （ゾ）  ％  ％  ％  ％   

58．1  l．（）  13．9  65．4  0．7  13．0   

15   5日．0  0．（）  13．8  6∠1．9  0．7  13．l   

16   57．5  0．（）  14．1  63．1  0．6  13．0   

17   57．1  0．（）  ト4」う  62．6  0．6  13．4   

18   56」う  0．H  14．5  63．3  0．6  14．0   

地共済  私学共済  
隼度  

老齢費用率  障害費用率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

平成   
（舛〕  （さイ，  （舛）  ％）  ％  ％   

14   66」う  0∴，  10．4  58．1  0．6  10．2   

15   66．7  0．7  10．5  56．1  0．6  9．8   

16   64．6  0∴’  10．4  56．6  0．6  9．9   

17   6ノ1．1  0．7  11．1  56．8  0．6  10．0   

1日   65．2  0．7  11．6  57．3  0．6  10．1   

往こ ノ■さ当二年金は決算ベー1であり、厚生年金基金による代行分を含まない。〕  
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（3）総合車用率   

平成18年度の総合費用率は、厚生年金が最も高く17．8％、次いで国共済17．6％、  

地共済16．8％、私学共済12．0％の順となっている（図表2－4－8、2－4－9）。   

なお、平成15年度から総報酬制が導入され、「報酬」の中に賞与も含まれるよう  

になったため、標準報酬総額が使われる総合費用率、独自給付費用率等は、平成15  

年度前と以後とでは接続しないことに留意する必要がある。本稿では、過去との比  

較のため、参考として、平成15年度以降の標準報酬月額ベースでの率も併記してい   

る。  

図表2－4－8 総合費用率の推移  

私学共済  厚生年金  国共済  地共済  

％  ％  
く13．7〉  〈18．7〉  

く14．6〉  〈19．2〉  

く15．1〉  く19．1〉  

く16．3〉  く19．5〉  

〈17．0〉  〈20．3〉  

く17．9〉  〈20．9〉  

く18．8〉  く21．5〉  

く19．8〉  〈22．1〉  

％  ％  
く13．2〉  〈10．8〉  

く13．1〉  〈11．2〉  

く13．5〉  く11．8〉  

く14．5〉  く12．5〉  

く15．4〉  く13．1〉  

く16．1〉  く13．8〉  

く16．7〉  く14．3〉  

く17．5〉  く14．2〉  

17．3  17．4  

〈20．7〉  〈23．3〉  

17．8  17．1  

く21．3〉  く23．0〉  

17．8  16．7  

〈21．3〉  〈22．4〉  

17．8  17．6  

く21．3〉  く23．5〉  

14．4  11．3  

く19．1〉  く15．2〉  

15．4  11．5  

く20．6〉  く15．5〉  

16．2  11．8  

く21．6〉  く15．7〉  

16．8  12．0  

く22．4〉  く16．0〉  

対前年度増減差  

く△0．1〉  く0．4〉   

く0．4〉  く0．7〉   

く1．1〉  く0．7〉   

く0．8〉  く0．6〉   

〈0．8〉  く0．7〉   

〈0．6〉  く0．5〉  

8  

9   

10   

11   

12   

13   

14   

15  

16  

17  

18  

く0．9〉  〈0．5〉  

〈0．5〉  く△0．1〉  

く1．2〉  く0．3〉  

く0．6〉  く0．9〉  

〈0．9〉  〈0．6〉  

〈0．9〉  く0．6〉  

く0．8〉  く△0．1〉  く1．0〉      く0．6〉  

く0．9〉  く1．2〉  く1．6〉  く1．0〉  

0．5  △ 0．2  

く0．6〉  〈△0．3〉  

0．0  △ 0．4  

く0．0〉  く△0．6〉  

0．0  0．9  

く0．1〉  く1．1〉  

1．1  0．3  

〈1．5〉  〈0．3〉  

0．8  0．2  

く1．0〉  〈0．3〉  

0．6  0．2  

く0．8〉  〈0．2〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  
行分を含まない。図表3－3－4参照。  
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図表2－4－9 総合費用率の推移   

7   8   9  10 11 12 13 14 15 16   

注 細線は標準報酬月勧ベースである 

1718 年度   

総合費用率の推移をみると、各制度とも概ね上昇傾向にある。厚生年金の総合費  

用率は、標準報掛目月額ベースでみると、平成7年度の13．7％から平成16年度の  

21．3％（総報酬ベースでは17．8％）まで、9年間で7．6ポイントと大きく上昇した。  

その後は、総報酬ベース、標準報酬月額ベースともに横ばいとなっている。また、  

私学共済では、被保険者の適用拡大の影響で標準報酬総額が大きく伸びた平成14年  

度を除き、上昇傾向が続いている。   

国共済の総合費用率は、平成15年り安まで上昇傾向にあり高い水準で推移してきた  

が、平成16年度、17年度と2年連続で低Fし、18年度には再び上昇した。この2  

年連続の低卜の要因は、平成16年度から国共済と地共済の財政単位の一元化に伴う  

財政調整拠出金制度が導入され、地共済から国共済へ財政調整拠出金が拠出されて  

いる（16年度は1年度分の2分の1に相当する額、17年度以降は1年度分）ことに  

ある。この財政調整拠出金（16年度708億「丁］、17年度1，172億円、18年度808億  

円）により、国共済の実質的な支出の規模が縮小し、総合費用率（総報酬ベース）  
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は平成16年度で1．0ポイント程度、17年度で1．7ポイント程度、18年度で1．1ポ  

イント程度低く抑えられており、財政調整の影響を除けば上昇傾向が続いていると  

考えられる。   

一方、地共済の総合費用率は、財政調整拠出金の拠出により、平成16年度で0．3  

ポイント程度、17年度で0．5ポイント程度、18年度で0．4ポイント程度高くなって  

おり、16、17年度の上昇幅が大きかった要因の一つとなっている。 また、地共済で  

はここ数年、標準報酬総額の減少幅が大きくなっており、総合費用率の上昇に寄与  

している。   

総合費用率の上昇は、主に分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が増加す  

る一方で、分母の標準報酬総額が減少する、又は増加しても分子ほど増加しないこ  

とによる（図表2－4－10）。   

分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」の推移をみると、財政調整拠出金収  

入の影響等で国共済が平成16年度、17年度に減少している以外は、各制度とも年々  

増加を続けている。 平成18年度の対前年度増減率をみると、厚生年金2．2％増、国  

共済4．7％増、地共済1．7％増、私学共済3．3％増となっており、国共済での増加が  

大きい。これに対し、分母の標準報酬総額は、厚生年金2．0％増、国共済0．4％減、  

地共済1．7％減、私学共済1．3％増となっており、国共済、地共済で減少している。  

その結果、平成18年度の総合費用率は、国共済が0．9ポイント、地共済が0．6ポイ  

ント、私学共済が0．2ポイント上昇し、厚生年金が横ばいとなった。  
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図表2－・4－10 総介費用率、独自給付費用率の分了一、分母  

対前年塵増減率  

厚生隼金  私学共済  

伯「l］  佑Il」  伯こl】」  佑ドリ  （ ）  ，  （ ，  

A ′昇質的な女川L副壷・公経済負捏（総合費川率の分r）  

167，090  9，′411  

180，857  9，818  

19：う，57（）  9，926  

208，061  10，1H7  

211，62′1  10，7：う！）  

221，571  11∴う50  

2ニう1，2′川  11，759  

24・4，卜17  11，960  

252，36Jl  12，こう31  

260，875  12，118  

26ノ1，′186  11，822  

270∴う小1  12∴う7（う  

22，20と弓  1，774  

22，∫1日6  1，870  

2：う，′17リ  2，012  

25，640  2，164  

27，2日7  2，296  

2日，′470  2，45∫1  

29，′179  2，57（）  
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7二う，246  2，728  

76，72H  2，707  

4，901  

5，152  

5∴う47  

5，705  

6，096  

6，′169  

6，57‘1  

6，7：うH  

7，03日  

7，∫16り  

7，278  

7，160  
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 I）標準報酬総績 （総合勘†巨率  独l欄合付費川ヰけ）分鞋）  

く16R，207〉   く16，131〉  

〈171，635〉   〈16，745〉  

く17′1，521〉   く17，00∫1〉  

く176，29こう〉   〈17，279〉  

く177，712〉   く17，50（〕〉  

く176，∫126〉   く17，777〉  

く176，4ニi5〉   〈1R，016〉  

く175，1日6〉   く19，005〉  

〈1，215，2Li8）  く5∩，∠131）  

く1，2ニラ5，867〉   く51，3巨l〉  

く」，281，286）  く51，893〉  

く1，272，6：う1〉   く52∴i6ト；）  

く1，2′′17，H26〉   く52，85ノ1〉  

く1，21（），660〉   く51，こうl（））  

く1，2ニうl，9こう0〉   〈51，5日：う）  

く1，23：う，692〉   く51，065〉  

く1．7う   く1．8〉   

く3．7二〉  く」．1〉  

く△0．7：〉   く0．9〉  

く∠へ1．9〉  〈0．（）〉  

く△0．6〉  く2．R）  

く△0．7〉  〈0．5〉   

く0．1〉 く△l．0〉  

く2．0〉   く1．9二〉   

く1．7〉   くL5〉   

く1．0〉   く1．6〉   

く0．8〉   く1∴う〉  

く∧0．7〉  くl．6〉   

く0．0〉   く1．3〉  

〈△0．5〉  く5．5〉   

1，15日，725  71，OHH  

く1，219，199〉   く52，H糾）〉  

1，468，506  70，717  

く1，226，226）  152，582）  

1，487，OHこう  70，65ノ1  

く1，242，451〉   く52，7こうニー）  

1，516，357  70∴う：汀  

く1，266，562）   く52，6：う1〉  

22日，2こi6  

く171，61（う〉  

225，979  

く16（），0ニil〉  

222，616  

く167，237〉  

218，829  
く161，165〉  

26，076  

く19，275〉  

26，263  

く19，572〉  

26，195  

く19，845〉  

26，H27  

く20，18服  

く／＼1．2〉 く△2，2〉 く△2．2〉  く1．′1ン  

0．7  △什5  △1．∩  （〕．7   

く0．6〉 く△0．5〉 く△1．5〉   く1．5二〉   

1．3  J△0．1  △1．5  0．9   

く1．3〉  く0．3〉 く△1．1〉  り．4〉  

2．0  △（）．‘4   △1．7  L3   
く1．9〉 く△0．2〉 く△1．R〉   く1．7〉  

注1厚二′1三勺‡金の、巨成8牛皮以前は＝ 二Jlこ済を、、何歳1：う隼度以酢はl【J農林隼企を合主ない。  

注2 地共済の標準報酬総裾吸び1人、■うたり標準報酬触は、総報酬ベース才◆1：しくは標準報酬月蝕  

ベースに換算した場合の舶であ／〕 

往こう く汁‡、増刊l享報酬廿鯨ベース〟）仙である 
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第2章◆財政状況   

前述のように、総合費用率は、完全な貝武課方式（積立金及びその運用収入がない）  

で財政運営を行う場合の保険料率に相当する。   

総合費用率と保険料率の推移をみると（図表24－11）、平成18年度では各制度とも  

総合費用率が保険料率より高い状況であり、当年度の費用を賄うのに、保険料に加え  

運用収入等を充てている状況である。   

なお、厚生年金の総合費用率は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含  

んでいないことに留意する必要がある。  

図表2－4－11総合費用率と保険料率の推移  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  
年度  

総合費用率  保険料率  総合費用率  保険料率  総合費用率  保険料率  総合費用率  保険料率   

平成   ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％   

7   く13．7〉  16．5   く18．7〉  17．44   く13．2〉  15．84   〈10．8〉  12．8   

8   く14．6〉  17．35   く19．2〉  18．39   く13．1〉  16．56   く11．2〉  12．8   

9   く15．1〉  17．35   く19．1〉  18．39   く13．5〉  16．56   く11．8〉  13．3   

10   〈16．3〉  17．35   く19．5〉  18．39   く14．5〉  16．56   く12．5〉  13．3   

く17．0〉  17．35   く20．3〉  18．39   く15．4〉  16．56   く13．1〉  】3．3   

12   く17．9〉  17．35   く20．9〉  18．39   く16．1〉  16．56   く13．8〉  13．3   

13   く18．8〉  17．35   く21．5〉  18．39   く16．7〉  16．56   く14．3〉  13．3   

14   く19．8〉  17．35   く22．1〉  18．39   く17．5〉  16．56   く14．2〉  13．3   

15   17．3   13．58   17．4   14．38   14．4   12．96   11．3   10．46   

16   17．8   13．934   17．1   14．509   15．4   13．384   11．5   10．46   

17   17．8   14．288   16．7   14．638   16．2   13．738   11．8   10．814   

18   17．8   14．642   17．6   14．767   16．8   14．092   12．0   11．168   

注1 総合費用率欄のく〉は標準報酬月額ベースである。  

拝2 厚生年金の総合費用率は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含まない。  

柱3 保険料率は、平成14年度以前は標準報酬月額ベース、平成15年度以降は総報酬ベースの数値であり、本人負担分  
の2倍を掲げた。また、年度の途中で保険料率が引き上げられた場合には、引上げ後の保険料率を掲げた。  

注4 厚生年金の被保険者のうち、坑内員及び船員の保険料率、日本鉄道、日本電信電話及び日本たばこ産業の各旧共  
済組合の適用法人及び指定法人であった適用事業所に使用される被保険者に係る保険料率、農林漁業団体等の適  
用事業所に使用される被保険者に係る保こ険料率については、図表2」ト5に掲げる率である。  

（厚生年金相当部分に係る総合費用率）   

共済年金には、厚生年金にない「職域部分」があるため、制度間で総合費用率を  

比較する際には、同じ給付条件にした場合で比較することも必要である。このため、  

各共済について、職域部分を除いた「厚生年金相当部分」に係る総合費用率をみる  

と（図表2－4－12、図表2－4－13）、平成18年度では、厚生年金（実績推計）の18．6％  

に比べ、国共済は2．1ポイント、地共済は3．3ポイント、私学共済は7．4ポイント  

それぞれ低くなっている。これは、国共済、地共済については、厚生年金に比べ1  

人当たり標準報酬額が高いことが、私学共済については、厚生年金に比べ年金扶養  

比率が高い（換言すると、成熟が進んでいない）ことなどが要因であると考えられ  

る。  
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第2章◆財政状況  

図表2－4－12 厚生年金相当部分に係る総介費用率の推移  

匝卜共済   地共済   私学共済   厚生年金  

年度  
実績   実績   ′実績   実績  

（推計）   （推計）   （推計）  
実績  推計   

平成   田   ％）   ％，   ％  ％   

10   く18．5〉   くl：う．う〉   〈12．3〉   く16．3〉   

く19．0〉   く1′1．2〉   〈12．8〉   く17．0〉   

12   く19．2〉   く15．り〉   く13．4〉   く17．9〉  く18．5〉   

13   く19．8〉   く15．う〉   く13．7〉   く18．8〉  く19．6〉   

ト4   く20．5〉   く16∴i〉   く13．4〉   く19．8〉  く20．7〉   

IFi 16．2   13．：う   10．5   17．3  18．1  

く21．7〉   く17．7〉   く14．2〉   く20．7〉  く21．7〉  

16  15．9   14．2   10．7   17．8  18．6  

く21．4〉   く18．射〉   く14．4〉   〈21．3〉  く22．3〉  

17  15．5   14．9   11．0   17．8  18．7  

く20．8〉   く19．づ〉   〈14．7〉   く2l．3〉  く22．4〉  

18  16．5   15∴う   1l．2   17．8  18．6  

く22．0〉   く20．1〉   く14．9〉   く21．3〉  〈22．3〉   

注1厚生年金の実績推計については、川語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2 く〉は標準報酬パ観べ－んの植である。  

注3 ここでは、①職域部分を除いた給付費として、It］法（昭和60年攻l上前）共済隼金について  

は一定割合を乗じることによって算出＝ノた額を、新法共済年金については年度来の決定  

年金額を川い、②回廊負担、追加費川は給付費接分で推計した粕を川いて算出している。  

図表2－4－13 厚生年金相当部分に係る総合費用率の推移  

10   11   12   13   14   15   16   17   18  

年度   
柱 細線は標準報酬月額べ－一スである。  
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（4）独自給付費用率、基礎年金責用率   

平成18年度の独自給付費用率は、厚生年金が12．8％、国共済が13．7％、地共済  

が13．5％と10％を超える率となっている一方で、私学共済は8．5％と低くなってい  

る（図表2－4¶14、2－4－15）。  

図表2－4－14 独自給付費用率の推移  

地共済  国共済  厚生年金  

％  ％  
く10．3〉  く7．5〉  

く10．1〉  く7．8〉  

く10．4〉  〈8．4〉  

く11．3〉  〈8．9〉  

く11．9〉  く9．3〉  

〈12．5〉  く9，7〉  

く13．0〉  〈10．1〉  

く13．7〉  く10．1〉  

％  ％  
く9．9〉  く15．2〉  

く10．6〉  く15．6〉  

く11．1〉  〈15．5〉  

く12．0〉  く15．5〉  

く12．2〉  く16．2〉  

く13．0〉  く16．6〉  

く13．7〉  く17．1〉  

く14．4〉  く17．5〉  

12．6  13．7  

く15．1〉  く18．4〉  

12．9  13．2  

く15．4〉  く17．7〉  

12．9  12．9  

く15．4〉  く17．2〉  

12．8  13．7  

く15．3〉  く18．4〉  

11．3  8．0  

く15．0〉  く10．9〉  

12．1  8．0  

く16．2〉  〈10．7〉  

13．0  8．2  

く17．3〉  く11．0〉  

13．5  8．5  

く18．0〉  く11．3〉  

対前年度増減差  

く△0．2〉  く0．3〉   

く0．3〉  く0．6〉   

く0．9〉  く0．5〉   

〈0．6〉  く0．4〉   

く0．5〉  〈0．4〉   

く0．5〉  く0．4〉  

く0．7〉  〈0．4〉  

く0．5〉  く△0．2〉  

〈0．9〉  く0．1〉  

く0．3〉  く0．6〉  

く0．7〉  〈0．4〉  

〈0．8〉  く0．6〉  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

15  

16  

17  

18  

く0．7〉  く0．4〉  く0．7〉  く△0．0〉   

く0．6〉  〈0．9〉  

0．3  △ 0．5   

〈0．4〉  く△0．7〉  

△ 0．0  △ 0．3  

〈△0．0〉  く△0．5〉  

△ 0．1  0．9  

く△0．1〉  く1．1〉  

く1．3〉  〈0．8〉  

0．8  △ 0．0  

〈1．2〉  く△0．1〉  

0．9  0．2  

く1．1〉  く0．3〉  

0．6  0．2  

く0．8〉  く0．3〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  
行分を含まない。図表3－3－6参照。  
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第2章◆財政状況   

国共済、地共済間では、平成16年度から開始された財政調整拠出金制度により、  

両制度の独白給付費用率を同じにするように「費用負担平準化のための財政調整」  

が行われている。この財政調整は平成17年度から満年度化しており、これに伴い、  

17年度、18年度の両制度の独廿給付費用率はほぼ同程度となっている。   

独自給付費用率の推移をみると、近年では、厚生年金が横ばい、地共済、私学共  

済が上昇傾向となっている。。国共済は、平成16年度、17年度に、財政調整拠出金  

制度の導入の影響（16咋度は1年度分の2分の1に相当する額、17年度以降は1年  

度分）で低卜したが、その影響を除くと概ね上昇傾向にある。対前年度増減差をみ  

ると、平成18年度は、l玉1共済が0．9ポイント、地共済が0．6ポイント、私学共済が  

0．2ポイントのL昇となる一力▲、厚生年金が0．1ポイントの低卜となっている。  

図表2415 独自給付費用率の推移  

7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18   

托 細線は標準報酬Jj額ベースである。  

年度   
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第2章◆財政状況   

基礎年金費用率は、厚生年金が最も高く 5．1％、次いで国共済3．8％、私学共済  

3．6％、地共済3．3％の順となっている（図表2－4－16、24－17）。基礎年金費用率が  

制度間でこのように異なるのは、1人当たり標準報酬額や第2号・第3号被保険者  

の比率が制度間で異なることによる（図表2－2－11、2－1－21）。   

平成17年度と比べると、各制度ともほぼ横ばいとなっている。  

図表24－16 基礎年金費用率の推移  

国共済  地共済  厚生年金  

％  ％  
く2．9〉  く3．3〉  

く3．0〉  〈3．4〉  

く3．1〉  く3．4〉  

く3．2〉  く3．6〉  

く3．4〉  く3．8〉  

く3．7〉  く1．1〉  

く3．7〉  く4．2〉  

く3．8〉  く4．2〉  

％  ％  
く3．8〉  〈3．5〉  

〈4．0〉  く3．6〉  

く4．0〉  く3．7〉  

く4．4〉  く3．9〉  

く4．7〉  く4．1〉  

〈4．9〉  く4．3〉  

く5．0〉  く4．4〉  

く5．3〉  く4．6〉  

3．1  3．2  

く4．1〉  く4．4〉  

3．3  3．5  

く4．4〉  く4．8〉  

3．3  3．6  

く4．4〉  く4．8〉  

3．3  3．6  

く4．4〉  く4．7〉  

4．7  3．7  

く5．6〉  く4．9〉  

4．9  3．9  

く5．8〉  〈5．3〉  

4．9  3．9  

く5．9〉  く5．2〉  

5．1  3．8  

く6．1〉  く5．1〉  

対前年度増減差  

く0．1〉  〈0．1〉  

〈0．1〉  く0．1〉  

く0．2〉  〈0．2〉  

く0．2〉  く0．2〉  

く0．2〉  く0．3〉  

く0．1〉  く0．1〉  

く0．1〉  く0．1〉  

く0．0〉  く0．1〉  

く0．3〉  く0．3〉  

く0．4〉  く0．2〉  

く0．2〉  く0．2〉  

く0．1〉  く0．1〉  

8  

9   

10   

11   

12   

13   

14   

15  

16  

17  

18  

く0．1〉  く△0．1〉  く0．3〉      く0．2〉  

く0．3〉  く0．3〉  く0．3〉  く0．2〉  

0．2  0．3  0．2  0．3  

く0．2〉  く0．4〉  く0．3〉  〈0．4〉  

0．0  △ 0．1  △ 0．0  0．0  

く0．0〉  く△0．1〉  く△0．1〉  〈△0．0〉  

0．1  △ 0．0  0．0  △ 0．0  

〈0．2〉  く△0．0〉  く0，0〉  く△0．0〉  

往 く〉は標準報酬月額ベースである。  
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第2章◆財政状況  

図表24－17 基礎年金費用率の推移  

7  8  9  10 11 12 13 14 15 16  

注 細線は標準報酬月額ベースである。  

1718 
年度   
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（5）収支比率 一時価ベースで各制度とも上昇一   

平成18年度の収支比率を簿価ベースで比較すると、厚生年金が最も高く114．8％、  

次いで国民年金（国民年金勘定）114．6％、国共済95．6％、地共済80．0％、私学共  

済76．1％の順である（図表2－4－18）。厚生年金と国民年金（国民年金勘定）は収支  

比率が100％を超えているが、これは、実質的な支出のうち自前で財源を用意しな  

ければならない部分が、保険料収入と運用収入の合計より多く、積立金の取崩し等、  

その他の収入により賄っていることを示している。   

また、時価ベースでみると、厚生年金が107．0％、国民年金が109．8％で、簿価ベ  

ースと同様100％を超えている。その他の制度では、いずれも収支比率が100％を下  

回っている。   

収支比率の推移をみると、簿価ベースでは各制度とも上昇傾向にあったが、平成  

17年度には被用者年金各制度で、18年度には厚生年金と地共済で低下している。   

また、時価ベースでみると、平成17年度にはすべての制度で大きく低下したが、  

18年度にはともに大きく上昇している。 この時価ベースの収支比率の動きは、分母  

である「保険料収入＋運用収入」が運用収入等の変動を受けて大きく増減する一方  

で、分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が相対的に小幅な動きに留まって  

いるという近年の状況の中では、主として分母の動きの影響を大きく受けたものと  

なっている（図表2－4－10A欄、2－4－18、2－4－19）。時価ベースの「保険料収入＋運  

用収入」は、各制度とも平成17年度に大幅に増加した後、18年度に大幅に減少し  

ており、このことが収支比率の動きに反映されている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－4¶18 収支比率の推移  

国民年金  
（国民隼金勘定）  

厚生年金  国共済  私学共済  地共済  

F成   

7   

8   

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

％  ％   ％  ％  

57．0  55．3  

57．2  58．4  

57．7  60．6  

63．2  64．4  

64．5  67．3  

72．6  74．3  

78．1  79．2  

84．3  83．0  

［108．2］  

89．3  86．2  

［70．2］  ［82．8］  

93．5  86．8  

［83．1］   ［78．6］  

82．7  74．0  

［57．9」  ［65．5］  

80．0  76、1  

［83．4］   ［73．2］  

69．0   

72．4   

73．8   

80．5   

84．9   

91．0   

97．2  

［102．4］  

104．7  

［119．2］  

117．2  

［98．3］  

123．8  

［112．7］  

120．8  

［90．4」  

11／1．8  

［107．0］  
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対前年度増減差  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

1ノ1  

15  

16  

17  

18  

3．4  0．9  

1．3  △ 0．2  

6．8  5．1  

4．3  4．3  

6．1  4．3  

6．2  5．8  

7．6  2．1  

［16．9］ ［△0．8］   

12．5  0．7  

［△20．9］ ［△9∴う］  

6．6  0．3  

［14．4］   ［5．6］  
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5．1  

4．2  

［は9］  

△10．8  

2
 
3
 
 
 

3
 
5
 
 

2
 
 
仏
 
 

6
 
3
 
日
U
 
O
 
 
 

O
 
4
 
2
 
3
 
 

仏
飢
皿
 
 

［△22∴う］ L△17．7］ ［△25．2］  

△ 6．1  2．7  △ 2．8  2．1  

［16．6］  ［17．3］  ［25．5］   ［7．7］  

柱1［］内の数値は、時価ベースである。  

措2 厚／ヒ年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。図表3－3－7参照。  

注3 国共済の時価ベースは、平成10年度82．0、11年度82．0、  
12年度95．5となっている。  
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図表2－4－19 収支比率の分母（保険料収入＋運用収入）の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

私学共済  地共済  国共済  厚生年金  

億円  

21，435  
22，505  
22，858  

23，084  
23，261  
22，507  
21，800  

［20，783］  

20，855  
［18，587］  

21，149  
［24，108］  

20，398  

［22，009］  

20，837  
［25，931］  

21，003  

［21，917］  

億円  億円  億円  

242，200   12，529  38，980  

249，767   12，959  39，300  
262，469   13，105  40，721  

258，315   12，609  40，570  

249，384   12，623  42，327  
243，579   12，704  39，211  

237，967   12，356  37，729  

［225，901］［11，593］   

億円  

3，209  

3，199  

3，323  

3，359  

3，413  

3，304  

3，244  

平成   

7   

8   

9   

10   

11   

12   

13  

14  

15  

16  

17  

18  

233，105   12，299  36，526  3，254  

［204，765］［11，887］  ［2，497］  

215，310   12，588  36，676  3，406  

［256，657］［13，513］［46，672］ ［3，545］  

210，662   12，328  37，269  3，495  

［231，471］［12，509］［41，935］ ［3，860］  

218，882   12，713  43，703  4，225  

［292，477］［14，937］［62，463］ ［4，768］  
235，542   12，939  45，957  4，242  

［252，624］［12，836］［44，081］ ［4，408］  

対前年度増減率（％）  

0．8  △ 0．3  

3．6  3．8  

△ 0．4  1．1  

4．3  1．6  

△ 7．4  △ 3．2  

△ 3．8  △1．8  

△ 3．2  0．3  

0．4  4．7  

［42．0］  

1．6  2．6  

［△10．1］   ［8．9］   

17．3  20．9  

［48．9］   ［23．5］  

5．2  0．4  

［△29．4］ ［△7．6］  

5．0  

1．6  

1．0  

0．8  

△ 3．2  

△ 3．1  

△ 4．3  

［△10．6］  

1．4  

［29．7］  

△ 3．6  

［△8．7］  

2．2  

［17．8］  

0．8  

［△15．5］  

3．1  3．4  

5．1  1．1  

1．6  △ 3．8  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

△
△
△
△
 
 

5
 
3
 
 
 

3
 
2
 
 

2．3  △ 2．7  

△ 2．0  △ 0．5  

［△9．4］   ［2．5］  

△ 7．6  2．4  

［25．3］  ［13．7］  

△ 2．2  △ 2．1  

［△9．8］ ［△7．4］  

3．9  3．1  

［26．4］   ［19．4］  

7．6  1．8  

［△13．6］［△14．1］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を、平成13年度以前は旧  

農林年金を含まない。  

注3 私学共済の保険料収入には都道府県補助金を含む。  

注4 国共済の時価ベースは、平成10年度12，423億円、11年度13，104億  

円、12年度11，884億円となっている。  
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（6）積立比率   

平成18年度の積立比率を簿価ベースで比較すると、地共済が最も高く10．6、次   

いで私学共済10．3、国共済7．1、厚生年金4．9、国民年金（国民年金勘定）3．8の順   

となっている（図表2420）。平成18年度は、厚生年金、国共済、国民年金で、17   

年度に比べ低下している。   

また、時価ベースでは、厚生年金5．2、国共済7．4、地共済11．2、私学共済10．8、   

国民年金4．0となっている。 平成17年度に比べ、地共済と私学共済で上昇、厚生年   

金で横ばい、国共済と国民年金で低下している。  

図表2－4－20 積立比率の推移  

国民年金  
（川代隼金勘定）  

厚生隼金  ［司共済  地共済  私学共済  

戊
7
 
日
9
 
0
1
2
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4
 
 

6．3  7．4  

6．2  7．1  

6．1  7．6  

6．0  7．7  

6．2  7．6  

6．1  7．3  

5．9  7．3  

5．6  7．2  

「5．5］   ［7∴う1  

5．5  7．0  

［5．2二】   ［7．11  

5∴う  7．2  

［5．2］   【7．3］  

5．2  7．′4  

［5．2］   ［7．5］  
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1．1  

5．2  

′1．8  

4．9  

5．1  

5．2  

5．0  

1．9  

［4．8］  

4．8  

ト1．6］  

4．7  

［4．61  

1∴i  

ト4．31  

こう．H  

「1．0］  

4
 
2
 
9
 
 

10．  

［10．9］  ［10．6］  

10．5  10．3  

「10．7」  ［10．6］  

10．6  10．3  

［11．2］   ［10．8］  

対前年度増減差  

△ 0．1  △ 0．0  0．6  8  

9  

10  

11  

12  

1ニう  

1′1  

15  

16  

17  

1日  

引∵ ‖  

△ 0∴1  

0．1  

0．3  

0．1  

△ 0．2  

△ 0．1  

△ 0．1  

［△0．2］  

△ 0．1  

［0．01  

△ 0．4  

［△0．3］  

△ 0．5  

［△0∴i］  

△ 0．1  0∴∃  0．2  △ 0．3  

△ 0．1  0．1   △ 0．／1   △ 0∴う   

0．1   △ 0．2  △ 0．2  △ 0．2  

0．1  △、0．2  0．0  △ 仇3  

0．2  △、0．0  △ 0．1  △ 0．2  

／△ 0∴う  △ 0．3  

△ 0．6  △ 0，7  

△ 0．6  △ 0．2  

［△0．3］ ［△0，り  

△ 0．3  △ 0．2  

［△0．2］ ［△0．0］  

0．0  0．0  

「0．5］   ［0．2］  

△ 0．3  △（）．1  

Jゝ 0．2  △ 0．2  

［△0．3］ 「∧0．2］  

△ 0．2  0．1  

「△0．0］  0．2］  

△ 0．1  0．2  

［0．0］  0．2］  

△ 0．こう  △ 0．3  

［△0．01 ［ム0．1］  

注1［］内の数伯は、時価ベースである。  
柱2 厚生隼金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。）図表3－3－10参照（〕  

注3 国貯済の昭価ベーースは、平成11隼度7．7、12年度7．5、  

1こ∃隼度7．1とな／〕ている〔。  
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（7）財政指標でみた各制度の特徴   

最後に、年金扶養比率、総合費用率、独自給付費用率、収支比率、積立比率が全   

体としてどうなっているのか、制度相互に「レーダーチャート」で比較をしてみる   

（図表2－4－21）。   

ここでは、年金扶養比率は、成熟が進んだ段階である2（2人で1人を支える）を   

基準として、尺度を定めた。また、総合費用率は、最終的には年収の20％になると   

して、グラフでは20に対する比の逆数をとった（逆数とするのは成熟が進むに連れ   

小さくなるようにするためである）。同様の考えで、独自給付費用率は14、収支比   

率は100に対する比の逆数をとった。積立比率については、成熟が進むに連れ小さ   

くなることを考慮して尺度を定めた注。  

注 図が見易くなるようにするための処理を行っている。   

結果は図のとおりで、レーダーチャートの形状は、①国共済・地共済、②厚生年  

金・私学共済に2分される。グループ①の国共済・地共済は、年金扶養比率のライ  

ンがグループ②に比べて突き出ていない（成熟が進んでいる）とともに、積立比率  

のラインが突き出ている（積立金が相対的に多い）。一方、グループ②の厚生年金・  

私学共済は、形状は類似しているが、大きさは厚生年金の方が小さく、成熟が進ん  

でいる。  
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図表2→卜21財政指標レーダーチャート  

（参考）年金種別費用率の百分率比   

0％  100‘滝  

100％  100％，  

老齢費用牌 障害費用率 遺族費用率   

（年金扶養比率＋2）／4  平成18年度末   1；  
2；20／総合車用率  

3；14／独自給付車用率  

4；100／収支比率  

基準線  

比率＋6）  ／8  
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